
　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計 182 185

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 182 185

-

(        11       ) (        11       ) (        11       ) (        11       )

単位当たり
コスト

16,822 （千円／課題１件） 算出根拠 185,037千円／11件=執行額（千円）／課題数（件）

研究課題数

活動実績

（当初見
込み）

課題数

11 11 11

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（28年度）

　基礎的・基盤的研究に係る経費であるため、定量的な
成果目標を設定することはできない。

成果実績 ％ - - - -

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

執行率（％） 99% 100% 100%

執行額 194 185 183

195 185 183 182 185

182 185

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 195 185 183

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

①医薬品の品質・有効性・安全性確保に関する基盤研究
②食品及び食品添加物等の品質・安全性確保に関する基盤研究
③医療機器及び生活関連物質の品質・有効性・安全性確保に関する基盤研究
④医薬品・食品・食品添加物及び生活関連物質等に係る各種毒性試験法等に関する基盤研究
等を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　　医薬品、医療機器、食品、食品添加物及び生活関連物資等に関する基礎的・基盤的研究を行い、国内外における諸分野の動向を踏
まえた最新の規格・基準の策定等に寄与することを目的とする。

平成14年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 851

国立医薬品食品衛生研究所基盤的研究費 担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



国民の健康安全を確保するために必要な研究であり、
国民のニーズは高く、国費の投入が必要である。

国の医薬品、医療機器、食品及び化学物質等に係る規
格・基準等策定に寄与することを目的に行う基礎的・基
盤的研究であるため、国において実施することが適当
である。

国民の健康安全を確保するために必要な研究であり、
優先度が高い事業である。

少額随意契約の対象金額を超える案件については、一
般競争入札を実施し、競争性を確保した。また、随意契
約の場合であっても複数者から見積を徴収し、最廉価
格の者と契約を締結した。

-

-

-

真に必要な経費のみ支出している。

-

事業目的達成のために効率的な方法で実施しており、
また毎年度成果も着実にあげていることから、他の手
段と比較して、実効性は高いと考えられる。

-

国の医薬品、医療機器、食品及び化学物質等に係る規
格・基準等策定に寄与している。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・各研究課題については、「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」に基づき、所内研究開発課題評価委員会において研究課題の評価を
行っており、研究の効果的な実施に努めている。
・執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、医薬品の品質・有効性・安全性確保に関する基盤研究等に要する経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も
概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

580 528平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

平成24年平成23年

備考

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

○

○

-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

467

-

--

○

評価に関する説明



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

実験動物飼育管理業務

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 
１８３百万円 

A.民間企業（２社） 
２百万円 

E.事務費 

７１百万円 

B.民間企業（１７社） 
２３百万円 

研究及び事務補助に係る
人材派遣 

【一般競争入札】 

【一般競争入札及び少額随意契約】 

研究用図書購入費、Web

コンテンツ利用料 

C.三協ラボサービス(株) 

６８．５百万円 

【一般競争入札】 

D.民間企業（８社） 

１８百万円 

【一般競争入札及び随意契約】 

研究用備品賃貸借料 

賃金、庁舎管理業務、消耗品費



計 4 計 0

試験研究費 研究用備品賃貸借料 4

D.（株）バイオテック・ラボ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 68.5 計 0

試験研究費 実験動物飼育管理業務に係る経費 68.5

C.三協ラボサービス(株) G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 14.8 計 0

試験研究費 Webコンテンツ利用料 14.8

B.Ｅｌｓｅｖｉｅｒ　Ｂ．Ｖ． F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.5 計 11.7

試験研究費
研究及び事務補助業務に係る人材派
遣

1.5 試験研究費 研究及び事務補助に係る賃金 11.7

A.WDB(株) E.非常勤職員

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途
金　額

(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 三協ラボサービス(株) 実験動物飼育管理業務 68.5 2 92.89%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 丸善(株)

8

9 (株)じほう

7 （独）科学技術振興機構

6

7

8

9

10

1

1

2

3

4

5

落札率

92.79%

91.99%

94.76%

65.27%

93.50%

落札率

73.78%

(株)リクルートスタッフィング 研究及び事務補助業務に係る人材派遣 0.5 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

WDB(株) 研究及び事務補助業務に係る人材派遣 1.5 5

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

研究用外国図書購入費

随意契約

3

4

4

Ｅｌｓｅｖｉｅｒ　Ｂ．Ｖ．

ユサコ(株) 研究用外国図書購入費 1.4 4

5 (株)有隣堂

6 一般社団法人　化学情報協会　Webコンテンツ利用料

(株)紀伊國屋書店 研究用外国図書購入費

研究用外国図書購入費

Webコンテンツ利用料

Webコンテンツ利用料 14.8

4

0.08 随意契約

10 新日本法規出版(株) 研究用図書購入費 0.05 随意契約

研究用図書購入費

随意契約アカデミア洋書（株） 研究用外国図書購入費等 0.13

随意契約

随意契約

0.3

0.5

1.2 4

1.4

3



Ｄ.

Ｅ.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）バイオテック・ラボ 研究用備品賃貸借料 4 1 100%

2
シーティーシー・ラボラトリーシ
ステムズ（株）

安全性試験システム保守料 3.8 1 100%

3 日本電子(株) 研究用備品保守料 3 1 100%

4 (株)帝国理化 ＬＣ／ＭＳ／ＭＳシステム保守料 2.7 1 100%

5 アジレント・テクノロジー（株） 研究用備品保守及び点検料 1.8 1 75%

6 日立キャピタル(株) 研究用備品賃貸借料 1.2 随意契約

7 島津サイエンス東日本(株) 研究用備品賃貸借料 0.47 随意契約

8 (株)池田理化 研究用備品保守及び点検料 0.25 随意契約

9

10

10 (株)池田理化 研究用備品等購入費 1.4 随意契約

9 (株)バイオテック・ラボ 研究用事務備品購入費等 1.4 随意契約

8 尾崎理化(株) 研究用事務備品及び消耗品購入費 1.5 随意契約

7 東京高圧山崎（株） 研究用消耗品購入費 1.7 4 71.59%

6 (株)伊藤サプライ 研究用事務備品及び消耗品購入費 1.7 随意契約

5 (株)千代田テクノル 外部被ばく量測定検査に係る経費 2.8 1 86.37%

4 (株)松田商店 施設運営に係る重油料 4 1 98.68%

3 ダイダン(株) ４号館保守及び点検業務 5.3 4 100%

2 アズビル(株) 動物飼育施設建物総合管理業務（清掃、警備） 8.5 2 99.50%

1 非常勤職員 研究及び事務補助に係る賃金 11.7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



事業番号 852

安全性生物試験研究センター運営費 担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 昭和52年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

  医薬品、食品、食品添加物及び生活関連化学物質の安全性・有効性を確保するための試験・研究に必要な動物実験を円滑に実施するた
め、実験動物の飼育管理を行っている安全性試験研究センターの適正な維持・管理を行うことを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

  安全性生物試験研究センターでは、「厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関する指針」等に準拠した動物実験
を行っており、本事業では動物実験が円滑に実施できるようセンターにおける動物飼育室の空調管理及び「動物の愛護および管理に関する
法律」等に準拠した各種実験動物の飼育管理等を実施する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 48 47 44 40 40

補正予算

繰越し等

48 47 44 40 40

執行額 48 47 44

執行率（％） 100% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

24年度
目標値

（28年度）

安全性生物試験研究センターの運営に係る経費である
ため、定量的な成果目標を設定することはできない。

成果実績 ％ - - - -

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

-

- - -

-

-

- (        －       ) (        －       ) (    　－     )

単位当たり
コスト

- 算出根拠 -

安全性生物試験研究センターの運営に係る経費である
ため、定量的な成果目標を設定することはできない。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

庁費 40 40

40 40

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計



-

--

○

-

○

468

-

-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

--

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現状通り

-

センターを適切に維持管理したことにより、、医薬品、食
品、食添加物及び生活関連化学物質の安全性の評価に
必要な動物実験を実施することができた。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

平成24年平成23年

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

581 468平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

本事業は、試験研究に必要な安全性試験研究センターの適正な維持・管理に要する経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評
価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、適切な経費の執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果

-

真に必要な経費のみ支出している。

国民の健康安全等を確保するために必要な研究を行う
ための実験動物の管理を行っており広く国民のニーズが
あり、国費の投入が必要である。

国の試験研究機関である当所において実験に用いる動
物の飼育管理等を行うため、国で実施することが適当で
ある。

国民の健康安全等を確保するために必要な研究を行う
ための実験動物の管理を行っており優先度が高い。

少額随意契約の対象金額を超える案件については、一
般競争入札を実施し、競争性を確保した。また、随意契
約の場合であっても複数者から見積を徴収し、最廉価格
の者と契約を締結した。

-

-



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 
４４百万円 

A.民間企業（３社） 
３８百万円 

【一般競争入札及び少額随意契約】 

B.事務経費 

６百万円 

施設運営に係る消耗品、重油
購入費、廃棄物処理に係る経
費等 

実験動物管理に係る経費等 



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.三協ラボサービス（株） E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

庁費 実験動物飼育管理業務に係る経費 34

計 34 計 0

B.（株）内藤 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

庁費 施設運営に係る重油購入費 2

計 2 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

随意契約

3

0.2

0.2

0.7 随意契約

0.9

東京電力（株） 施設運営に係る電気使用料 0.06

0.04 1

10

施設運営に係る放射線量検査料

実験動物死体処理に係る経費

施設運営に係る重油購入費 2

1.2廃棄備品機器処理等に係る経費

6 （株）エコ・エイト 廃棄物処理等に係る経費

日本無機（株） 施設運営に係る消耗品購入費

施設運営に係る消耗品購入費

随意契約

（株）松田商店 施設運営に係る重油購入費 0.9 1

5 東京化工（株）

3

4

随意契約

（株）内藤 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

三協ラボサービス（株） 実験動物飼育管理業務に係る経費 34 2

日本美装（株） 動物飼育室設備保守点検業務に係る経費 2 3

(株）日立ビルシステム ８号館施設整備に係る経費 2 随意契約

落札率

92.89%

62.80%

落札率

93.26%

73.10%

86.37%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

2 日本ダスト（株）

8

9 （株）千代田テクノル

7 （株）リバース



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計 23 23

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

庁費 23 23

-

- (        －       ) (        －       ) (    　－     )

単位当たり
コスト

- 算出根拠 -

施設の維持管理に必要な経費であるため、定量的な成
果目標を設定することはできない。

活動実績

（当初見込
み）

-

- - -

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（28年度）

施設の維持管理に必要な経費であるため、定量的な成
果目標を設定することはできない。

成果実績 ％ - - - -

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

執行率（％） 96% 100% 100%

25 24 24 23 23

執行額 24 24 24

繰越し等

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 25 24 24 23 23

補正予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国立医薬品食品衛生研究所は、国民の健康と生活環境を維持向上させるために必要な試験・研究・調査を行っており、これらを円滑に実
施するために必要な施設の維持管理業務を行うことを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　医薬品・医療機器、食品、化学物質の品質、安全性及び有効性を評価するための試験・研究・調査を円滑に実施するため、動物庁舎にお
ける排水処理や水道設備の管理等の施設の維持管理業務を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業開始・
終了(予定）年度 昭和50年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

事業番号 853

国立医薬品食品衛生研究所施設管理事務経費 担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者



国民の健康と生活環境を維持向上させるために必要な
試験等の実施に必要な施設の維持管理を行っており、
国民のニーズが高く、国費の投入の必要がある。

当所は国の試験研究機関であり、国が実施することが適
当である。

国民の健康と生活環境を維持向上させるために必要な
試験等の実施に必要な施設の維持管理を行っており、
優先度は高い。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、試験研究に必要な施設の維持管理に要する経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることか
ら、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

530平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

-

平成24年平成23年582

-

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

施設を適切に維持管理したことにより、研究業務を円滑
に実施できた。

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

-

-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

○

469

備考

-

--

○

少額随意契約の対象金額を超える案件については、一
般競争入札を実施し、競争性を確保した。また、随意契
約の場合であっても複数者から見積を徴収し、最廉価格
の者と契約を締結した。

-

-

-

真に必要な経費のみ支出している。

-

-



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 
２４百万円 

民間企業（３社） 
２２百万円 

施設内排水処理、施設整備等 

B.事務費 

２百万円 

施設運営に係る重油、電
気料、廃棄物処理等 

【一般競争入札及び随意契約】 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 20 計 0

庁費
排水処理・再利用・専用水道設備維持管
理等業務に係る経費

20

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

E.A.（株）クリタス

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

2 （株）松田商店

8

9

7

6

7

8

9

10

1

1

2

3

4

5

落札率

73.10%

93.26%

落札率

99.34%

三菱重工冷熱システム（株） ターボ冷凍機保守点検作業に係る経費 0.94 随意契約

東都電設（株） 施設整備改修に係る経費 0.5 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

（株）クリタス 排水処理・再利用・専用水道設備維持管理等業務に係る経費　 20 1

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

日東鉱油（有）

1

日本ダスト（株） 施設運営に係る廃棄物処理量等 0.14 随意契約

5 東京電力（株）

3

4

3

6

（株）エコ・エイト 施設運営に係る廃棄物処理量等

施設運営に係る電気使用料

施設運営に係る重油料 0.94

施設運営に係る重油料

10

0.756

0.06

0.285



事業番号 854

総合化学物質安全性研究費
（生活環境暴露評価基盤研究費）

担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成8年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　家庭用品等に由来する化学物質の生活環境中環境濃度データを収集し、暴露評価に資するためのデータベースの構築及び維持を目的と
する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　参加地方衛生研究所の所在地域に在住する一般市民の生活環境を対象として、
①当研究所に設置した暴露評価委員会での討議を踏まえて選定された化学物質を対象に、参加地方衛生研究所において一般居住環境で
の試料採取を行う。
②当研究所において採取試料中の化学物質濃度の測定及び室内環境での多経路暴露解析を実施し、データベースとして情報を集積する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 9 9 8 8 8

補正予算

繰越し等

9 9 8 8 8

執行額 9 9 8

執行率（％） 100% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

24年度
目標値

（28年度）

                     調査検体数及び測定項目数
（各年度で検体の必要数が異なるため、目標値の設定
は困難である）

成果実績 ％ 延べ2,550 延べ2,600 延べ2,880 -

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

人

2 2 2

-

-

(2) (2) (2) (2)

単位当たり
コスト

　　　　2,600（円／１計画あたり） 算出根拠 平成24年度執行額/平成24年度成果実績数

調査従事者数

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.3 0.3

0.5 0.5

委員等旅費 0.1 0.1

職員旅費

試験研究費 7 7

8 8

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計



-

--

○

-

○

470

○

-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

24年度の当事業の調査従事者の実績は2名で見込みに
見合ったものとなっている。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

事業目的達成のために効率的な方法で実施しており、ま
た毎年度成果も着実にあげていることから、他の手段と
比較して、実効性は高いと考えられる。

国の室内濃度指針値の策定等に活用されている。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

平成24年平成23年

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

584 531平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

本事業は、医薬品食品、化学物質の安全性等の試験研究に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当で
あることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

引き続き適正な執行につとめること。（長崎、井出）

平成２４年度は、延べ２，８８０件の調査検体について、測定や解析を行い、データベースの構築及び維持に必要な情報を集積することができた。
また、執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果

-

真に必要な経費のみ支出している。

本研究の実施により、あらゆる製品からの化学物質に対
して安全性評価に立脚した一貫性のある規制の策定基
準が構築でき、国民の生活環境の安全性確保に資する
ニーズの高い事業であり、国費を投入する必要がある。

国の室内濃度指針値の策定等に必要な全国規模の暴
露情報の集積事業であるため、国において実施すること
が適当である。

化学物質の室内濃度指針値策定に必須となる基盤情報
収集事業であり優先度が高い。

少額随意契約の対象金額を超える案件については、一
般競争入札を実施し、競争性を確保した。また、随意契
約の場合であっても複数者から見積を徴収し、最廉価格
の者と契約を締結した。

-

少額の研究用消耗品等の購入の際にも複数者の見積を
徴収し、最廉価格で購入するなど、単位あたりのコスト削
減に努めている。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 
８百万円 

A.民間企業（３社） 
３．５百万円 

【随意契約】 

B.個人（３者） 
０．３百万円 

研究用データベース賃貸借料及び保守

管理料 

研究文献調査謝金及び委員会出席旅費 

C.事務費 

４百万円 

研究に係る賃金、旅費、消耗品、
備品費、運送費等 



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.NTTファイナンス（株） E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 研究用システム賃貸借料 2

計 2 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C.非常勤職員 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 研究及び事務補助業務に係る賃金 2

計 2 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

1

随意契約

0.42

0.57

0.08

0.17

随意契約八重洲電気（株） 電話回線工事料 0.24

0.01 随意契約

10

研究用備品購入費

研究用消耗品購入費

研究及び事務補助業務に係る賃金 2

1Webコンテンツ利用料

6 ヤマト運輸（株） 研究用試料等の運送料

職員A 国内出張旅費

学会誌掲載料

随意契約

職員B 国内出張旅費 0.15

5 日本毒性学会

3

4

非常勤職員

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

NTTファイナンス（株） 研究用システム賃貸借料 2 随意契約

（株）菱化システム 研究用システム保守管理料 0.7 随意契約

コンフレックス（株） 研究用システム保守管理料 0.4 随意契約

落札率

落札率

71.59%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

1

3

5

2 一般社団法人　化学情報協会　

8

9 ＮＴＴファイナンス（株）

7 東京高圧山崎（株）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

個人A 研究協力謝金 0.28

2 個人B 委員会出席旅費 0.03

個人C 委員会出席旅費 0.003

4

6

7

9

8



事業番号 855

国立医薬品食品衛生研究所
共同利用型高額研究機器整備費

担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成５年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　厚生労働行政に必要な行政研究・事業や厚生労働科学研究の遂行に資する化学系の最先端機器を、厚生労働省全体の共同利用型機
器として整備することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　厚生労働省全体の共同利用型機器として、主に化学系の高額分析機器である核磁気共鳴装置、タンデムマス装置、LC/MS/MS装置等、
構造決定に有用な最先端機器を整備する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 157 154 152 152 152

補正予算

繰越し等

157 154 152 152 152

執行額 155 154 152

執行率（％） 99% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

24年度
目標値

（28年度）

共同利用型機器の整備に必要な経費であるため、定量
的な成果目標を設定することはできない。

成果実績 ％ - - - -

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

-

- - -

-

-

- (        －       ) (        －       ) (    　－     )

単位当たり
コスト

- 算出根拠 -

共同利用型機器の整備に必要な経費であるため、定量
的な成果目標を設定することはできない。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 152 152

152 152

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計



-

--

○

評価に関する説明
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-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

△

-

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

－

平成24年平成23年

備考

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

585 532平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

本事業は、厚労省全体の共同利用型機器の整備に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であること
から、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・当該機器の選定に際しては、機器を使用する研究者で構成された選考委員会を開催し、対応する機器を持つ全ての機器メーカーから維持・管理コスト
まで含めてヒアリングを実施している。
・執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果

-

真に必要な経費のみ支出している。

厚生労働行政に必要な行政研究・事業や厚生労働科学
研究の遂行に資することから国民のニーズ及び国費の
投入の必要がある。

厚生労働省内の研究者が医薬品、医療機器,、食品及び
化学物質等の研究に使用する高額研究機器を、共同利
用機器として整備する事業であることから、国において
実施することが適当である。

厚生労働行政に必要な行政研究・事業や厚生労働科学
研究の遂行に資することから優先度の高い事業である。

研究機器の賃貸借について、動作環境の互換性を維持
する必要から当該業者以外には行うことができないた
め、随意契約を締結した。なお、賃貸借期間終了後、再
び賃貸借が必要な場合等には、一般競争入札を実施
し、競争性を確保する。
また、少額随意契約の場合であっても複数者から見積を
徴収し、最廉価格の者と契約を締結した。

-

-

-

-

-

-



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 

１５２百万円 

A.アドバンテック 

３百万円 

B.民間企業（５社） 

１３０百万円 

C.民間企業（２社） 

１百万円 

D.事務費 

１８百万円 

人材派遣業務 研究用機器賃貸借料 研究用施設更新工事

研究用設備等に係る電気使用
量、賃金、備品購入費等 

【一般競争入札】 【一般競争入札及び随意契約】 【随意契約】 



使　途
金　額

(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.アドバンテック(株） E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

試験研究費 研究業務等に係る人材派遣 3

計 3 計 0

B.日立キャピタル（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 研究用機器賃貸借料 82

計 82 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D.東京電力（株） H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 研究用施設及び機器に係る電使用料 6

計 6 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

1 随意契約

12

28

10

研究用機器賃貸借料 82

1

6

NTTファイナンス（株） 研究用機器賃貸借料

研究用機器賃貸借料

アジレント・テクノロジー（株） 研究用機器賃貸借料 7 1

5 （株）バイオテック・ラボ

3

4

随意契約

日立キャピタル（株）

研究用機器賃貸借料

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

アドバンテック(株） 研究業務に係る人材派遣 3 1

落札率

81.49%

100%

落札率

100%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

2 日本電子（株）

8

9

7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本空調サービス（株） 研究用施設エアコン更新工事等 0.9 随意契約

2 日本電子（株） Ｎ２・Ｈｅガス供給配管設備工事 0.3 随意契約

3

4

5

6

7

8

9

10

10

9

8 東京高圧山崎（株） 研究用消耗品購入費 0.045 1 71.59%

7 島津サイエンス東日本（株） 研究用消耗品購入費 0.2 随意契約

6
サーモフィッシャーサイエンティ
フィック（株）

研究用備品購入費 0.2 随意契約

5 伊藤サプライ（株） 研究用事務機器購入費 0.3 随意契約

4 日立キャピタル（株） 研究用備品購入費 0.4 随意契約

3 非常勤職員 研究及び事務補助業務に係る賃金 5

2 三菱スペース・ソフトウェア（株） 研究用備品購入費 5 1 79.96%

1 東京電力（株） 研究用施設及び機器に係る電気使用料 6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



事業番号 856

研究情報基盤整備費（研究情報整備費） 担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成8年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　医薬品、食品及び化学物質に関する安全性情報の根拠となる科学的データや専門家による評価情報をインターネットを通じて国内外の研
究機関及び行政機関等と情報共有するため、研究情報基盤を整備することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　国内外の研究機関・行政機関等に対し、①国立衛研の試験研究事業によって生成された試験研究データ、②国立衛研が中心となって、あ
るいは協力して編纂・整理・収集した科学的知識及び研究関連情報、③外部機関から国立衛研に提供された有用情報、等の情報を改ざん
防止等の十分なセキュリティ対策を行った上でインターネットを通じて情報提供するとともに、外部の最新の研究情報を入手するため、必要
な研究情報基盤の整備を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 18 17 17 17 17

補正予算

繰越し等

18 17 17 17 17

執行額 15 16 17

執行率（％） 83% 94% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

24年度
目標値

（25年度）

Webページでの情報提供へのアクセス数

成果実績 ％ - - 168万件 146万件

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

-

- - -

115%

-

- (        －       ) (        －       ) (    　－     )

単位当たり
コスト

- 算出根拠 -

国民が必要とする医薬品等、食品等、化学物質に関する
情報の提供を目標としている。事件・事故や研究成果等
に関する情報提供であるため、その発生等に依存するこ
とから、努力目標としての定量的な活動指標・実績を示
すことは難しい。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 3 3

14 14電子計算機等借料

17 17

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計



-

--

○

評価に関する説明
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-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

○

-

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

－

平成24年平成23年

備考

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

586 533平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

本事業は、医薬品食品、化学物質の研究に必要な研究情報基盤の整備に要する経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価
も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

引き続き適正執行に努めること。（長崎、井出）

・国内外の研究機関等と情報を共有するため、医薬品等の安全性情報の根拠となるデータ等をインターネットを通じて情報提供を行い、平成２４年度は
webページに168万件ものアクセスがあったところ。
・また、執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果

-

-

-

-

医薬品等に関する安全性情報の根拠となるデータ等を
国内外の行政機関等と情報共有するための事業であ
り、24年度は約168万件のアクセスがあり、国民のニーズ
は高く、国費を投入する必要がある。

国内外の研究機関及び行政機関等と情報共有してお
り、国において実施することが適当である。

医薬品等に関する安全性情報の根拠となるデータ等を
国内外の行政機関等と情報共有することは国民の安全
確保のためにつながると考えられ、優先度が高い。

研究情報ネットワークシステム賃貸借について、平成２３
年１０月の機器更新時に、一般競争入札を実施し、競争
性を確保した。また、随意契約の案件でも複数者から見
積もりを徴収し、最廉価格の者と契約した。

-

-

-

真に必要な経費のみ支出している。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 

１７百万円 

A.エダンズ グループ ジャパン（株） 
０．０１４百万円 

英文校正 

【随意契約】 

B..民間企業（３社） 
１４．４百万円 

研究用システム、Webコンテンツ利用料

【一般競争入札及び随意契約】 

C.事務費  ２．１百万円 

研究用備品・消耗品の購入費及
び賃借料等 



使　途
金　額

(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 0 計 0

B.日本電子計算機（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 研究用システム賃借料 14

計 14 計 0

C.(株）リコー G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 研究用事務機器保守管理料 1.2

計 1.2 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

0.23

0.26

10

研究用システム賃借料 14

4

6

Ｅｌｓｅｖｉｅｒ　Ｂ．Ｖ． Webコンテンツ利用料

5

3

4

随意契約

日本電子計算機（株）

医中誌Ｗｅｂの利用料

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

エダンズ　グループ　ジャパン
（株）

英文校正に係る経費 0.014

落札率

92.80%

落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

2 (株）紀伊國屋書店

8

9

7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 (株）リコー 研究用事務機器保守管理料 1.2 随意契約

2 SCSK(株） 研究用消耗品の購入費 0.65 随意契約

3 (株）伊藤サプライ 研究用備品の購入費 0.17 随意契約

4 リコーリース（株） 研究用備品の賃貸借料 0.035 随意契約

5 （株）薬事日報社 研究用書籍の購入費 0.035 随意契約

6

7

8

9

10



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計 13 9.6

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

電子計算機等借料 10 5.9

0.08 0.1

試験研究費 3 3.3

委員等旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.3 0.3

-

(100) (100) (100)

単位当たり
コスト

- 算出根拠
評価書作成や翻訳には多くの背景資料・情報の収集、調査、評価、解析
が必要となるが、単位（文書数）あたりの必要経費は異なっており、単純
な平均値から費用対効果を測ることは適当ではない。

作成あるいは翻訳した化学物質安全性評価関連の文書
数

活動実績

（当初見込
み）

文書数

約100
(約500ページ）

約100
(約500ページ）

約100
(約500ページ）

100%

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（毎年度）

ホームページの化学物質関連サイト（ＩＣＳC等）への年
間アクセス数

成果実績 ％ 約20万件 約20万件 約20万件 約20万件

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 100% 100%

執行率（％） 93% 73% 64%

執行額 14 11 9

15 15 14 13 9.6

13 9.6

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 15 15 14

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

 行政担当者、企業担当者、研究者及び一般市民に対し、化学物質の安全性に関する質の高い情報を提供する。
① IPCSの化学物質安全性評価に関する英語文書原案の作成及びそのための情報の収集・調査及び解析・評価を行う。② IPCS文書の日
本語版作成とホームページ(HP)での提供を行う。③ 欧米の主要機関作成の化学物質評価文書の日本語版作成とHPでの提供を行う。④
OECDテストガイドラインの日本語版作成とＨＰでの提供を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

  化学物質の安全管理に資するために、WHOの事業の1つである国際化学物質安全性計画(IPCS)事業に日本の担当機関として、国際化学
物質安全性カード（ICSC)をはじめとするIPCS文書作成により国際協力を推進するとともに、欧米の有益な化学物質安全性評価情報を日本
語に翻訳し、ホームページを通して広く国民に提供することを目的とする。

平成8年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 857

研究情報基盤整備費
（情報を基盤とする化学物質安全性国際協力事業）

担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



化学物質関連ホームページのアクセス数は年間約20万
件を数え、専門家による信頼性の高い文書として、企業
関係者をはじめ広く国民に利用されており、国費を投入
する必要がある。

WHOの事業の1つである国際化学物質安全性計画
(IPCS)事業に、日本の担当機関として協力する事業であ
ることから、国において実施することが適当である。

化学物質の安全性に関する適正な情報の提供は、化学
物質安全管理施策の有効な手段であり、優先度が高
い。

少額随意契約の対象金額を超える案件については、一
部システム賃貸借について動作環境の互換性を維持す
る必要から随意契約を締結したが、特殊な要因のない
案件については一般競争入札を実施し、競争性を確保
した。また、随意契約の場合であっても複数者から見積
を徴収し、最廉価格の者と契約を締結した。

-

-

-

真に必要な経費のみ支出している。

機器の選定等に時間を要したことから、当初予定してい
た機器のリースを見送ったため不用が生じた。

事業目的達成のために効率的な方法で実施しており、ま
た毎年度成果も着実にあげていることから、他の手段と
比較して、実効性は高いと考えられる。

評価書の作成・翻訳等の実績は約500ページで、見込み
に見合ったものとなっている。

国連勧告の化学物質の分類と表示に関する調和システ
ム（GHS)や欧州の化学物質規制システム（REACH)に対
応するため、評価文書及びその日本語版は、多くの企業
等に利用されている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・ＨＰへのアクセス数は年間約２０万件を数え、関係者や国民から信頼性の高い重要な情報源として需要が大きいため、引き続き現在の水準を維持して
いく必要がある。
・執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、医薬品食品、化学物質の研究のための研究情報基盤の整備に要する経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価
も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

587 534平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

平成24年平成23年

備考

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

○

○

○

-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

473

-

--

○

評価に関する説明



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 

９百万円 

A.民間企業（２社） 

１．２百万円 

【随意契約】 

B.民間企業（２社） 

５百万円 

C.個人（９者） 

０．３百万円 

【随意契約】 

D.事務費 

２．５百万円 

備品及び消耗品購入費

研究用施設設備工事 研究用システム賃借料 研究協力者謝金等 



計 1.3 計 0

試験研究費 研究用事務備品賃貸借料 1.3

D.NTTファイナンス（株） H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 0

試験研究費 研究用システム賃貸借料 3

B.日立キャピタル（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途
金　額

(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 NTTファイナンス（株） 研究用事務機器賃貸借料 1.3 随意契約

2 （株）伊藤サプライ 研究用備品及び消耗品購入料 0.4 随意契約

3 （株）有隣堂 研究用図書購入料 0.27 4 94.77%

4 （株）エンターオン 研究用事務備品購入料 0.16 随意契約

5 （財）国際医学情報センター Webコンテンツ利用料 0.12 随意契約

6 ユサコ（株） 研究用消耗品購入料 0.11 4 97.69%

7 （株）一和堂 研究用備品購入料 0.08 随意契約

8

10

9

10

9 個人I 会議出席旅費 0.002

8 個人H 会議出席旅費 0.002

7 個人G 会議出席旅費 0.002

6 個人F 会議出席旅費 0.002

5 個人E 会議出席旅費 0.002

4 個人D 会議出席旅費 0.003

3 個人C 会議出席旅費 0.003

2 個人B 会議出席旅費 0.03

1 個人A 研究協力謝金 0.26

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 （株）テクノミック

8

9

7

6

7

8

9

10

1

1

2

3

4

5

落札率

落札率

信東建設（株） 遮光フィルム取り付け等工事 0.5 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

日本空調サービス（株） 研究用施設エアコン更新工事等 0.7 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

研究用システム賃貸借料

随意契約

3

4

日立キャピタル（株）

5

6

研究用システム賃貸借料 3

随意契約

10

1.5



事業番号 858

化学物質による緊急の危害対策を支援する
知識情報基盤事業費

担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成13年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

  大規模な化学物質事故や化学物質テロに対応するため、有害化学物質のヒト健康影響に関する情報を収集・分析し、効率的な情報発信
及び検索システムを構築することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　化学物質に起因する緊急危害対応に必要な情報の収集・蓄積・評価を行い、これらの情報を緊急時の化学物質安全性に関わる全ての関
係者（医療・公衆衛生関係者、行政担当者、企業担当者）が必要な時に迅速かつ容易に活用できるようホームページで提供する。
①有毒物質の毒性、物性、被害事例等に関する国内外の情報の収集・調査を行う。②米国AEGL(急性暴露ガイドライン濃度)情報の翻訳・編
集・蓄積と効率的活用法に関する研究を行う。③毒物劇物取締法データベース等のデータ更新及び管理を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 9 9 9 8 8

補正予算

繰越し等

9 9 9 8 8

執行額 9 9 9

執行率（％） 100% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 100% 100%

24年度
目標値

（25年度）

ホームページの毒劇物関連サイトへの年間アクセス数

成果実績 アクセス数 約10万件 約10万件 約10万件 約10万件

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

新規評
価文書

数
（総ペー
ジ数）

8(約800ページ）8(約800ページ）8(約800ページ）

100%

-

(8) (8) (8) (8)

単位当たり
コスト

- 算出根拠
化学物質の毒劇物妥当性評価には多くの背景資料・情報を収集、調査、
評価、解析する必要があるが、単位（文書数）あたりの必要経費は異なっ
ており、単純な平均値から費用対効果を測ることは適当ではない。

毒劇物の新規評価物質の評価文書の作成。また、毒劇
物約500項目以上のデータベースの更新

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 8 8

8 8

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計



-

--

○

評価に関する説明
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-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

○

○

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

平成24年平成23年

備考

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

588 535平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

本事業は、医薬品食品、化学物質の研究に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き
続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・ＨＰへのアクセス数は年間約１０万件を数え、関係者（医療・公衆衛生関係者、行政担当者、企業担当者）から信頼性の高い重要な情報源として需要が
大きいため、引き続き現在の水準を維持していく必要がある。
・執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果

-

事業目的達成のために効率的な方法で実施しており、ま
た毎年度成果も着実にあげていることから、他の手段と
比較して、実効性は高いと考えられる。

毒劇物の新規評価物質の評価文書数の実績は約800
ページで、見込に見合ったものとなっている。

毒劇物ホームページへは年間10万件のアクセスがあり、
関係者（医療・公衆衛生関係者、行政担当者、企業担当
者）に広く活用されている。

ホームページへのアクセス数は年間約10万件を数え、専
門家による信頼性の高い文書として、企業関係者をはじ
め、広く一般に利用されている。

毒劇物は、毒劇物取締法により指定されるため、その評
価には独立性・中立性が必要とされることから、国の機
関が行うべき事業である。

大規模な化学物質事故や化学物質テロに対応する等の
ための事業であり優先度が高い。

少額随意契約の対象金額を超える案件については、一
般競争入札を実施し、競争性を確保した。また、随意契
約の場合であっても複数者から見積を徴収し、最廉価格
の者と契約を締結した。

-

-

-

真に必要な経費のみに支出している。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 
９百万円 

A.WDB（株） 

１．２百万円 

B.民間企業（２社） 

３．７百万円 

C.事務費 

４百万円 

研究及び事務補助のための
人材派遣 

翻訳業務 

Webコンテンツ利用料、賃

金、消耗品及び備品購入

【一般競争入札】 【随意契約】 



使　途
金　額

(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.WDB（株） E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

試験研究費
研究及び事務補助業務に係る人材派遣
業務

1.2

計 1.2 計 0

B.（株）メディア総合研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 翻訳業務 2.8

計 2.8 計 0

C.一般社団法人　化学情報協会 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 Webコンテンツ利用料 1.6

計 1.6 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

0.84

10

翻訳（英文和訳）業務に係る経費 2.8

随意契約

6

5

3

4

（株）メディア総合研究所

翻訳（英文和訳）業務に係る経費

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

WDB（株） 研究及び事務補助業務に係る人材派遣 1.2 5

落札率

73.78%

落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

2 （株）ホンヤク社

8

9

7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 一般社団法人　化学情報協会 webコンテンツ利用料 1.6 随意契約

2 非常勤職員 研究及び事務補助業務に係る賃金 1.1

3 （株）伊藤サプライ 研究用備品及び消耗品購入料 0.57 随意契約

4 東日本電信電話 研究事業に係る電話通信費 0.23

5 （社）日本化学会 研究用図書購入費 0.14 随意契約

6 富士ゼロックス（株） 研究用複合機保守管理料 0.13 1 39.29%

7 アカデミア洋書（株） 研究用図書購入費 0.1 随意契約

8 東京センチュリーリース（株） 研究用複合機賃貸借料 0.06 随意契約

9

10



事業番号 859

国立医薬品食品衛生研究所競争的研究事務経費 担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成13年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国立医薬品食品衛生研究所の研究者に交付された競争的研究費（厚生労働科学研究費補助金及び文部科学省科学研究費補助金等）に
ついて、経理事務や利益相反の適正な管理を研究機関が行うことにより、適正な執行及び公的研究である厚生労働科学研究の公正性・信
頼性を確保することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　国立医薬品食品衛生研究所の研究者に交付された競争的研究費について、
①研究者個人に代わって、研究機関が経理事務を行う。
②研究機関に利益相反委員会を設置し、利害関係が想定される企業との関わりについて適正に管理を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 57 50 54 54 66

補正予算

繰越し等

57 50 54 54 66

執行額 56 50 54

執行率（％） 98% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

24年度
目標値

（28年度）

競争的研究資金に係る機関経理事務等を行うための経
費であるため、定量的な成果目標を設定することはでき
ない。

成果実績 ％ - - - -

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

-

61 63 68

-

64

61 (63) (68) (    　－     )

単位当たり
コスト

794,118（円／　補助金の事務取扱件数） 算出根拠
①執行額54百万円
②平成24年度補助金の事務取扱件数68件
執行額÷取扱件数＝794,118円

厚生労働科学研究費補助金の事務取扱件数

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.26 0.30

0.08 0.08

庁費 0.04 0.04

委員等旅費

試験研究費 53.89 65.95

54 66

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計
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-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

○

-

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

－

平成24年平成23年

備考

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

589 536平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

本事業は、競争的研究費の経理事務費に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き
続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。
・平成２４年度は６８件の補助金等に対する機関経理事務を行ったところである。

評　価項　　目

点
検
結
果

国民の健康安全等のための研究を適正に行うための経
理事務であり国民のニーズは高く、国費を投入する必要
がある。

国の施設である国立医薬品食品衛生研究所の経理事
務を行うので国で行うことが適正である。

国民の健康安全等のための研究を適正に行うための経
理事務であり優先度の高い事業である。

少額随意契約の対象金額を超える案件については、一
般競争入札を実施し、競争性を確保した。また、随意契
約の場合であっても複数者から見積を徴収し、最廉価格
の者と契約を締結した。

-

-

-

-

真に必要な経費のみ支出している。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 
５４百万円 

A.個人（１３者） 

０．４百万円 

B.（株）キャリア 

０．８５百万円 

C.事務費 

５３百万円 

委員会出席者金及び旅費 事務補助等のための人材派遣 

【一般競争入札】 

賃金、研究用事務備品賃
貸借料、消耗品購入費等 



使　途
金　額

(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C.非常勤職員 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 事務補助等の業務に係る賃金 51

計 51 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

4 郵便事業（株） 郵送料 0.3

（株）伊藤サプライ 消耗品購入費 0.5 随意契約

0.3

2 富士ゼロックス（株） 複合機の賃貸借料及び保守料 0.66 随意契約

1 非常勤職員

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

事務補助等の業務に係る人材派遣 0.85

6

5

3

4

（株）キャリア 3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

個人A 会議出席謝金及び旅費 0.04

個人B 会議出席謝金及び旅費 0.03

個人C 会議出席謝金及び旅費 0.02

個人D 会議出席謝金及び旅費 0.02

個人E 会議出席謝金及び旅費 0.02

個人F 会議出席謝金及び旅費 0.02

個人G 会議出席謝金及び旅費 0.02

会議出席謝金及び旅費 0.02

個人I 会議出席謝金及び旅費 0.01

落札率

個人H

会議出席謝金及び旅費 0.01

落札率

41.69%

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

2

個人J

8

9

7

事務補助等の業務に係る賃金

6
（財）平和協会　駒沢診療所
駒沢健康管理センター

非常勤職員の婦人科検診に係る健康診断料等 0.04

5 みずほ銀行 取引照会サービス利用料等

51

3

随意契約

7 医療法人社団康生会 非常勤職員の一般・特別定期健康診断 0.03 4 77.87%

8

9

10



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計 28 28

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

28 28試験研究費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

職員旅費 0.17 0.17

－

(26) (26) (26) (26)

単位当たり
コスト

－ 算出根拠
収集・提供する情報の量や内容は国内外のアウトブレイクの発生等に左
右され、単位（報）あたりの必要経費は異なっていることから、単純な平
均値から費用対効果を測ることは適当ではない。

「食品安全情報」の隔週、年26報（約1200ページ）の発行
とWebへの掲載

活動実績

（当初見込
み）

報

26(1200ページ）26(1200ページ）26(1200ページ）

100

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（毎年度）

Webページでの情報提供（トップページと「食品安全情
報」）へのアクセス数

成果実績
アクセス
数

約30万件 約30万件 約30万件 約30万件

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 100 100

執行率（％） 100% 100% 100%

31 30 30 28 28

執行額 31 30 30

繰越し等

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 31 30 30 28 28

補正予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　食品の安全性に関する国際機関や各国機関の最新情報、アラート情報、規制情報、評価情報などの科学的情報を専門家の立場から調
査・分析し、厚生労働省担当部局、農林水産省、食品安全委員会等の関係機関や一般に提供することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　①食品の安全に関わる行政機関、リスク評価機関、地方衛生研究所等の関係者及び一般国民に対し、食品の安全確保のため、食品関連
情報の収集・調査・分析を行い関係機関や一般に情報提供する。②食品中の微生物や化学物質に関する国際機関や各国担当機関の最新
情報や評価情報、文献情報等を要約した『食品安全情報』の発行により情報提供し、新たに生じた重要課題についても詳細な調査及び分
析・評価（随時）を行う。③日本にも影響を及ぼす可能性がある国際的事案や緊急対応が求められる可能性がある事案に関しては、適宜詳
細な調査を行い各関係部局をはじめ、一般にもホームページ等から情報発信を行っている。④食品添加物及び農薬・動物用医薬品のADI
データベースのデータ更新を行う。以上の情報を「食品の安全性に関する情報」ホームページから一般に情報提供している。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-
関係する計画、

通知等
-

作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成20年度 担当課室 総務部　会計課　 岡村　真一

事業名

事業番号 860

食品の安全性に関する情報の科学的・体系的収集、
解析、評価及び提供に係る研究事業費

担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所



引き続き適正執行に努めること。（長崎、井出）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

・「食品安全情報」ＨＰへのアクセス数は年間約３０万件を数え、関係者や国民から信頼性の高い重要な情報源として需要が大きいため、引き続き現在の
水準を維持していく必要がある。
・執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、医薬品食品、化学物質の研究に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き
続き効率的な執行に努めるべき。

-

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

590 537平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

-

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

平成24年平成23年

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

○

備考

-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

ホームページへのアクセス数は年間約30万件あり、国立
研究所の専門家による信頼できる食品安全性情報提供
サイトとして、広く一般に利用されている。

△

476

-

-

--

○

真に必要な経費のみ支出している。

-

事業目的達成のために効率的な方法で実施しており、ま
た毎年度成果も着実にあげていることから、他の手段と
比較して、実効性は高いと考えられる。

「食品安全情報」の発行実績は年26報（約1200ページ）
で、見込に見合ったものとなっている。

食品安全情報は、関係機関及び国民に広く活用されて
いる。

国民の健康被害防止に資することを目的に行う事業であ
るため、国において実施することが適当である。

海外の食品関連情報の収集や蓄積は国際流通がます
ます盛んになる時代の国民の健康と福祉を守るための
優先度は高い

食品安全情報データベースシステム賃貸借について、動
作環境の互換性を維持する必要から随意契約を締結し
た。なお、賃貸借期間が終了する７月以降の契約につい
ては一般競争入札を実施し、競争性を確保した。なお、
随意契約の案件は複数者から見積を徴収し、最廉価格
の者と契約を締結した。

-

-



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 
３０百万円 

A.NTTファイナンス(株) 
１１．６百万円 

B.民間企業（２社） 

０．６百万円 

C.事務費 
１７．８百万円 

研究用システム賃貸借料 翻訳及び文献複写 

賃金、研究用図書購入費
【随意契約】 【随意契約】 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 9 計 0

試験研究費 研究及び事務補助に係る賃金 9

C.非常勤職員 G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 11.6 計 0

試験研究費 研究用データベース賃貸借料 11.6

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

A.NTTファイナンス（株） E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

10

9

8

7 （独）国立印刷局財務部 印刷製本費 0.2

6 （株）一和堂 研究用備品購入費 0.5 随意契約

5 （株）カラサワ 研究用事務消耗品購入料 0.5 随意契約

4 （株）伊藤サプライ 研究用事務備品及び消耗品購入料 1.3 随意契約

3 一般社団法人　化学情報協会 Webコンテンツ利用料 1.3 随意契約

2 （株）有隣堂 研究用外国図書購入費 2.6 4 94.77%

1 非常勤職員 研究及び事務補助に係る賃金 9

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 （株）メディア総合研究所

8

9

7

6

7

8

9

10

1

1

2

3

4

5

落札率

落札率支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

NTTファイナンス（株） 研究用システム賃貸借料 11.6 随意契約

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

（株）サンメディア

随意契約

5

3

4

6

文献複写に係る経費 0.34

0.25翻訳（韓国語和訳）に係る経費

10



事業番号 861

医薬品の安全性に関する情報の科学的・体系的収集，
解析，評価及び提供に係る研究事業費

担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成20年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

  血液製剤によるHIV感染などを教訓とし、海外の重要な医薬品安全性情報について専門家が収集、分析、評価を行い、厚生労働省等の
関連部署及び一般国民に対し、信頼できる最新情報として迅速に分かりやすく提供することにより、健康被害防止や安全性確保に資するこ
とを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

  厚生労働省医薬品局安全対策課・審査管理課、医薬品医療機器総合機構、国立病院、一般の医師・薬剤師、一般国民に対し、①米国
FDA、欧州EMA、WHOなどの公的機関や、国際的な主要医学雑誌N Engl J Med，JAMA，Lancetなどから、最新情報を収集、分析、評価し、
重要なものについて日本語で隔週、E-mailで情報提供し、ホームページ(HP)にも掲載する。②新たに生じた医薬品関連の課題（新型インフ
ルエンザ流行時の抗ウイルス薬の緊急時使用、海外での医薬品のリスク最小化策の先行例など）に関し、海外公的機関の対策について情
報提供やHPへの掲載を行う。③医薬品安全性の情報検索に有用なデータベースの構築を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 28 28 27 26 26

補正予算

繰越し等

28 28 27 26 26

執行額 28 28 26

執行率（％） 100% 100% 97.9%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 100 144

24年度
目標値

（25年度）

ホームページへの年間アクセス件数

成果実績
アクセス

数
約25万件 約37万件 約50万件 約50万件

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

号

26号（総頁数
約600）

26号（総頁数
約600）

26号（総頁数
約600）

200

-

(26) (26) (26) (26)

単位当たり
コスト

－ 算出根拠
情報の収集、調査、評価、解析に要するコストは、単位（号）毎に異なっ
ていることから、単純な平均値から費用対効果を測ることは適当ではな
い。

「医薬品安全性情報」を隔週で年間26号発行。総頁数約
600頁を目標とする

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.9 0.9

0.8 0.8

試験研究費 24 24

職員旅費

26 26

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計



真に必要な経費のみ支出している。

-

事業目的達成のために効率的な方法で実施しており、ま
た毎年度成果も着実にあげていることから、他の手段と
比較して、実効性は高いと考えられる。

「医薬品安全性情報」の発行実績は年26号（約600ペー
ジ）で、見込に見合ったものとなっている。

医薬品安全性情報は、関係機関及び国民に広く活用さ
れている。

国民の健康被害防止に資することを目的に行う事業で
あるため、国において実施することが適当である。

海外の重要な医薬品安全性情報を専門家が収集、分
析、評価し、信頼できる最新情報として提供することによ
り、健康被害防止や安全性確保に資することを目的とし
ており優先度が高いと考える。

医薬品安全情報システム賃貸借について、動作環境の
互換性を維持する必要から随意契約を締結した。賃貸
借期間が終了する７月以降の契約については一般競争
入札を実施し、競争性を確保した。なお、随意契約の案
件は複数者から見積を徴収し、最廉価格の者と契約を
締結した。

-

-

-

-

--

○

ホームページへのアクセス数は年間約50万件あり、国
立研究所の専門家による信頼できる医薬品安全性情報
提供サイトとして、広く国民に利用されている。

△

477

備考

-
所管府省・部局名

-

-

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

○

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

平成24年平成23年

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

591 538平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

本事業は、医薬品食品、化学物質の研究に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引
き続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・「医薬品安全性情報」は、事業開始以来一度も中断することなく定期的に情報提供を行ってきた結果、ＨＰに掲載している各pdfへのアクセス総数は年
間約50万件となった。信頼性の高い重要な情報源として、関係者や国民からの需要が大きいため、引き続き現在の水準を維持していく必要がある。
・執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 

２６百万円 

A.WDB(株) 

７百万円 B.三井住友ファイナンス＆リース 

９百万円 

C.個人（２者） 

０．６百万円 

D.事務費 

９百万円 

研究用図書、備品、消耗

品等購入費、職員旅費等 

研究及び事務補助のた

めの人材派遣 
研究用システムの賃貸借料 

研究協力謝金 

【一般競争入札】 【随意契約】 



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.WDB(株) E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 研究及び事務補助に係る人材派遣 7

計 7 計 0

B.三井住友ファイナンス＆リース（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 研究用システム賃貸借料 9

計 9 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D.（株）有隣堂 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

試験研究費 外国図書購入費 2

計 2 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

10

研究用データベース賃貸借料 9

6

5

3

4

三井住友ファイナンス＆リース
（株）

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

ＷＤＢ（株） 研究及び事務補助業務に係る人材派遣 7 5

落札率

73.78%

落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1

2

8

9

7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人A 医薬品安全性情報文献調査謝金 0.4

2 個人B 医薬品安全性情報文献調査謝金 0.16

3

4

5

6

7

8

9

10

10 (株)ビーアイシー 邦訳業務に係る経費 0,3 随意契約

9 職員B 国内外出張旅費 0.3

8 職員A 国内外出張旅費 0.3

7 ユサコ（株） 研究用外国図書購入費 0.39 4 97.69%

6 （株）紀伊國屋書店 研究用外国図書購入費 0.5 4 92.80%

5 （株）一和堂 研究用事務備品購入費 1 随意契約

4 ナカバヤシ（株） 印刷製本費等 1 随意契約

3 非常勤職員 研究及び事務補助業務に係る賃金 1

2 （株）伊藤サプライ 研究用事務備品購入費 1.2 随意契約

1 （株）有隣堂 研究用外国図書購入費 2 4 94.77%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート

計 110 181.4

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

試験研究費 108 176.8 「新しい日本のための優先課題推進枠」40

0.4 0.9

委員等旅費 0.8 0.8

職員旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.6 2.8

-

9 (9) (9) (8)

単位当たり
コスト

- 算出根拠
各研究課題毎に研究に必要な経費は異なっており、単純に１課題あたり
の平均額から費用対効果を測ることは適当ではない。

研究課題数

活動実績

（当初見込
み）

課題数

9 9 9

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（28年度）

各研究課題の実施を通して、国民生活の安全を確保す
ることが目的であるため、定量的な成果目標を設定する
ことはできない。

成果実績 - - - -

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

執行率（％） 99% 100% 100%

執行額 177 175 171

179 175 171 110 181

110 181

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 179 175 171

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　平成２４年度は、①高機能性製剤の開発、承認審査の促進のための研究②医薬品による重篤な有害事象の発現に関連するバイオマー
カーの研究③毒性オミクスの大規模高精度データを遅滞なく行政・国民へ還元・有効利用するための整備研究④健康食品等による健康被
害防止に必要な標準物質（標品）の整備と分析に関する研究⑤国際的動向に対応する新規安全性試験法およびその評価手法の開発⑥ナ
ノマテリアルの潜在的慢性健康影響の評価手法確立に関する研究⑦食品中のウイルスの高感度迅速試験法およびマネジメント手法の標準
化に関する研究⑧新世代ポストゲノム創薬による革新的医薬品の品質安全性評価技術の構築⑨遺伝毒性試験・発がん性試験を統合する
包括的試験法の開発に関する基盤的研究、について実施したところである。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-
関係する計画、

通知等
-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　国民生活を取り巻く医薬品、食品、その他生活環境中に存在する化学物質について、その品質、安全性及び有効性を正しく評価するため
の試験・研究・調査を行うことにより、健康に対する被害を防止し、国民生活の安全を確保することを目的とする。

平成18年度 担当課室 総務部　会計課 岡村　真一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 862

健康安全確保のための研究費 担当部局庁 国立医薬品食品衛生研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



-

真に必要な経費のみ支出している。

-

事業目的達成のために効率的な方法で実施しており、ま
た毎年度成果も着実にあげていることから、他の手段と
比較して、実効性は高いと考えられる。

24年度の研究課題数は9課題で実績は見込に見合った
ものとなっている。

研究成果は国による基準等策定の科学的根拠として活
用され、国民の健康安全の確保に寄与している。

国民の健康安全を確保するために必要な研究であり、国
民のニーズが高く、国費を投入する必要がある。

国民の健康被害を防止し、国民生活の安全を確保する
ことを目的に行う事業であるため、国において実施する
ことが適当である。

医薬品、食品、その他生活環境中に存在する化学物質
について、安全性等を正しく評価するための試験等を行
うことにより、健康に対する被害を防止し、国民生活の安
全を確保することを目的とするため優先度が高い。

研究機器の賃貸借について、動作環境の互換性を維持
する必要から当該業者以外には行うことができないた
め、随意契約を締結した。なお、賃貸借期間終了後、新
規の機器をリースする場合には、一般競争入札等を実
施し、競争性を確保する。なお、随意契約の案件は複数
者から見積を徴収し、最廉価格の者と契約を締結した。

-

-

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・各研究課題について、「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」に基づき、所内研究開発課題評価委員会にて研究課題の評価を行うことで、研
究の効果的な実施に努めており、平成２４年度は９課題について実施したところ。
・また、執行管理表により支出先及び使途等について管理を行い、経費の適切な執行に努めている。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、医薬品食品、化学物質の研究に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き
続き効率的な執行に努めるべき。

-

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

592 539平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

○

－

平成24年平成23年

○

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

外部有識者の所見

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

-

-

備考

所管府省・部局名

-

-

478

-

--

○

△



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立医薬品食品衛生研究所 
１７１百万円 

A.民間企業（３社） 
２０百万円 

【一般競争入札】 

B.民間企業（１１社） 
１９百万円 

【一般競争入札及び随意契約】 

研究及び事務補助業務に係る人材派

遣 

研究用図書購入費 

E.事務費 

１０５百万円 

C.民間企業（１０社） 
２４百万円 

研究用システム賃借料、保守料

等 

【一般競争入札及び随意契約】 

D.個人（２０１者） 
２．３百万円 

研究協力者金、委員会出席者金等 

賃金、研究用備品及び消耗
品購入費、放射線検査費等 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 13 計 0

試験研究費 研究用システム賃借料 13

C.ＮＴＴファイナンス（株） G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 5 計 0

使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

試験研究費 研究用外国図書購入費 5

計 15.5 計 29

15.5 試験研究費 研究及び事務補助業務に係る賃金 29

A.WDB(株) E.非常勤職員

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目
金　額
(百万円）

試験研究費 研究及び事務補助業務に係る人材派遣

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

使　途

B.丸善(株) F.

費　目



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人A 研究協力謝金 0.08

2 個人B 会議出席謝金 0.06

3 個人C 会議出席謝金 0.06

4 個人D 会議出席謝金 0.05

5 個人E 会議出席謝金 0.05

6 個人F 会議出席謝金 0.04

7 個人G 研究協力謝金 0.04

8 個人H 会議出席謝金 0.03

9 個人I 会議出席謝金 0.02

10 個人J 会議出席謝金 0.02

10 日本電子(株) 研究用備品メンテナンス料 0.06 随意契約

9 (株)朝日テーアイエス 研究用備品賃貸借料 0.06 随意契約

8 三菱化学メディエンス(株) 研究用備品賃貸借料 0.5 随意契約

7 (株)帝国理化 研究用システム賃借料 0.5 随意契約

6 島津サイエンス東日本(株) 研究用備品メンテナンス料等 0.8 随意契約

5 (株)スタージェン 研究用備品賃貸借料 1 随意契約

4 昭和リース(株) 研究用備品賃貸借料 1 2 88.57%

3 日立キャピタル(株) 研究用備品賃貸借料 3 随意契約

2 (株)バイオテック・ラボ 研究用備品保守・点検・修理料 3 随意契約

1 ＮＴＴファイナンス（株） 研究用システム賃借料 13 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 (株)有隣堂

8

9 (株)じほう

7 (株)日経ビービー

6

7

8

9

10

1

1

2

3

4

5

落札率

93.48%

97.69%

92.80%

81.49%

65.27%

94.77%

落札率

73.78%

アドバンテック(株) 研究及び事務補助業務に係る人材派遣 3 1

(株)リクルートスタッフィング 研究及び事務補助業務に係る人材派遣 0.85 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

WDB(株) 研究及び事務補助業務に係る人材派遣 15.5 5

入札者数

研究用図書購入費

4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

丸善(株)

研究用外国図書購入費 3.2 4

5 (株)紀伊國屋書店

3

4

随意契約

6 一般社団法人　化学情報協会 Webコンテンツ利用料

Ｅｌｓｅｖｉｅｒ　Ｂ．Ｖ． Webコンテンツ利用料

研究用外国図書購入費

研究用外国図書購入費 5

0.2 随意契約

10 新日本法規(株) 研究用図書購入費 0.2 随意契約

研究用図書購入費

研究用図書購入費

随意契約アカデミア洋書(株) 研究用外国図書購入費 0.11

3.8

4 4

ユサコ(株)

随意契約

随意契約

0.3

0.4

2 4



Ｅ.

10 (株)チヨダサイエンス 研究用備品購入費 1.9 随意契約

9 (株)一和堂 研究用事務備品等購入費 2.1 随意契約

8 (株)伊藤サプライ 研究用事務備品等購入費 2.6 随意契約

7 日本分光(株) 研究用備品購入費等 2.8 随意契約

6 (株)池田理化 研究用備品購入費等 3.7 随意契約

5 岩井化学薬品(株) 研究用消耗品購入費等 5.7 随意契約

4 尾崎理化(株) 研究用消耗品購入費等 6.7 随意契約

3 (株)千代田テクノル 放射線管理業務等に係る経費 7 1 86.38%

2 (株)バイオテック・ラボ 研究用備品購入費 8.7 随意契約

1 非常勤職員 研究及び事務補助業務に係る賃金 29.4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



前年度に実施した短期研修について、毎年
その１／３程度について、フォローアップ調
査を実施し、受講者理解度や有益度、受講
者が派遣元で研修成果を存分に発揮してい
るかなど派遣元側の有益度について、その
90％を指標としている。

研修受講者に
対する有益度の
調査

研修派遣元に
対する有益度の
調査

達成度

成果実績

88 99

90 88 94 90

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

計 21.4 35.4

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

外国人招へい旅費 0.4 0.4

庁費 1.1 1.1

試験研究費 9.9 13.8 「新しい日本のための優先課題推進枠」13.292

0.3 4.2 新規要求に伴う増

委員等旅費 3.6 5.3 新規要求に伴う増

職員旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 6.1 10.6 謝金単価の増額に伴う増、新規要求に伴う増

―

(    1,305    ) (    1,135    ) (    1,115    ) (    1,122    )

単位当たり
コスト

（14,312円／受講者） 算出根拠
平成24年度短期研修経費
         19,379千円／1,354人=執行額／受講者数

短期研修での受講者総数を指標としている。
〔募集定員〕

　平成22年度　30コース　　1305人
　平成23年度　28コース　　1,295人
　平成24年度　30コース　　1,115人

活動実績

（当初見込
み）

人

1,547 1,535 1,354

100達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

成果実績 81 79 89 90

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 100 98

％ 90

執行率（％） 79% 85% 79%

執行額 22 22 19

28 26 24 21 35

21 35

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 28 26 24

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

保健医療、生活衛生及びこれらに関連する社会福祉の分野の関係業務に従事している者に対して、地域医療連携マネジメント研修、水道工
学研修、ウイルス研修、児童虐待防止研修など３０コースで各分野の最新の知識、技術等の研修を実施する。（平成24年度）

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

　国立保健医療科学院教育訓練規程
（第6条）（厚生労働省訓練第38号）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

保健医療、生活衛生及びこれらに関連する社会福祉の分野の関係業務に従事している者に対して、業務に関する最新の知識、技術等を授
けることを目的としてる。

平成14年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 863

短期研修事業 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

0.10.1招へい外国人滞在費



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

執行率を勘案し予算額への減額反映が必要。（長崎、井出）

  平成20年度から開始したフォローアップ調査では、全体的な回答傾向は研修ごとにそれほど大きな差はなく、研修受講者に対する有益度の調査で有益
と答えた割合がほぼ目標値となっており、研修派遣元に対する有益度の調査では目標値を超えている。
　今後の要望等のコメントについては研修による差が大きく、各研修の担当者が結果を精査して翌年度以降の研修内容・体制にフィードバックする形で役
立てていく。
   また、国立保健医療科学院で実施すべき研修であるか否かについては、常に検討しており、適宜見直しを行っていく。
   なお、発注などの契約手続きについては、見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っている。

評　価項　　目

点
検
結
果

執
行
等
改
善

本事業は、保健医療、生活衛生及びこれらに関連する社会福祉の分野の関係業務に従事している者に対する研修に要する経費であるが、
毎年度恒常的に不用が生じており、執行状況を精査し、必要な予算に努めること。

平成24年度の執行状況を踏まえ、平成25年度予算において必要な減額を行ったところであり、より専門性の高い講師の確保に努めるなど、諸
謝金、委員等旅費の執行に注意を払っていきたい。

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 ０５９３ ０５４０

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
改
善

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

-

○

○

-

○

△

○

○

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

地方自治体等において保健医療福祉業務に携わる職員に対して研修を行
い、資質の向上を図ることにより国民のニーズに応えており、他で行っていな
い研修である。

×

０４７９

-

事業の適切な遂行について、必要なものに限定している。

謝金等の受け取りを辞退する者がいたため。

各研修について修了時アンケートの満足度、理解度等により次回の研修に反
映させているためより効果的な研修となっている。

ニーズに合っていない研修は見直しを行い、常に資質の向上を目指した研修
となっているため見込まれた実績である。

研修を受講した者が自治体等において研修成果を生かし指導にあ
たっている。

地方自治体等では実施が困難な専門的かつ高度な研修を実施している。

ニーズに合っていない研修は見直しを行い、常に資質の向上を目指した研修
となっている。

100万円未満の役務のため少額随意契約とした。

必要に応じ実費負担を求めている。

経費の見直しを行い、単位当たりコストの低減に努めている。



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【 随意契約 】 

 

A.民間企業(9件） 
1.7百万円 

研修用機材貸出等 

【振替】 

 

B.国立感染症研究所 
4.3百万円 

感染症対策研修経費 

                         

 

国立保健医療科学院 

19百万円 
 

養成訓練に必要な経費 

【 随意契約 】 

 

D.民間企業(2件） 
0.3百万円 

研修用教材作成等 

 

C.事務費 
13.3百万円 

【 随意契約 】 

諸謝金・委員等旅費・外国人
招へい旅費・備品・消耗品 

 

E.事務費 
4百万円 

【 随意契約 】 

人件費・備品・消耗品 



計 0 計 0

100万円以上の支出先無し

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.01 計 0

物品購入 和書等 1.01

C.（株）紀伊国屋書店 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4.35 計 0

雑役務費 複写機保守等 0.27

人件費 賃金 1.11

物品購入 検査機器及び検査用消耗品等 2.97

B.国立感染症研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 1.11

人件費 賃金 1.11

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A. E.非常勤職員

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

100万円以上の支出先無し

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

10 堀内電機株式会社 事務用機器購入 0.05 随意契約

9 （株）アベバイオロジカルリサーチ 検査用消耗品購入 0.08 随意契約

8 株式会社バイオシス 検査用消耗品購入 0.12 随意契約

7 北里メディカルサービス（株） 検査用消耗品購入 0.14 随意契約

6 岩井化学薬品株式会社 検査用消耗品購入 0.23 随意契約

5 株式会社ニード ＯＡ機器購入 0.29 随意契約

4 （株）池田理化 検査機器購入 0.51 随意契約

3 株式会社チヨダサイエンス 検査機器等購入 0.56 随意契約

2 アズサイエンス株式会社 検査用消耗品購入 0.94 随意契約

1 非常勤職員 賃金 1.11

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 富士ゼロックス（株）東京西営業所 複写機保守 0.01 随意契約

1 株式会社バイオシス 研修用教材作成（ＤＮＡ合成）業務 0.26 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 個人C 諸謝金 0.21

9 個人B 諸謝金・外国人招へい旅費 0.21

8 美津野商事（株） 事務用消耗品等購入 0.27 随意契約

7 とら屋事務（株） 事務用消耗品等購入 0.29 随意契約

6 個人A 諸謝金・委員等旅費 0.44

5 （株）西田文具 事務用消耗品等購入 0.48 随意契約

4 （株）ニュートリノ 洋書購入 0.52 随意契約

3 朝霞税務署 諸謝金・委員等旅費等にかかる源泉徴収所得税 0.68

外国雑誌購入 0.55 随意契約

2 （株）三省堂書店 和書等購入 0.83 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

落札率

9 福）日本キリスト教奉仕団 文献複写 0.001 随意契約

8 三和富士交通株式会社 タクシー利用 0.01 随意契約

7 朝霞税務署 招へい外国人滞在費にかかる源泉徴収所得税 0.02

6 昭和交通（株） タクシー利用 0.04 随意契約

5 個人A 臨床試験（生物統計学）人材育成事業招へい外国人滞在費 0.07

4 大和タクシー（有） タクシー利用 0.26 随意契約

3 （株）三啓 顕微鏡貸出 0.39 随意契約

2 （有）正陽印刷 修了証書印刷請負業務 0.41 随意契約

1 オリンパスメディカルサイエンス販売（株） クリプトスポリジウム試験法実習機材貸出 0.53 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

振替

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

1 国立感染症研究所 感染症対策研修 4.35

和書購入 0.21 随意契約

1 （株）紀伊国屋書店 和雑誌購入 0.25 随意契約



93.0 90

人

研究課程、専門課程の新規受講者数を指標と
している。
〔募集定員〕
平成22年度　研究課程5人
　　　　　　　　　専門課程55人
平成23年度　研究課程5人
　　　　　　　　　専門課程55人
平成24年度　研究課程5人
　　　　　　　　　専門課程55人

研究課程

専門課程 人
77

（55）

63(入学者数）
11（在籍者数）

（55）

研修受講者に
対する有益度
の調査

研修派遣元に
対する有益度
の調査

達成度

成果実績 ％ 90.0

事業番号 864

専門・研究課程教育費 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成14年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

　国立保健医療科学院教育訓練規程
（第6条）（厚生労働省訓練第38号）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国及び地方公共団体等における保健医療、生活衛生及びこれらに関連する社会福祉の分野のリーダーの育成

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

１．研究課程
　　自立して研究活動を行うに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養う。修業期限３年間で実施

２．専門課程
　　広い視野に立って、精深な学識及び技能を授け、専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養う。
　　保健福祉行政管理分野、地域保健福祉分野、医療管理分野、生物統計分野、国際保健分野、地域保健福祉専攻科、生活衛生環境専攻科、健康
　　危機管理専攻科など１１分野で修業期限３月～３年で実施

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 78 74 67 46 37

補正予算

繰越し等

78 74 67 46 37

執行額 81 69 59

執行率（％） 104% 93% 88%

100.0

成果指標

前年度の受講生を対象にフォローアップ調
査を実施し、受講者理解度や有益度、受講
者が派遣元において研修成果を存分に発
揮しているかなどの成果を指標としている。

22年度 23年度

％ 100.0 100.0

％ 98.0 100.0

90.0

目標値
（　　年度）

成果実績 ％ 88.0 100.0 92.0

24年度

90

単位

42(入学者数）
52（在籍者数）

（55）

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度

遠隔教育システム経費　（13,720円／利用者1人）
保健情報教育・研修システム経費　（10,307円／利用者1人）
生物統計学教育システム経費　（1,430,100円／利用者1人）

算出根拠
遠隔教育システム経費執行額　（9,013,823円／利用者数657人）
保健情報教育・研修システム経費執行額　（10,894,204円／利用数1,057人）
生物統計学教育システム経費執行額　（28,602,000円／利用者数20人）

－

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

1

(5)

0(入学者数）
11（在籍者数）

（5）

8(入学者数）
11（在籍者数）

（5）

100.0

0.1

24年度 25年度活動見込

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

－

単位当たり
コスト

職員旅費

試験研究費 9.0 10.6 研修用物品購入に伴う増

諸謝金 5.7 6.4 謝金単価の増額に伴う増

0.1

研修システム見直しに伴う減

46.1 36.6

委員等旅費 2.2 2.2

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

電子計算機等借料 29.2 17.4

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

計



事業の適切な遂行について、必要なものに限定している。

謝金等の受け取りを辞退する者がいたため。

各研修について修了時アンケートの満足度、理解度等により次回の研修に反
映させているためより効果的な研修となっている。

ニーズに合っていない研修は見直しを行い、常に資質の向上を目指した研修
となっているため見込まれた実績である。

研修を受講した者が自治体等において研修成果を生かし指導にあ
たっている。

地方自治体等では実施が困難な専門的かつ高度な研修を実施している。

常に資質の向上を目指した研修となっている。

一般競争入札を実施し、競争性を確保した。一部の支出先について、導入時
に複数年の賃貸借を目的とし入札を行い、当該年度は随意契約としたものが
ある。

必要に応じ実費負担を求めている。

システム経費を見直し、コストの低減に努めている。

－

地方自治体等において保健医療福祉業務に携わる職員に対して研修を行
い、資質の向上を図ることにより国民のニーズに応えており、他で行っていな
い研修である。

○

０４８０

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

○

△

○

○

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の
改
善

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

０５９４ ０５４１平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、国及び地方公共団体等における保健医療、生活衛生及びこれらに関連する社会福祉の分野のリーダーの育成に必要な経費であ
るが、予算と執行の乖離の要因等を精査し、予算を縮減すべき

生物統計学教育システムについて、単位当たりコストが高いことを踏まえ、見直しを行ったことによる削減
縮
減

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

  研究課程の応募実績が減少していることから、応募者側及び指導者側の効率化を計るため、研究課程の応募方法を国立保健医療科学院側から研究
テーマを提示する方法にかえ、平成24年度から実施したことにより応募者が増加した。
　また、専門課程では、より現場ニーズに合った講義内容を望む声があり平成24年度から精神保健の講義を大幅に増やし、生活環境の講義内容も実務
に合わせた内容に変更を行った。
　これらの研修に対する研修受講者に対する有益度の調査及び研修派遣元に対する有益度の調査において、有益と答えた割合は目標値を超えている。
　今後はさらに市型保健所の業務や組織のマネジメントに関する内容の強化を図っていきたい。
　なお、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っている。
　生物統計学教育システムについて、単位当たりコストが高いことを踏まえ見直しを行った。

評　価項　　目

点
検
結
果



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【一般競争入札】 

 
A.民間企業（2件） 

6百万円 
 

遠隔研修システムに係る賃貸借及び保
守業務等 

 
国立保健医療科学院 

 
59百万円 

 
 

専門・研究課程教育費 

【随意契約】 

 
B.民間企業（9件） 

48百万円 

生物統計学のための教育システム開発・
運用機器一式賃貸借及び保守等 

C.事務費 
5百万円 

諸謝金・委員等旅費・職員旅
費・備品・消耗品 

【随意契約】 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

賃貸借
遠隔研修システムに係る賃貸借及び保守業
務

4.07

費　目

A.株式会社　クラウド　テクノロジーズ E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4.07 計 0

B.ＮＥＣキャピタルソリューション（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

賃貸借
生物統計学のための教育システム開発・運
用機器一式賃貸借及び保守

28.60

賃貸借
保健情報研修システム一式賃貸借及び保
守

10.90

計 39.50 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

100万円以上の支出先無し

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

保健情報研修システム一式賃貸借及び保守 10.90 随意契約
1 ＮＥＣキャピタルソリューション（株）

生物統計学のための教育システム開発・運用機器一式賃貸借及び保守 28.60 随意契約

0.56

随意契約

0.09

0.11

0.16

0.44

諸謝金・委員等旅費 0.08

7 個人A 諸謝金・委員等旅費

SEAMEO-TROPMED PHILIPPINES 諸謝金

諸謝金・委員等旅費にかかる源泉徴収所得税朝霞税務署

3

9 個人B 諸謝金・委員等旅費 0.07

8 特定非営利活動法人　いのちの応援舎

10 個人C 諸謝金・委員等旅費 0.07

書籍購入 0.71

6 （株）西田文具 事務用機器購入

随意契約

4 美津野商事（株） ＯＡ機器購入 0.39 随意契約

5

1 （株）紀伊国屋書店

2 堀内電機（株） ＯＡ機器購入

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社　クラウド　テクノロジーズ 遠隔研修システムに係る賃貸借及び保守業務 4.07 3者 48.07%

2 明誠企画株式会社 『保健医療科学』印刷・製本 1.96 3者 38.13%

落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 ＪＡ三井リース株式会社 遠隔研修システム一式賃貸借及び保守 4.95 随意契約

3 明誠企画株式会社 『保健医療科学』発送 1.44 随意契約

4 （株）外国文献社 フォローアップ調査データ入力業務 0.87 随意契約

5 （有）正陽印刷 平成２５年度研修募集要項印刷及び製本、発送作業 0.83 随意契約

6 （株）ＭＥＧ毎日映画社 平成２５年度研修案内ホームページ差し替え作業 0.23 随意契約

7 株式会社ベストバージョン 英文校閲 0.19 随意契約

8 （株）エァクレーレン 英文校閲 0.04 随意契約

9 （株）翻訳センター 英文校閲 0.04 随意契約



事業番号 865

国立保健医療科学院共通経費 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成14年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国立保健医療科学院の養成訓練及び試験研究の円滑な遂行

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

科学院における養成訓練及び試験研究に必要な消耗品、複写機保守等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 74 54 56 55 56

補正予算

繰越し等

74 54 56 55 56

執行額 69 54 56

執行率（％） 93% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

24年度
目標値

（　　年度）

複写機等の借料及び保守が主のため成果の設定は困難

成果実績 － － － － －

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

―

－ (         －       ) (         －       ) (         －       )

単位当たり
コスト

－ 算出根拠

複写機等の借料及び保守が主のため設定は困難

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 54.9 56.1 給与特例法影響額の割戻しに伴う増

54.9 56.1

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定している。

－

-

-

-

-

-

一般競争入札を実施し、競争性を確保した。随意契約の場合も、複数者から
見積を徴し、最廉価を示した者と契約締結した。

－

-

－

-

○

０４８１

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

-

-

-

-

-

-

-

所管府省・部局名

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

-

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年０５９５ ０５４２

本事業は、国立保健医療科学院の養成訓練及び試験研究の円滑な遂行に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価
も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

ー

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　科学院における養成訓練及び試験研究に必要な賃貸借・雑役務費等に支出している。今後も、研修内容・試験研究の質を確保するために必要な支出
を行いながら、更なる見直しを行い経費削減に努める。
　なお、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っている。

評　価項　　目

点
検
結
果



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

 

 

国立保健医療科学院 

  
56百万円 

            

共通に係る経費 

 

Ａ．民間企業（3件） 
13.2百万円 

        

複写機保守及び複合機賃貸借

【一般競争入札 】 

 

Ｂ．民間企業（6件） 
3.8百万円 

        

複写機保守等 

【随意契約 】 

 

C.事務費 
39百万円 

【一般競争入札・随意契約 】 

人件費・通信運搬費・消耗品 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 複写機保守 7.17

費　目

A.富士ゼロックス埼玉(株) E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7.17 計 0

B.コニカミノルタビジネスソリュ－ションズ（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 複写機保守 1.02

賃貸借 複合機賃貸借 0.38

計 1.40 計 0

C.非常勤職員 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費 賃金 20.17

計 20.17 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

6 (株)インフォレスタ 文献複写 0.03 随意契約

5 NTTファイナンス株式会社 ファクシミリ賃貸借等 0.08 随意契約

4 リコーリース(株) 複写機賃貸借 0.36 随意契約

3 富士ゼロックス埼玉(株) 複写機賃貸借 0.77 随意契約

2 日立キャピタル(株) 複写機賃貸借等 1.17 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2.30

随意契約

0.65

0.80

2.49 随意契約

4.57

書籍追録購入 0.56

7 川越年金事務所 社会保険料

郵便事業（株） 料金後納郵便

電話回線使用料東日本電信電話株式会社

3

9 ヤマト運輸（株） 宅配便業務 0.47 随意契約

随意契約

随意契約8 中央法規出版（株）

10 （株）サンメディア 電子書籍購入 0.27

6 （株）西田文具 事務用消耗品購入

4 ユサコ（株） 書籍購入 4.41 3者 93.02%

5

1 非常勤職員 賃金 20.17

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 富士ゼロックス埼玉(株) 複写機保守 7.17 1者 94.50%

2 (株)大塚商会 複写機保守 4.09 1者 94.52%

3 キャノンマーケティングジャパン株式会社 複写機保守 1.96 1者 51.57%

落札率

複写機賃貸借 0.38 随意契約
1 コニカミノルタビジネスソリューションズ(株)

複写機保守 1.02 随意契約

書籍購入 2.40 随意契約
2 （株）紀伊国屋書店

89.52%外国雑誌購入 3者



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

計 57.8 69.9

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

試験研究費 57.4 69.4 給与特例法影響額の割戻しに伴う増、賃金（経理事務員）の増

0.2 0.2

庁費 0.0 0.0

委員等旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.3 0.3

―

(         －       ) (         －       ) (         －       ) (         －       )

単位当たり
コスト

　1課題当たりの執行額
 490 （千円／課題）

算出根拠 60,771千円／124課題＝執行額／課題数

競争的研究資金に係る機関経理事務等に必要な経費のた
め、定量的な活動指標を定めることは困難である。
機関経理を行った課題数を活動実績として報告する。

活動実績

（当初見込
み）

課題数

114 117 124

－

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

競争的研究資金に係る機関経理事務等に必要な経費の
ため、成果目標を定めることは困難である。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 90% 100% 100%

執行額 63 57 61

70 57 61 58 70

58 70

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 70 57 61

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

厚生労働科学研究費補助金、科学研究費補助金、各種助成金で行う研究の機関経理を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

厚生労働科学研究費補助金等の競争的研究経費の機関経理を行うことを目的とする。

平成14年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 866

国立保健医療科学院競争的研究事業経費 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

・発注などの契約手続については、見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っており、今後も、競争的研究費の事務処理に
必要な支出を行い、適正に実施するとともに、経費削減に努める。
・平成２４年度は１２４件の補助金等に対する機関経理事務を行ったところである。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、厚生労働科学研究費補助金等の競争的研究経費の機関経理に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価
も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

ー

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 ０５９６ ０５４３

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

○

○

-

-

-

－

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

競争的研究費事務に必要な経費であり、国費を投入しなけれ
ば実施できない。

×

０４８２

-

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定している。

-

他の手段等は考えられない。

－

-

競争的研究費は、その機関が事務を行うこととなっているた
め、他の機関に委ねることはできない。

-

100万円未満の役務のため少額随意契約とした。

-

-



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

      

 

国立保健医療科学院 
            

 61百万円 

競争的研究事務経費 

 
 

Ａ．民間企業（7件） 
 

2百万円 
 

機関経理システム改修等 

【随意契約】 

   

B. 事務費 
 

59百万円 

人件費・諸謝金・委員等旅費・
備品・消耗品 

【随意契約】 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 54.42 計 0

人件費 賃金 54.42

B.非常勤職員 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

100万円以上の支出先無し

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

落札率

7 （株）西田文具 什器移設作業 0.01 随意契約

6 キャノンマーケティングジャパン株式会社 ＯＡ機器修理 0.03 随意契約

5 リコージャパン株式会社 ＯＡ機器修理 0.05 随意契約

4 （株）アルティーユスタッフ 人材派遣業務 0.27 随意契約

3 埼玉りそな銀行和光支店 ネットバンク利用 0.40 随意契約

2 テンプスタッフ（株） 人材派遣業務 0.44 随意契約

1 シンクアプローチ（株） 機関経理システム改修 0.73 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 堀内電機（株） ＯＡ機器購入

1 非常勤職員

随意契約

4 （株）イトーキ 什器購入 0.64 随意契約

5

賃金 54.42

6 美津野商事（株） 事務用消耗品購入

10 新日本法規出版（株） 書籍購入 0.05 随意契約

9 （株）コームラ 事務用消耗品購入 0.16 随意契約

随意契約

随意契約8 とら屋事務（株） 事務用消耗品購入 0.30

7 （株）西田文具 事務用消耗品購入

（株）竹宝商会 ＯＡ機器購入

書籍購入特定非営利活動法人医学中央雑誌刊行会

3

随意契約

随意契約

0.48

0.52

0.53 随意契約

0.67

0.92



事業番号 867

国立保健医療科学院運営経費 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成14年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国立保健医療科学院の研究事業及び調査研究事業並びに研究業務に使用する特殊施設（機器分析室）の運営を行うことを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

以下の事業を行う。
研究調査の実施
年報作成
研究倫理審査委員会を開催
特殊施設（機器分析室）の管理運営

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 6 5 5 5 5

補正予算

繰越し等

6 5 5 5 5

執行額 4 5 5

執行率（％） 67% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

24年度
目標値

（　　年度）

国立保健医療科学院の運営に関する経費のため成果等
の設定は困難

成果実績 － － － － －

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

3
( 3)

2
( 3)

1
(3)

－

回

部

―

100
( 100)

1500
(100)

1500
(1500)

(       ―       )

単位当たり
コスト

２３，７６０ (円/回)

２８２（円／部）
算出根拠

研究倫理審査委員会開催費用/開催回数

年報作成費用／作成部数

研究倫理審査委員会の開催
年報作成部数：１００部

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 1.3 1.5 謝金単価の増額に伴う増

0.7 0.7

庁費 2.2 2.2

職員旅費

試験研究費 0.5 0.5

4.8 4.9

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定している。

－

－

当初の見込みにほぼ沿った実績となっている。

－

国立保健医療科学院の運営にかかる経費のため他に委ねる
ことは出来ない

－

一般競争入札を実施し、競争性を確保した。一部の契約について、100万円未
満の役務のため少額随意契約としたものがある。

－

経費節減を行い、コスト低下に努めている。

－

国立保健医療科学院の運営に関する経費のため必要な
事業である

○

０４８３

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

－

－

－

○

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

０５９７ ０５４４平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、国立保健医療科学院の研究業務等に使用する特殊施設の運営等に要する経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの
評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

ー

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　研究倫理審査は書面審査とされたものが多かったため、研究倫理審査委員会の開催回数は少なかったが、厳正な審査を行っている。また、年報の発
行は計画通りに行った。
　経費は科学院における試験研究にかかる運営に必要となる雑役務費等に支出している。今後も、試験研究の運営に必要な契約を行いながら、経費削
減に努める。
　なお、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っている。

評　価項　　目

点
検
結
果



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

 

国立保健医療科学院 

 
5百万円 

 

国立保健医療科学院運営経費 

 

A．民間企業（2件） 

 
2百万円 

          

一般廃棄物処理業務 

【一般競争入札】 

 

B．民間企業等（7件） 

 
1百万円 

          

感染性廃棄物処理業務等 

【随意契約】 

 

C. 事務費 
 

2百万円 

諸謝金・職員旅費・ 
備品・消耗品 

【随意契約】 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 一般廃棄物処理業務 1.31

費　目

A.日本興業（株） E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.31 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

100万円以上の支出先無し

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

100万円以上の支出先無し

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

0.46

0.08

0.08

0.12

0.30

職員旅費 0.05

7 個人E 職員旅費

個人A 諸謝金

諸謝金個人C

3

9 個人G 職員旅費 0.05

8 個人F

10 個人H 職員旅費 0.04

事務用機器購入 0.50

6 個人D 職員旅費

随意契約

4 個人B 諸謝金 0.30

5

1 （株）竹宝商会

2 （株）ダイキ産業 事務用機器購入

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本興業（株） 一般廃棄物処理業務 1.31 1者 92.73%

2 明誠企画株式会社 『国立保健医療科学院年報』印刷・製本 0.42 3者 38.13%

落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）環境テコム 感染性廃棄物処理業務等 0.81 随意契約

2 明誠企画株式会社 『国立保健医療科学院年報』発送業務 0.17 随意契約

3 （株）リバース 感染性廃棄物処理業務 0.05 随意契約

4 （株）ドルフィン 英文校閲 0.02 随意契約

5 日産プリンス東京販売（株）大泉店 自動車廃棄業務 0.02 随意契約

6 株式会社　産業用水調査会 論文印刷 0.01 随意契約

7 個人A 麻薬研究免許申請手続き 0.01 随意契約



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

計 129.9 130.0

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

17.8 17.8試験研究所研究設備整備費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 112.0 112.2 給与特例法影響額の割戻しに伴う増

―

(       ―       ) (       ―       ) (       ―       ) (       ―       )

単位当たり
コスト

― 算出根拠 ―

研究研修棟の維持管理等が目的のため成果等の設定
は困難

活動実績

（当初見込
み）

― ― ―

－

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

研究研修棟の維持管理等が目的のため成果等の設定
は困難

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 91% 101% 100%

執行額 132 142 141

145 141 141 130 130

130 130

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 145 141 141

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

清掃業務、設備運転保守業務、特定機器保守業務を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

研究研修棟の維持管理経費並びに整備した研究機器の維持管理を目的とする。

平成14年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 868

研究研修棟施設管理等事務経費 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　科学院における施設の維持管理という事業目的に即し、予算執行は概ね妥当なものとなっている。今後も研究研修棟の維持管理に必要な契約を行い
ながら、更なる見直しを行い経費削減に努める。
　なお、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っていく。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、研究研修棟の維持管理経費並びに整備した研究機器の維持管理に要する経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの
評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

ー

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 ０５９８ ０５４５

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

-

-

-

-

-

－

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

-

○

０４８４

－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定している。

－

－

－

－

-

-

一般競争入札を実施し、競争性を確保した。一部の支出先について、導入時
に複数年の賃貸借を目的とし入札を行い、当該年度は随意契約としたものが
ある。

－

－



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

                                                                                                                             

国立保健医療科学院 

 

141百万円 

研究研修棟施設管理等事務経費 

電気・空調・衛生設備の維
持及び運転管理業務等 

 

Ａ．民間企業（7件） 

29百万円 
  

【一般競争入札】 

分析機器賃貸借等 

 
    B.民間企業（37件） 

47百万円 
       
   

【随意契約】 

 

C.事務費 
65百万円 

光熱水費・備品・消耗品 

【随意契約】 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 49.01 計 0

光熱水費 電気使用 49.01

C.東京電力（株）志木営業所 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 16.20 計 0

賃貸借
分析機器（ウルトラミクロ天秤他12点）賃貸
借

16.20

B.日立キャピタル（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 12.22 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A.ニュービルメン協同組合 E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費
電気・空調・衛生設備の維持及び運転管理
業務

12.22

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

3 住友電設（株）

電源増設作業 0.41 随意契約

ダウンライトＬＥＤ化作業 1.93 随意契約

寄宿舎シーツ類交換業務 0.41 随意契約

寄宿舎ガラス清掃業務 0.44 随意契約

寄宿舎タオル類交換業務 0.95

2 日本不動産管理（株）
空調用ポンプ修繕作業 0.76 随意契約

遮光用カーテン設置作業 2.74 随意契約

随意契約

危険物倉庫　ダクト改修作業 0.37 随意契約

設置設備改修作業 0.96 随意契約

ＨＥＰＡフィルター交換作業 0.98 随意契約

4 ア－スサポ－ト株式会社

空調設備修繕作業 0.89 随意契約

6 （株）サンケンシステム

排水口水質検査 0.95 随意契約

落札率

7 株式会社日立ハイテクフィールディング プラズマ発光質量分析装置保守点検整備 1.10 4者 94.17%

6 アジレント・テクノロジー株式会社 ガスクロマトグラフ質量分析装置保守点検 1.53 4者 89.88%

5 ジーエルサイエンス（株） 液体クロマトグラフ質量分析計保守点検整備 2.71 4者 96.36%

4 ジャスコインタナショナル株式会社 液体クロマトグラフ質量分析計保守点検整備 2.73 4者 96.47%

3 （株）エイト 清掃業務 3.41 7者 42.93%

2 日本不動産管理（株） 警備等業務 4.90 8者 55.02%

1 ニュービルメン協同組合 電気・空調・衛生設備の維持及び運転管理業務 12.22 3者 91.18%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 東京ガス（株）北部支店 ガス使用

1 東京電力（株）志木営業所

随意契約

4 堀内電機（株） ＯＡ機器購入 0.69 随意契約

5

電気使用 49.01

6 アズビル（株） 庁舎管理用消耗品購入等

10 とら屋事務（株） 庁舎管理用消耗品購入等 0.01 随意契約

9 美津野商事（株） 庁舎管理用消耗品購入等 0.05 随意契約

随意契約

随意契約8 （株）西田文具 庁舎管理用消耗品購入等 0.05

7 東西化学産業（株）東京支店 庁舎管理用消耗品購入等

和光市水道部 水道使用

庁舎管理用消耗品購入等（株）竹宝商会

3

随意契約

随意契約

0.41

0.53

0.54 随意契約

0.79

12.84

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日立キャピタル（株） 分析機器（ウルトラミクロ天秤他12点）賃貸借 16.2 随意契約

寄宿舎寝具交換業務 1.05 随意契約

吸収冷温水機燃料コントロールモータ交換 0.64 随意契約

AV機器基盤交換等 0.80

作業環境測定 1.38 随意契約

7 川重冷熱工業（株）北関東支店

5 （株）オオスミ

随意契約

8 島津サイエンス東日本（株）埼玉支店

講義室機材交換 0.88 随意契約

分光蛍光検出器修理 0.37 随意契約

高圧蒸気滅菌装置部品交換 0.28 随意契約

吸収冷温水機インバータ取付作業 0.84 随意契約

9 株式会社　ウドノ医機

液体クロマトグラフ分析計保守点検 0.98 随意契約

高圧蒸気滅菌装置保守点検整備 1.00 随意契約

10 太陽管財株式会社 寄宿舎退室後清掃業務等 1.18 随意契約



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

計 10.9 11.0

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 10.9 11.0 給与特例法影響額の割戻しに伴う増

―

(6) (6) (6) (6)

単位当たり
コスト

1,825 （千円／課題１件） 算出根拠 10,953千円／6件=執行額（千円）／課題数（件）

研究課題数

活動実績

（当初見込
み）

6 6 6

－

課題数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

基礎研究であるため単年度での成果等を設定していな
い。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 90% 91% 100%

執行額 18 10 11

20 11 11 11 11

11 11

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 20 11 11

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

保健医療福祉サービスに関する
・健康危機管理研究のあり方に関する基盤的研究
・少子・高齢化社会に対応した健康確保に関する基盤的研究
・生活環境に関する安全・安心の確保に向けた基盤的研究
に関する基礎的・基盤的研究を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

保健医療福祉サービスに関する基礎的・基盤的研究を行い、国内外における諸分野の動向を踏まえた基礎資料や調査手法の策定などに
寄与することを目的とする。

平成14年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 869

国立保健医療科学院基盤的研究費 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　研究課題については、院内の研究委員会において研究内容の評価を行っており、研究の効果的・効率的な実施に努めている。今後も、基盤的研究事
業に必要な経費執行を行いながら、更なる見直しを行い経費削減に努める。
　なお、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っている。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、保健医療福祉サービスに関する基礎的・基盤的研究を行い、国内外における諸分野の動向を踏まえた基礎資料を得る等に必要
な経費であるが、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

ー

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 ０５９９ ０５４６

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

-

○

○

-

○

-

－

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療福祉ｻｰﾋﾞｽに関する基礎的・基盤的研究は国民の
健康を守るために必要とされている事業であり、医療費等の
軽減になるため国費の投入の必要がある。

×

０４８５

－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定している。

－

－

－

－

基礎的、基盤的研究であり、国で実施する必要がある。

科学院の政策に基づく事業として位置づけられ、優先度
の高いものとなっている。

100万円未満の役務のため少額随意契約とした。

－

－



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

 
国立保健医療科学院 

11百円 
 

基盤的研究費 

 

A．民間企業(19件） 

 

5百万円 
           

                

【随意契約】 
 

分析機器点検業務等 

 

B.事務費 

6百万円 

                

通信運搬費・備品・消耗品 

【随意契約】 
 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2.28 計 0

消耗品費 事務用消耗品購入 0.18

備品費 OA機器購入等 2.10

B.とら屋事務（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.62 計 0

雑役務費 分析機器（高速液体クロマトグラフ他）修理業務 0.17

金　額
(百万円）

使　途

A.アジレント・テクノロジー株式会社 E.

費　目 使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 分析機器（GCMSシステム他）点検業務 1.45

費　目
金　額

(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

1 とら屋事務（株）
事務機器購入 0.44 随意契約

消耗品購入 0.18 随意契約

入札者数

ＯＡ機器購入 0.87

随意契約

電子顕微鏡点検業務 0.47 随意契約

0.11 随意契約

0.17

無停電電源装置購入 0.79

分析機器（GCMSシステム）点検業務 0.54

随意契約

随意契約

2 島津サイエンス東日本（株）埼玉支店

分析機器（LC分析システム）点検業務 0.29 随意契約

ＬＣ－２０ＡＤ高圧ＧＥシステム整備付点検作業 0.63

1 アジレント・テクノロジー株式会社

ノップス株式会社 アンケート調査用紙印刷業務10

落札率

9 日立アロカメディカル株式会社 線源回収作業 0.13 随意契約

8 エヌ・エイ・アイ（株） 英文校正 0.13 随意契約

7 （社）日本建築学会 論文印刷業務 0.14 随意契約

6 株式会社 日立ハイテクフィールディング 関越支店 分光光度計点検業務 0.18 随意契約

5 エイキット株式会社 Ｓｒ分析用前処理業務 0.19 随意契約

4 株式会社　新日本電波吸収体 電子スピン装置ノイズ対策作業 0.38 随意契約

3 （株）池田理化 恒温恒湿室点検業務等 0.73 随意契約

分析機器（GC/MSD分析システム）点検業務 0.62 随意契約

随意契約

随意契約

分析機器（高速液体クロマトグラフ他）修理業務

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

堀内電機（株） ＯＡ機器購入等 随意契約

4 （株）竹宝商会 事務用消耗品購入等 0.47 随意契約

5

2

6 美津野商事（株） 事務用消耗品購入等

10 広友サービス（株） 事務用機器購入 0.10 随意契約

9 （株）高長 分析用理化材購入 0.18 随意契約

随意契約

随意契約8 （株）西田文具 事務用消耗品購入等 0.19

7 レノバサイエンス（株） 分析用理化材購入

（株）イトーキ 什器購入

光回線利用株式会社ＵＳＥＮ

3

随意契約

随意契約

0.22

0.24

0.43 随意契約

0.56

1.00



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

計 15.5 15.5

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 15.5 15.5

（2,044） （1,680） （1,555） （1,800）

単位当たり
コスト

55.71（円／アクセス1件）

1,658（円／報告書1件）
算出根拠

15,600千円／280,000件　＝　事業費／アクセス件数

3,336千円／2,012件　＝　事業費／報告書件数

厚生労働科学研究費補助金研究報告書の全件登録

活動実績

（当初見込
み）

2,008 1,869 2,012

93.30%

件

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（　　年度）

閲覧システムのアクセス件数を300,000件／年以上とす
る。

成果実績 件 260,000 280,000 280,000 300,000

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 86.70% 93.30%

執行率（％） 100% 91% 95%

執行額 30 20 19

30 22 20 15 15

15 15

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 30 22 20

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

１．厚生労働科学研究成果データベースシステムを開発し、研究成果のデータベース化を行う。
２．厚生労働科学研究成果（研究概要及び研究報告書本文）を迅速に公開する。
３．公衆衛生分野の関連資料（古典的な資料、基礎的な統計資料等）の電子化と公開を行う。
４．府省共通研究開発管理システム（e-Rad）との連携により研究登録情報等の一元的な管理を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

厚生労働省が所管する厚生労働科学研究費補助金による研究成果の研究概要及び報告書本文等をデータベース化するとともに、公衆衛
生に関する科学的な基本情報等をインターネットを通じて、研究者のみならず広く一般に公開し、研究の透明性の確保と情報共有を図ること
を目的とする。

平成14年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 870

電子図書館事業費 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

引き続き適正執行に努めること。（長崎、井出）

　年々厚生労働科学研究費による研究成果の多様化と内容の精密化により研究報告書の分量は増大しているが、当初見込み数以上に登録を行ってい
る。
　閲覧システムへのアクセス件数も増加傾向にあり、研究成果がインターネットを通じて国民へ広く情報提供されている。
　経費のほとんどは厚生労働科学研究成果データベース運用費（システムリース費、PDF化費用、研究課題システム入力等の費用）に支出している。
　なお、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っている。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、厚生労働科学研究費補助金による研究成果の研究概要及び報告書本文等をデータベース化する等により、研究の透明性の確
保と情報共有を図るために必要な経費であるが、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な
執行に努めるべき。

ー

平成24年平成23年平成22年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

０６００ ０５４７

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

-

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

○

○

-

○

-

○

○

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

国の情報公開の一環として、「いつでも」「だれでも」検索・入
手できるようにする必要がある。

○

０４８６

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定している。

インターネットを利用したシステムであり、研究内容を効率良く
検索ができるなど、効果的と考えられる。

活動実績はその見込みに見合ったものとなっている。

インターネットを通じて幅広く利用されており、研究者等専門
家の学術情報資源にもなっている。

厚生労働科学研究費補助金の成果を公表するものであり、
国（厚生労働省）が実施する事業である。

研究成果を公表し、関係機関に周知する優先度の高い事業
となっている。

一部の支出先について、導入時に複数年の賃貸借を目的とし入札を
行っているため、当該年度は随意契約としたものがある。

経費節減に努め、単位当たりコストは低下している。



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

 
国立保健医療科学院 

 
19百万円 

 

電子図書館事業費 

 
Ａ．民間企業（2

件） 

厚生労働科学研究成
果データベースシステ

ム設計等業務 

【一般競争入

 

Ｂ．民間企業（7

件） 

厚生労働科学研究成
果データベースシステ
ム一式賃貸借等 

【随意契約】 

 

C.事務費 
7百万円 

備品・消耗品 

【随意契約】 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 1.61 計 0

消耗品 書籍購入 1.61

C.ＥＢＳＣＯ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ．Ｉｎｃ G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 1.86 計 0

賃貸借
厚生労働科学研究成果データベースシステ
ム一式賃貸借

0.79

賃貸借
厚生労働科学研究成果データベースシステ
ム追加機能一式賃貸借

1.07

B.ＮＥＣキャピタルソリューション（株） F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 4.69 計 0

使　途
金　額
(百万円）

A.株式会社日立ソリューションズ・ビジネス E.
金　額
(百万円）

費　目使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費
厚生労働科学研究成果データベースシステ
ム係る設計等業務

4.69

費　目



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

落札率

2 ナカバヤシ（株） 平成２３年度厚生労働科学研究成果報告書ＰＤＦ化業務 2.17 5者 49.86%

1 株式会社日立ソリューションズ・ビジネス 厚生労働科学研究成果データベースシステム係る設計等業務 4.69 3者 78.53%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

書籍購入

4 株式会社日経ＢＰマーケティング 書籍購入 0.63 随意契約

5

6 キハラ（株） 事務用消耗品購入等

随意契約

10 キャノンマーケティングジャパン株式会社 事務用消耗品購入 0.22 随意契約

9 （株）竹宝商会 書棚購入等 0.27 随意契約

随意契約

随意契約8 （株）サンメディア 書籍購入 0.32

7 美津野商事（株） 事務用消耗品購入等

とら屋事務（株） ＯＡ機器購入等

事務用消耗品購入等（株）西田文具

3

随意契約

随意契約

0.42

0.47

0.54 随意契約

0.66

0.79

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 兼松エレクトロニクス株式会社 ＷＥＢアプリケーション監査 0.89 随意契約

3 ナカバヤシ（株） 平成２４年度厚生労働科学研究費補助金申請書情報デジタル化業務 0.87 随意契約

4 日立電線ネットワークス株式会社 無線アクセスポイント追加作業 0.60 随意契約

5 金剛株式会社 電動式移動棚点検業務 0.42 随意契約

6 株式会社　インフォマージュ 厚生労働科学研究費補助金収支報告書デジタル化業務 0.29 随意契約

7 デル株式会社 ＯＡ機器修理 0.07 随意契約

厚生労働科学研究成果データベースシステム一式賃貸借 0.79 随意契約
1 ＮＥＣキャピタルソリューション（株）

厚生労働科学研究成果データベースシステム追加機能一式賃貸借 1.07 随意契約

書籍購入 0.69 随意契約
1 ＥＢＳＣＯ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ．Ｉｎｃ

書籍購入 0.93 随意契約

書籍購入 0.20 随意契約

2 （株）紀伊国屋書店 書籍購入 0.55 随意契約



事業番号 871

臨床研究登録情報の検索ポータルサイト運営事業 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成１９年度～平成２５年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

一般国民を対象として、国内・外の登録センターに登録されている臨床研究情報の横断的な検索を可能にし、臨床研究に対する普及啓発を
目的としたシステムの開発・運営及び登録情報の品質保証を行うための事業を行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

本院のwebsiteに「臨床研究登録情報の検索ポータルサイト」を設け、国内・外の登録センターに登録されている臨床研究情報の検索と、臨
床試験に関する普及啓発を目的としたシステムの開発・運営をする。また、本ポータルサイトも含め国内の登録センターとのネットワークグ
ループがWHO Primary Registerとして指定を受けたことから、世界的見地からみても引けをとることなく日本から海外に向けて情報発信して
いくためには、一定数の登録された研究を無作為に抽出し、その登録情報の正確性をチェックする業務を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 9 17 17 17 -

補正予算

繰越し等

9 17 17 17 -

執行額 9 17 17

執行率（％） 100% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 113.10% 159.00%

24年度
目標値

（　　年度）

検索・普及啓発画面の延べアクセス数

成果実績 件 107,485 174,302 526,714 177,788

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

2,863 3,027 3,565

296.26%

件

-

(       -       ) (       -       ) (       -       ) (       -       )

単位当たり
コスト

（32.87円／アクセス１件） 算出根拠 17,314千円／526,714件＝事業費／アクセス件数

日本語臨床試験登録数

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 10.8 0 事業廃止に伴う減（研究開発振興課計上事業へ異動）

6.5 0 事業廃止に伴う減（研究開発振興課計上事業へ異動）電子計算機等借料

17.3 0

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定している。

-

インターネットの普及に伴い、WHO Primary Registryとして国
内外に情報を発信するため実効性の高い手段を用いている。

－

ポータルサイトへの試験情報登録や情報取得のためのアクセ
スが増加しているが、ポータルサイトの存在が国民に広く知ら
れていない可能性がある。

一般国民を対象として行う事業であるため

治験・臨床研究情報を国民に提供し又WHO primary register
として国内外に発信する優先度の高い事業である。

一般競争入札を実施し、競争性を確保した。一部の支出先について、導入時
に複数年の賃貸借を目的とし入札を行い、当該年度は随意契約としたものが
ある。

-

利用者の更なる増加を図り、コストの削減に努めている。

-

ポータルサイトへのアクセスが急増している。本事業は、医薬
品等の新しい治療法・予防法の治験・臨床研究の情報を国民
に提供する、広く国民の利益となる事業である。

○

０４８７

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

○

－

○

－

所管府省・部局名

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

△

－

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

０６０４ ０５４８平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。
国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、臨床研究に対する普及啓発を目的としたシステムの開発・運営及び登録情報の品質保証に要する経費であり、執行状況等検証
の上、引き続き適切な予算措置に努めること。

本事業は、平成２６年度から医政局所管の臨床研究登録情報の検索ポータルサイト運営事業に移管（統合）される予定であるため、国立保健
医療科学院が実施する事業としては、平成２５年度限りで終了となる予定である。

廃
止

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

引き続き適正執行につとめること。（長崎、井出）

　年間の臨床試験登録件数は年々増加しており、検索・普及啓発画面へのアクセス数も大幅に増加していることから、国民へ広く情報提供されており、
ポータルサイトの役割が果たされいる。
　事業の必要性及び成果、予算執行の観点からは概ね妥当であり、引き続き、効率的な執行に努める。
　なお、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っている。

評　価項　　目

点
検
結
果



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立保健医療科学院 
17百万円 

臨床研究登録情報の検索ポータルサイトの 
運営事業 

B.民間企業（2件） 

7百万円 
 

臨床研究登録情報検索システムアプ
リケーション一式賃貸借及び保守等 

【随意契約】 

A.民間企業（1件） 

8百万円 
 

臨床研究登録情報検索システム（英
語版）セキュリティ対応運用支援 

【一般競争入札】 

うち事務費 

2百万円 

【随意契約】 

備品・消耗品 



費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費
臨床研究登録情報検索システム（英語版）
セキュリティ対応運用支援

7.85

金　額
(百万円）

A.ＮＥＣネクサソリューションズ（株）

使　途 費　目 使　途
金　額

(百万円）

E.

費　目

計 7.85 計 0

B.ＮＥＣキャピタルソリューション（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

賃智積
臨床研究登録情報検索システムアプリケー
ション一式賃貸借及び保守

3.78

賃貸借
臨床研究登録データ取得管理システムアプ
リケーション一式賃貸借及び保守

3.23

計 7.01 計 0

C.（株）イトーキ G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

備品 什器購入 1.86

計 1.86 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

什器等購入 0.47 随意契約

1 （株）イトーキ 什器等購入 0.60 随意契約

臨床研究登録データ取得管理システムアプリケーション一式賃貸借及び保守 3.23 随意契約
1 ＮＥＣキャピタルソリューション（株）

臨床研究登録情報検索システムアプリケーション一式賃貸借及び保守 3.78 随意契約

0.29

随意契約

随意契約

0.01

0.03

0.03 随意契約

0.12

書籍購入 0.005

7 とら屋事務（株） 事務用消耗品購入

（株）ニュートリノ 書籍購入

システム用ソフトウェア購入医薬品医療機器レギュラトリーサイエンス財団

3

9 日野印房 事務用消耗品購入 0.001 随意契約

随意契約

随意契約8 （株）三省堂書店

0.79

6 （株）紀伊国屋書店 書籍購入

随意契約

4 （株）西田文具 事務用消耗品購入 0.09 随意契約

5

2 （株）竹宝商会 OA機器購入

什器等購入 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ＮＥＣネクサソリューションズ（株） 臨床研究登録情報検索システム（英語版）セキュリティ対応運用支援 7.85 1者 89.96%

落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 キャノンマーケティングジャパン株式会社 OA機器修理 0.02 随意契約



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 23 23

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

試験研究費 18 18

0.4 0.4

職員旅費 0.8 0.8

委員等旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 3 4 -

12

12 12 12 12

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　704,857（円／　回） 算出根拠
機関誌に要した執行額（8,458,283円）／発刊回数 （12回）

機関誌の発刊回数（機関誌の種類×年間発刊数）

活動実績

（当初見込
み）

回

12 12 12

－

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

本研究所の研究に関する運営上の経費であり、その性
質から成果目標は設定していない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 91% 117% 100%

執行額 21 27 23

23 23 23 23 23

23 23

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 23 23 23

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

優れた研究成果を創出し、それを次の段階の研究に反映するための研究評価を実施するとともに、機関誌等の刊行により研究成果を広く社
会に提供するとともに、組織運営の適正化を図るため評議員会を開催している。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

「厚生労働省の科学研究開発に関する指針」(平成２２年１１月１１日）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

人口・経済・社会保障の間の相互関連について調査研究することにより、社会保障に関連する政策の企画立案・評価に資するとともに、研究
成果を広く社会に提供し、国民の福祉の向上に寄与することを目的とする。

平成８年度 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 872

国立社会保障・人口問題研究所運営経費 担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を継続しつつ、研究内容の質を維持するため
に必要な取組を実施するとともに、機関誌（季刊社会保障研究・海外社会保障研究・人口問題研究の3種類）は専門家のみならず、一般国民の少子高齢
社会における政策関心に応える内容となっており、継続的に発刊することはもとより、一層の内容充実に向けた取組を実施することとする。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、社会保障政策の推進のため人口・経済・社会保障の間の相互関連について調査研究する経費であり、本事業の必要性及び執行
の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 606 549

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

〇

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

○

○

－

－

－

○

〇

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

機関誌、人口統計資料集や社会保障統計年報等は、広
く国民の政策的な関心に応える最新情報を提供してお
り、その社会的役割の面からも国費が投入されるべき事
業である。

△

488

－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されている。

－

３種類の機関誌（年４回刊行）、人口統計資料集や社会
保障統計年報等は、広く国民の政策的な関心に応える
最新情報を提供しており、その手段も適切である。

活動実績は見込みに見合ったものである。

機関誌、人口統計資料集や社会保障統計年報等は、広
く国民の政策的な関心に応える最新情報を提供してお
り、ホームページ掲載を通じて広く多くの人に活用されて
いる。

社会保障や人口問題に関する最新の論文や統計資料な
どの最新情報を提供しており、国が実施すべき事業であ
る。

－

一般競争入札の実施や、契約金額が少額の場合は、企
画競争や見積合わせにより競争性を確保している。

－

単位当たりのコストは妥当である。



国立社会保障・人口問題研究所 

２３百万円 

各種機関誌等の印刷製本・梱包発送、委員会出席謝金及び委員会出席旅費,消耗品の購入等  

 

F 事務費  

１３百万円  

 
〔職員旅費、備品、消耗品費等〕 

  
 

Ｂ 個人（１３０人）  

３百万円 

 
 

〔謝金〕 
 

Ｃ 民間企業（２社）  

１百万円 

 
 

〔叢書等の編集〕 
 

Ａ 民間企業（８社）  

５百万円 
  

 〔各種機関誌等の印刷製本・梱包発送〕  

 

【一般競争入札・随意契約】 
 

D 個人（１０名）  

０．４百万円 
  

 〔委員会等の出席旅費〕  

 

【随意契約】 
 

E  民間企業（２社）  

０．１百万円 
  

 〔速記作業〕  

 

【随意契約】 
 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 5

消耗品費 書籍購入 5

B. F.（株）紀伊國屋書店

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A.　（株）弘文社 E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

印刷製本費 各種機関誌等の印刷製本費 1

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

F.

10

落札率

9
8 （株）大應 各種機関誌等の印刷製本費 0.05 随意契約
7 S＆Nロジスティクス（株） 各種機関誌等の梱包・発送費（契約数２） 0.1 随意契約
6 （株）法研 各種機関誌等の印刷製本費 0.5 随意契約
5 （株）祥文社 各種機関誌等の印刷製本費（契約数２） 0.6 随意契約
4 佐藤印刷（株） 各種機関誌等の印刷製本費（契約数２） 0.7 随意契約
3 （株）内山回漕店 各種機関誌等の梱包・発送費（契約数１８） 0.8 随意契約
2 大和綜合印刷（株） 各種機関誌等の印刷製本費（契約数８） 1 随意契約
1 （株）弘文社 各種機関誌等の印刷製本費（契約数12） 1 5 47.4%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 個人I 委員会等への出席及び執筆謝金
1 個人M

4 個人S 委員会等への出席及び執筆謝金 0.05
5

委員会等への出席及び執筆謝金 0.06

6 個人I 委員会等への出席及び執筆謝金

10 個人N 委員会等への出席及び執筆謝金 0.04
9 個人S 委員会等への出席及び執筆謝金 0.04
8 個人T 委員会等への出席及び執筆謝金 0.04
7 個人Y 委員会等への出席及び執筆謝金

個人S 委員会等への出席及び執筆謝金

委員会等への出席及び執筆謝金個人N

3

0.04
0.04
0.04

0.05
0.05

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 慶應義塾大学出版会（株） 編集業務 0.9 随意契約
2 （株）アーバン・コネクションズ 編集業務 0.1 随意契約
3
4
5
6
7
8
9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人H 委員会出席旅費 0.1
2 個人O 委員会出席旅費 0.05
3 個人K 委員会出席旅費 0.03
4 個人O 委員会出席旅費 0.03
5 個人N 委員会出席旅費 0.03
6 個人T 委員会出席旅費 0.03
7 個人I 委員会出席旅費 0.02
8 個人M 委員会出席旅費 0.02
9 個人S 委員会出席旅費 0.02

10 個人T 委員会出席旅費 0.02

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 扶桑速記印刷（株） 委員会の速記作業 0.07 随意契約

2
社会福祉法人　日本盲人職能
開発センター

評議員会の速記作業 0.05 随意契約

3
4
5
6
7
8
9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）紀伊國屋書店 書籍購入（契約数１９） 5 1 81.6%
2 （有）タケマエ 備品等購入（契約数10） 1 随意契約
3 エルゼビア・ビー・ブイ データベース使用料 1 随意契約
4 （株）ジャスト 消耗品購入 0.9 随意契約
5 向山装飾（株） 施設備品更新（契約数２） 0.8 随意契約
6 臨時研究補助員 臨時研究補助員賃金 0.7
7 （株）日立東日本ソリューションズソフトウェア購入 0.6 1 74.2%
8 （株）くろがね工作所 備品修理等（契約数７） 0.4 随意契約
9 NECネクサソリューションズ（株）システム改修 0.4 随意契約

10 （株）ミクニ商会 消耗品等購入（契約数５） 0.3 随意契約



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 7 7

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 7 7 -

―

(       8       ) (       8       ) (       8       ) (       8       )

単位当たり
コスト

902 （千円／課題１件） 算出根拠 7,218千円／8件=執行額（千円）／課題数（件）

研究課題数

活動実績

（当初見込
み）

8 8 8

－

課題数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

社会保障や人口問題に係る基礎的な研究であるため、
単年度での成果等を設定していない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 138% 94% 144%

執行額 22 15 23

16 16 16 7 7

7 7

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 16 16 16

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

社会保障・人口問題全般における基礎資料及び情報の収集やデータベースの整備等を実施する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

当研究所においては、高齢化、少子化等を背景として、今日、重要な政策課題とされている社会保障及び人口問題に関する政策研究を実
施しているところであるが、これらの研究に当たっては、行政当局からの要請に迅速かつ的確に応えることにみならず、研究所の所掌に係
る各研究領域において、内外の学術・学説の動向、政策上の論点等の把握、内外の先駆的調査手法、分析・推計手法等の把握・開発等の
基盤的研究を実施するものである。

平成１４年度 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 873

国立社会保障・人口問題研究所基盤的研究費 担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

平成24年度は、システム関連で予定外の支出が6百万円ほどあったが、これを除外すれば、ほぼ予算額と同程度の執行状況になる。これまでも無駄を
削減し、かつ競争性を確保するよう努めてきたところではあるが、平成25年度より、予算額が半分以下に縮減されるため、これまで以上に事業の効率化
を図り、効果的な執行を実施することとする。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、社会保障政策の推進のため社会保障・人口問題全般における基礎資料やデータベースの整備等実施に必要な経費であるが、
本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

607 550

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

－

－

－

○

－

所管府省・部局名

－

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

489平成22年

社会保障・人口問題全般における基礎資料やデータ
ベースを整備しており、研究を実施するための基盤とし
て国費投入は必要不可欠である。

△

○

国の研究所の研究基盤として自ら環境整備を行う必要
がある。

－

一般競争入札の実施や、契約金額が少額であっても見
積合わせの実施により、競争性を確保している。

－

－

－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

－

研究所の研究基盤として必須となる研究データ等を整
備するもので、効果的に実施されている。

－

社会保障・人口問題全般における基礎資料やデータ
ベースは、研究基盤として有効に活用されている。

備考

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見



国立社会保障・人口問題研究所 

23百万円 

ネットワークシステムセキュリティ対策、機器賃貸・保守・修理、資料電子化、研究関連データベース利用 等 

  
 

【一般競争入札、随意契約】 
 

B 民間企業（６社）  
４百万円 

  
 

〔機器賃貸・保守・修理〕 
 

A 民間企業（２社）  

６百万円 
  

 〔ネットワークシステムセキュリティ対策等〕 

【随意契約】 
 

Ｃ 民間企業（２社）   

０．９百万円 
  

 

【随意契約】 
 

Ｄ （株）大日テクナ  

０．７百万円 
  

 

〔研究関連データベース利用〕 

Ｅ 民間企業（４社）  

０．６百万円 
  

 

G 事務費  

１０百万円 
  

 
〔事務用消耗品購入等〕 

 

〔提案書技術審査支

援〕 

【随意契約】 
 

〔資料電子化・製本〕 

〔ホームページ作成等〕 

【随意契約】 
 

F（株）アーバン・コネクションズ 

０．２百万円  

 

【一般競争入札、随意契約】 
 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 2

消耗品費 事務用消耗品購入 2

C. G.（有）タケマエ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

借料及び損料 複写機賃貸・保守 2

B.富士ゼロックス（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 0

A.NECネクサソリューションズ（株） E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費
ネットワークシステム等セキュリティ脆弱性
対策

3

費　目



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

F.

G.

10 （株）ぎょうせい 冊子購入（契約数５） 0.3 随意契約
9 ナカバヤシ（株） OA消耗品購入（契約数８） 0.3 随意契約
8 （株）じほう 情報料 0.4 随意契約
7 社会福祉法人　東京コロニー 事務用消耗品購入（契約数３） 0.5 随意契約
6 （財）国土地理協会 データベース購入 0.5 随意契約
5 郵便事業（株） 郵便料金 0.7 随意契約
4 （株）ソフマップ OA消耗品購入（契約数５） 0.8 随意契約
3 東日本電信電話（株） 電話料金 0.9 随意契約
2 （株）ミクニ商会 事務用消耗品購入（契約数22） 1 随意契約
1 （有）タケマエ 事務用消耗品購入（契約数９） 2 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円） 入札者数 落札率

10
9
8
7
6
5
4
3
2
1 （株）アーバン・コネクションズ ホームページ作成等（契約数３） 0.2 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円） 入札者数 落札率

10
9
8
7
6
5
4 大学共同利用機関法人　情報システム研究機構研究データベース利用 0.05 随意契約
3 ウエストロー・ジャパン（株） 研究データベース利用 0.1 随意契約
2 （株）紀伊國屋書店 研究データベース利用 0.1 随意契約
1 （株）極東書店 研究データベース利用 0.3 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円） 入札者数 落札率

10
9
8
7
6
5
4
3
2
1 （株）大日テクナ 提案書技術審査支援業務 0.7 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円） 入札者数 落札率

10
9
8
7
6
5
4
3
2 美装社図書館製本株式会社 蔵書資料製本 0.05 随意契約
1 （株）国際マイクロ写真工業社　 資料電子化 0.9 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円） 入札者数 落札率

10

落札率

9
8
7
6
5
4
3
2 （株）ファイブドライブ コンピュータシステム等セキュリティ監査 2 2 60.5%
1 NECネクサソリューションズ（株）ネットワークシステム等セキュリティ脆弱性対策 3 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円） 入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

10
9
8

入札者数

7

1 富士ゼロックス（株） 複写機賃貸・保守 2 随意契約
2 NECネクサソリューションズ（株）複合機保守 0.8 随意契約
3 （株）ハザン商会 図書管理システム 0.6 随意契約
4 （株）イトーキテクニカルサービス電動集密書架保守料 0.5 随意契約
5 （有）タケマエ 図書室機器修理 0.02 随意契約
6 パナソニックCCソリューションズ（株） 図書室機器保守点検 0.01 随意契約



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 29 29

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 29 29 -

300

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　93（千円／調査地区数） 算出根拠 27,896千円÷300調査地区数

調査地区数

活動実績

（当初見込
み）

地区

840 300 300

－

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（　　年度）

外部委員により構成される、当研究所の研究評価委員
会の総合評点をもって成果実績とする。（5＝特に優れて
いる、４＝優れている、３＝良好、２＝やや劣っている、１
＝劣っている）

成果実績 － 4.4 3.9 4.4 －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 83% 61% 74%

執行額 57 23 28

69 38 38 29 29

29 29

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 69 38 38

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

調査地区から層化無作為抽出した地区における世帯及び世帯員を調査の客体とし、地方公共団体において任命された調査員が世帯を訪問
し、調査を行い、その調査結果を国において集計し、詳細な分析を実施している。（調査の内容に関わらず、実施方法は基本的に変わらない）
各年度の実施調査は
平成22年度　第14回出生動向基本調査
平成23年度　第7回人口移動調査
平成24年度　生活と支え合いに関する調査
平成25年度　第5回全国家庭動向調査
平成26年度　第7回世帯動態調査

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

出生動向、人口移動、社会保障関係、全国家庭動向及び世帯動態に係る調査を毎年ローテーションで実施し（各5年に1回の実施）、各種施策
の基礎資料として活用することを目的とする。

昭和１５年度 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保する

事業番号 874

研究調査経費（社会保障・人口問題基本調査） 担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　社会保障・人口問題基本調査は、当研究所の根幹となる事業として、その調査結果は公表され、施策の基礎資料として利用されるなど、広く活用されてお
り、平成２４年度の研究評価委員会においても高い評価を得ている(平成２４年度は３００の調査地区にて実施)。なお、平成24年度には不用額が発生してい
るが、平成25年度からは執行の見直しにより、予算額が約1千万円縮減されるため、これまで以上に事業の効率化を図り、効果的な執行を実施することと
する。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、社会保障政策の推進のため各種調査研究事業に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であ
ることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 609 551

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

〇

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

○

○

－

〇

○

○

〇

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

国が実施する各種政策の基礎となるデータの調査であり、
その社会的意義を踏まえても国費を投入する必要があると
いえる。

△

490

－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されてい
る。
東日本大震災の影響により被災地域の調査が実施でき
ず、さらにデータ集計等業務の入札で差額が生じたことが
主な要因。

現行方法で調査票の回収状況も良いことから、効果的に
実施しているといえる。

活動実績は見込みに見合ったものである。

調査結果は各種政策の基礎資料として活用されている。

国の各種政策の基礎となるデータを調査しており、自治体
や民間等に委ねられる事業ではない。

本事業は、研究所の根幹事業の一つであり、優先度は高
い。

一般競争入札の実施や、契約金額が少額であっても見積
合わせの実施により、競争性を確保している。

－

単位当たりのコスト水準は妥当である。



国立社会保障・人口問題研究所 

２８百万 

調査実施要領の企画立案、調査票の集計、調査実施に係る経費の交付 等  

 

各都道府県 支出負担行為担当官 

（４６団体）  

１７百万円 
  

 

予算示達 
 
 【事務委任】 

 
 

〔請負契約の締結、調査経費の交付等〕 
 
 

【請負契約】 
 
 

Ａ 各都道府県知事・指定都市市長及び

中核市市長（１０２団体）  

１７百万円 
  

 〔調査の実施〕 
 
 

E 事務費  

６百万円  

 

Ｂ 民間企業（２社）  

３百万円 
  

 

【随意契約】 
 
 

〔調査票等印刷・梱包発送〕 
 
 

Ｃ シティコンピュータ（株）  

１百万円 
  

 

【一般競争入札】 
 
 

〔調査データ入力作業〕 
 
 

〔消耗品費、臨時研究補助職員賃金〕 
 
 

【随意契約】 
 
 

〔モニタリング〕 
 
 

D （社）新情報センター  

０．７百万円 
  

 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 1 計 0

雑役務費 データ入力 1

C.シティコンピュータ（株） G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 3 計 0

印刷製本費 調査票等印刷 3

B.大和綜合印刷（株） F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 2 計 4

賃金 臨時研究補助職員賃金 4

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

A.東京都 E.臨時研究補助職員

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

調査受託経費 調査事務費 2

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

10 福岡県 社会保障・人口問題基本調査の実施

落札率

0.3

9 千葉県 社会保障・人口問題基本調査の実施 0.4

8 神奈川県 社会保障・人口問題基本調査の実施 0.4

7 北海道 社会保障・人口問題基本調査の実施 0.4

6 大阪府大阪市 社会保障・人口問題基本調査の実施 0.4

5 埼玉県 社会保障・人口問題基本調査の実施 0.4

4 大阪府 社会保障・人口問題基本調査の実施 0.4

3 愛知県 社会保障・人口問題基本調査の実施 0.4

2 神奈川県横浜市 社会保障・人口問題基本調査の実施 0.4

1 東京都 社会保障・人口問題基本調査の実施 2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 （株）内山回漕店 調査票等印刷（契約数２）

1 大和綜合印刷（株）

随意契約

4

5

調査票等印刷（契約数２） 2

6

10

9

8

7

3

0.3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 シティコンピュータ（株） 調査データ入力 1 6 36.0%

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （社）新情報センター モニタリング 0.7 随意契約

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 臨時研究補助職員 臨時研究補助職員賃金 4

2 （株）日立東日本ソリューションズソフトウェア購入（契約数2） 2 1 74.2%

3 インフォーマティック（株） ソフトウェア購入 0.3 随意契約

4 （株）パスコ ソフトウェア購入 0.2 6 90.8%

5 ソニーマーケティング（株） OA機器購入 0.1 随意契約

6 三谷商事（株） ソフトウェア購入 0.07 随意契約

7 （株）オノデン OA機器購入 0.003 随意契約

8

9

10



事業番号 875

研究調査経費（社会保障・人口問題基本調査による分析
モデル開発）

担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成８年度 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

社会保障・人口問題基本調査（事業番号874　5つの事業を5年ごとにローテーションにより実施）で得たデータを詳細に分析し、厚生労働行
政を始めとする応用面で有益なアウトプットを供給することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

前年度に実施した社会保障・人口問題基本調査で得た調査結果の要因分析を行うための分析モデルを開発する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 2 3 3 3 3

補正予算

繰越し等

2 3 3 3 3

執行額 2 1 5

執行率（％） 100% 33% 167%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

24年度
目標値
（　　年度）

外部委員により構成される、当研究所の研究評価委員
会の総合評点をもって成果実績とする。（5＝特に優れて
いる、４＝優れている、３＝良好、２＝やや劣っている、１
＝劣っている）

成果実績 － 4.4 4.4 4.0 ―

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

― ― ―

―

―

― (        -         ) (        -         ) (        -       )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　－　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 ―

活動（事業運営）に関しても上記の研究評価委員会の総
合評点の中に考慮されているため、これを準用すること
とする。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 3 3 ―

3 3

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されている。

調査を企画設計した研究者が自ら調査結果を分析する
ことが、最も効果的であり、かつ信頼性も高いといえる。

－

調査結果は各種政策の基礎資料として活用されている。

国が実施した調査結果の分析であり、国の各種政策の
基礎となるデータであるため、自治体や民間等に委ねら
れる事業ではない。

基本調査の後続事業である本事業は、研究所の根幹事
業の一つであり、優先度は高い。

一般競争入札の実施や、契約金額が少額であっても見
積合わせの実施により、競争性を確保している。

－

－

－

国が実施する各種政策の基礎となる調査データの分析
であり、その意義を踏まえても国費を投入する必要があ
る。

△

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

〇

－

○

－

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

本事業は、社会保障政策の推進のため各種調査研究事業等に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当
であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

―

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　本事業は、前年度に実施した基本調査により得られた調査結果の要因分析をするというものであり、基本調査の精度を高めるという点でも重要な事業
であることから、平成２４年度の研究評価委員会においても高い評価を得ている。平成24年度はこの分析に際して、当初予定外のソフトウェアを購入した
ため、執行額が予算額を上回ったが、今後とも限られた予算を効率的かつ効果的に執行できるよう継続的に取り組みを実施することとする。

評　価項　　目

点
検
結
果



491610 552平成22年 平成24年平成23年

国立社会保障・人口問題研究所 

５百万円 

 

データ集計及び作成、データ入力、印刷製本、翻訳作業等  
 

E 事務費  

３百万円  

 

Ａ （株）SAY企画  

１百万円 
  

 

【一般競争入札】 
 

〔データ集計及び作成〕 
 

Ｂ 日本電子計算（株）  

０．６百万円 
  

 
〔データ入力〕 

 

【随意契約】 
 

〔消耗品購入、臨時研究補助職員賃金〕 
 

C 統計印刷工業（株）  

０．５百万円 
  

 
〔印刷製本〕 

 

D 翻訳センターパイオニア  

０．１百万円 
  

 
〔翻訳作業〕 

 

【随意契約】 
 

【随意契約】 
 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 データ集計及び作成 1

費　目

A.(株)SAY企画 E.事務費
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

消耗品費 ソフトウェア購入 2

計 1 計 2

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

10

9

8

OA消耗品購入（契約数２） 0.02 随意契約

7

6

4 ソフトウェア購入（契約数２） 0.3 随意契約インフォーマティック（株）

5 （株）ソフマップ

3 （株）パスコ ソフトウェア購入（契約数２） 0.4 6 90.8%

2 臨時研究補助職員 臨時研究補助職員賃金 0.4

1 （株）日立ソリューションズ東日本 ソフトウェア購入 2 1 74.2%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）翻訳センターパイオニア 翻訳作業 0.1 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 統計印刷工業（株） 印刷製本 0.5 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

7

3

9

8

10

データ入力 0.6

6

4

5

1 日本電子計算（株）

2

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）SAY企画 データ集計及び作成 1 3 23.2%

2

3

4

5

6

7

8

9

落札率

10



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 2 2

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

2 2試験研究費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

職員旅費 0.2 0.2 ―

―

(        -         ) (        -         ) (        -         ) (        -       )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　－　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 ―

活動（事業運営）に関しても上記の研究評価委員会の総
合評点の中に考慮されているため、これを準用すること
とする。

活動実績

（当初見込
み）

―

― ― ―

―

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（　　年度）

外部委員により構成される、当研究所の研究評価委員
会の総合評点をもって成果実績とする。（5＝特に優れて
いる、４＝優れている、３＝良好、２＝やや劣っている、１
＝劣っている）

成果実績 － 4.3 4.2 4.6 ―

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

執行率（％） 150% 100% 150%

執行額 3 2 3

2 2 2 2 2

2 2

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 2 2 2

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

前々年度に実施した基本調査の調査地区の調査協力機関、調査員及び調査対象者に対して、研究所研究員が現地に出向き聞き取り調査
を実施し、その結果を踏まえた分析を実施する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

社会保障・人口問題基本調査（事業番号874　5つの事業を5年ごとにローテーションにより実施）の結果について、その正確性・信頼性を評
価し、それらに影響を与える要因を明らかにするとともに、その後における意識・行動の変化とその要因を明らかにすることにより、分析の精
緻化と次回調査の企画設計に役立てるとともに、各種行政施策の立案・策定のための基礎資料を提供することを目的とする。

平成８年度 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 876

研究調査経費（社会保障・人口問題基本調査の事後事
例調査）

担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　本事業は、前々年度に実施した基本調査により得られた調査結果の事後調査を実施することは、当該基本調査の精度を一層高めるためにも必要であ
り、平成２４年度の研究評価委員会からも高い評価を得ている。平成24年度は当初予定外のソフトウェア購入により、執行額が予算額を上回ったが、今
後とも限られた予算を効率的かつ効果的に執行できるような取り組みを実施することとする。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、社会保障政策の推進のため各種調査研究事業等に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当
であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

―

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 618 559

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

○

○

－

〇

－

○

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

国の実施する各種政策の基礎となるデータ結果に関す
る評価、並びに今後実施する一連の調査・分析の改善を
図るために、国費を投入する意義のある事業である。

△

492

－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

調査を企画設計した研究者が自ら調査結果を分析する
ことが、最も効果的であり、かつ信頼性も高いといえる。

－

調査結果は各種政策の基礎資料として活用されている。

調査データは国の各種政策の基礎となるものであり、調
査から分析・評価・改善まで一連の流れとして実施する
必要があることから、自治体や民間等に委ねられる事業
ではない。

基本調査の後続事業である本事業は、研究所の根幹事
業の一つであり、優先度は高い。

契約金額が少額のため、見積合わせにより競争性を確
保している。

－

－

国立社会保障・人口問題研究所



国立社会保障・人口問題研究所 

３百万円 

 

報告書等印刷費等  
 

Ｂ 事務費  

２百万円  

 

Ａ 大和綜合印刷（株）  

１百万円 
  
 

【随意契約】 
 

〔報告書等印刷費〕 
 

〔消耗品費、職員旅費等〕 
 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 1 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

A.大和綜合印刷（株） E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

印刷製本費 報告書印刷 1

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

74.2%

落札率

9

8

7

6

5

4

3

2

1 大和綜合印刷（株） 報告書印刷（契約数２） 1 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 （株）日立東日本ソリューションズソフトウェア購入費

1 （株）Agoop

1

4 （株）ライトストーン ソフトウェア購入費 0.06 随意契約

5

ソフトウェア購入費 0.8

6 （福）友愛十字会　友愛書房 書籍購入

10

9

8

7

職員K 公務出張旅費

公務出張旅費職員I

3

随意契約0.02

0.03 随意契約

0.1

0.6



事業番号 877

社会保障情報・調査研究費 担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成８年度 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-
関係する計画、

通知等
-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

各種の国際基準に基づき、毎年度の社会支出総額や政策分野別データの集計及び国際比較分析を行うとともに、社会保障給付費総額や
機能別・制度別データ及び財源データの集計を行い、併せて、過去からの時系列データの整備を行うことを通じて、わが国における社会保
障制度の現状やこれまでの推移、国際比較の動向を示す基礎的なデータを提供する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・OECD基準に沿った社会支出総額及びGDP（国内総生産）に対する比率、政策分野別にみたデータなどの集計及び国際比較
・ILO基準に沿った社会保障給付費総額や機能別（高齢、障害、保健医療などの区分）、制度別（年金、医療、介護などの制度区分）にみた
データ、及び財源データの集計
・過去からの社会支出及び社会保障給付費等に関する時系列データの整備

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 3 3 3 3 3

補正予算

繰越し等

3 3 3 3 3

執行額 3 3 3

執行率（％） 100% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

24年度
目標値
（　　年度）

外部委員により構成される、当研究所の研究評価委員
会の総合評点をもって成果実績とする。（5＝特に優れて
いる、４＝優れている、３＝良好、２＝やや劣っている、１
＝劣っている）

成果実績 － 3.9 4.5 4.5 ―

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

― ― ―

―

―

(        -         ) (        -         ) (        -         ) (        -       )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　－　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 -

活動（事業運営）に関しても上記の研究評価委員会の総
合評点の中に考慮されているため、これを準用すること
とする。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 3 3 -

3 3

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

計

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

本事業で集計したデータは、研究所のホームページ上に
も掲載し、各種政策立案の基礎資料等として活用されて
おり、事業の実施方法は適切である。

－

本事業における「社会保障費用統計」の集計は、国際比
較を行う上で特に重要な基幹統計と位置付けられてお
り、「厚生労働白書」や「高齢社会白書」はもとより各種審
議会の資料でも多く引用されている。

備考

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

上述のとおり、国の責任において実施すべき事業であ
る。

社会保障費用統計として基幹統計指定されたこともあ
り、優先度は高い。

契約金額が少額のため、見積合わせにより競争性を確
保している。

－

－

－

毎年度の社会支出集計とともに、社会保障給付費及び
財源データの集計を継続的に行う事業であり、過去から
の時系列データの整備を通じて、わが国の社会保障制
度の現状や推移を示す基礎的データを提供している。そ
の成果は、各種政策立案の基礎資料等として活用され
ており、国際比較を行う上でも特に重要な公的統計と位
置付けられていることから、国費を投入する必要がある
事業である。

△

495

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

－

○

－

所管府省・部局名

〇

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

617 558平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、社会保障政策の推進のため各種調査研究事業等に要する経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当
であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

評　価項　　目

点
検
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　平成24年度の研究評価委員会において、「社会保障に関する基礎的な統計は政策策定の基礎資料ともなるものであり、当研究所の重要な役割であ
る」との評価を得ていることから、事業の必要性は高い。今後とも限られた予算額の中で、最大限の効果が得られるよう、継続的に予算執行の効率化を
図るための必要な取り組みを実施することとする。



国立社会保障・人口問題研究所 

３百万円 

 

ホームページ作成、公表資料等印刷、書籍購入 
 

Ｃ 事務費  

２百万円  

 
〔臨時研究補助職員賃金、書籍購入〕 

 

【随意契約】 
 

B （株）祥文社  

０．1百万円 
  
 

〔公表資料等印刷〕 
 

【随意契約】 
 

〔英文ＨＰ作成〕 
 

A  （株）ｱｰﾊﾞﾝ･ｺﾈｸｼｮﾝｽﾞ   

０．５百万円 
  
 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目

A. E.
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C.臨時研究補助職員 G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

賃金 臨時研究補助職員 2

計 2 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

随意契約

入札者数

7

3

9

8

10

英文HP作成

0.1

6

4

5

1

（株）アーバン・コネクションズ

2

（株）祥文社

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

公表資料等印刷

0.5 随意契約

2

3

4

5

6

7

8

9

落札率

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 臨時研究補助員 臨時研究補助員賃金 2

2 （福）友愛十字会　友愛書房 書籍購入 0.01 随意契約

3 （株）ぎょうせい 書籍購入 0.01 随意契約

4

5

6

7

8

9

10



事業番号 878

研究成果の普及等に要する経費 担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成８年度 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

社会保障・人口問題分野における研究の進展は著しいが、行政と学界との間で必ずしも十分かつ活発な交流が行われているとはいいがた
い状況がみられ、また、学界内部においても、経済学、社会学、法律学、行政学等からの学際的なアプローチによって研究されてきた経緯か
ら、十分な交流の場が確保されていない状況にある。本事業では、国立社会保障・人口問題研究所における研究成果を紹介し、関係機関等
との交流を図り、社会保障及び人口問題研究の発展に資することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

厚生政策セミナーの開催及び研究成果の公表に関する事業等を実施している。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 5 4 4 4 4

補正予算

繰越し等

5 4 4 4 4

執行額 4 4 2

執行率（％） 80% 100% 50%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 100 100

24年度
目標値
（　　年度）

研究所ホームページ（トップページ）に対するアクセス数

成果実績 アクセス 約90万 約80万 約80万 ―

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－

開催 開催 開催

100

開催予定

単位当たり
コスト

　　　　　　　２（百万円） 算出根拠 セミナー開催にかかった経費

厚生政策セミナーの開催（年1回）

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.6 0.7 -

0.09 0.09

試験研究費 4 4

委員等旅費

4 4

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

一般競争入札により、価格が抑えられたこと、研究委員
の欠席が発生したこと等による。

セミナーのテーマ設定や会場選定など一般国民の参加
を配慮している。また、研究所の研究成果公表について
も、ホームページを通じて一般国民に高い関心のある研
究論文等を分かりやすく情報提供しており、効果的な手
段である。

活動実績は見込みに見合ったものである。

セミナーのプログラムと報告資料はホームページ及び機
関誌において公開しており、広く一般国民の関心に応え
ている。

国の政策への関心に応えること事業内容であることを踏
まえ、国で実施すべき事業である。

研究成果を広く社会に提供するという、研究所の目的の
達成するために必要な事業であり、優先度は高い。

一般競争入札の実施や、契約金額が少額であっても見
積合わせの実施により、競争性を確保している。

－

単位当たりのコストは妥当である。

－

広く国民のニーズに配慮しつつ、人口問題及び厚生労
働・社会保障施策に関連する制度横断的かつ国際的な
観点からのテーマを選択して実施しており、国の政策へ
の関心に応える事業内容として国費を投入すべき事業
である。

△

496

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

〇

○

○

〇

所管府省・部局名

研究成果の普及は事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと
比較してより効果的あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

〇

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

618 559平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、社会保障政策の推進のため調査研究事業等に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であ
ることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

本事業は研究成果を広く社会に提供するという本研究所の目的に合致したものであり、厚生政策セミナーはその目的に沿って実施され、社会的な認知
度も高い。また、研究成果については当研究所のホームページにて公表しており、平成２４年度は約８０万件のアクセスがあったところである。今後とも発
注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を継続しつつ、研究内容の質を維持するために必
要な取組を実施することとする。

評　価項　　目

点
検
結
果



国立社会保障・人口問題研究所 

２百万円 

 

セミナー運営業務請負、会場使用料、セミナー等出席謝金・旅費 
 

【一般競争入札】 
 

Ａ （株）ステージ  

２百万円 
  
 

〔セミナー運営業務請負〕 
 

【随意契約】 
 
Ｂ （財）星陵会   

０.２百万円 
  

 
〔会場使用料〕 

 

Ｃ 個人（８人）  

０．２百万円 
  
 

〔委員会等出席謝金〕 
 

Ｄ 個人（２人） 

０．０６百万円 
  
 

〔セミナー等出席旅費〕 
 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 セミナー運営業務請負 2

費　目

A.（株）ステージ E.
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 2 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

10

9

8

7

6

5

4

3

2 個人Y セミナー出席旅費 0.03

1 個人O セミナー出席旅費 0.03

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8 個人S 研究会の講師料金 0.01

7 個人M 研究会の講師料金 0.01

6 個人K 研究会の講師料金 0.01

5 個人K 研究会の講師料金 0.01

4 個人J 研究会の講師料金 0.03

3 個人Y セミナー出席謝金 0.05

2 個人E セミナー出席謝金 0.05

1 個人O セミナー出席謝金 0.05

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

7

3

9

8

10

会場使用料 0.2

6

4

5

1 （財）星陵会

2

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）ステージ セミナー運営業務請負 2 3 62.4%

2

3

4

5

6

7

8

9

落札率

10



3535雑役務費

事業番号 879

国立感染症研究所共通経費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成18年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国立感染症研究所の研究業務の円滑な遂行

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

当所研究業務全般に必要な備品、消耗品等の購入費用、印刷製本費、通信運搬費、非常勤職員給与等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 155 140 130 127 127

補正予算

繰越し等

155 140 130 127 127

執行額 155 140 130

執行率（％） 100% 100% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

24年度
目標値

（　　年度）

研究所の事務費であるため、定量的な成果指標を示せ
ない。

成果実績 － － － － －

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

－

－ (       －       ) (       －       ) (       －       )

単位当たり
コスト

　　　　　－　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

研究所の事務費であるため、定量的な活動指標を示せ
ない。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

備品費 5 5

26 26

印刷製本費 8 8

消耗品費

通信運搬費 12 12

借料及び損料 3 3

127 127

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

賃金等 38 38

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

－

－

－

－

－

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。引き続き一般競争入札における参加者数の確保に
努める。

－

－

－

－

－－

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国の感染症対策に寄与
する事業である。

○

497

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

－

－

－

－

－

－

－

所管府省・部局名

－

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

619 560平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、国立感染症研究所の研究業務遂行に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることか
ら、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

本事業においては、国立感染症研究所の研究業務の円滑な遂行のための、事務的器材の賃貸借、消耗品の購入及び、外部への業務紹介に使用する
パンフレット等の作成業務を実施している。事務的器材（複写機）の借料において、一般的競争入札により業者を選定し、複数年契約を行う等している
が、引き続き効率的な予算執行に努めたい。

評　価項　　目

点
検
結
果



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

130.23百万円 
 

国立感染症研究所共通経費 

Ｄ．事務経費 
 

54.98百万円 

 

事務機器賃貸借・外国書籍

等の購入 

Ａ.民間企業３者 
 

8.46百万円 

 

廃棄物処理 
 

Ｂ．民間企業１者 
 

62.78百万円 

 

実験動物飼育管理業務 

Ｃ．民間業者２者 
 

4.01百万円 

 

国際学術誌の発行 
 

一般競争入札 一般競争入札 一般競争入札 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

役務 廃棄物処理業務 5

費　目

A.（株）ハイシステム E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5 計 0

B.東京ビジネスサービス（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務 実験動物管理業無 62

計 62 計 0

C.小宮山印刷工業（株） G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

印刷製本 学術誌印刷 3

計 3 計 0

D.カルガーリブリ　インターナツイオナレ　ザイトシュリフテンアゲントウーア H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

消耗品費 外国雑誌購入 17

計 17 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

(株)有隣堂 外国書籍の購入 7.16 8 84.132

7

3

9

8

10

感染症研究所実験動物飼育管理業務 62.78

6

4

5

1 東京ビジネスサービス（株）

2

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 (株)ハイシステム 廃棄物処理 4.71 1 61.93

2 東京医療クリーン事業協同組合 廃棄物処理 2.18 3 42.93

3 （株）リバース 廃棄物処理 1.57 2 49.85

4

5

6

7

8

9

落札率

97.71

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 小宮山印刷工業（株） 感染研国際学術誌の印刷 2.9 1 45.98

2 カクタス・コミュニケーション(株) 感染研国際学術誌の英文校正 1.11 3 42.98

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 カルガーリブリ　インターナツイオナレ　ザイトシュリフテンアゲントウーア 外国雑誌の購入 17.02 8 84.13

3 エルゼビア・ビー・ブイ　サイエンス・アンド・テクノロジー 電子書籍利用料 5.4 8 84.13

4 エブスコインターナショナル 外国書籍の購入 3.75 8 84.13

5 (株)紀伊国屋書店 外国書籍の購入 1.9 8 84.13

6 ユサコ(株) 外国書籍の購入 1.71 8 84.13

7 富士ゼロックス(株) 複写機の保守料として 1.09 随意契約 －

8 日本出版貿易(株) 外国書籍の購入 0.97 8 84.13

9 (株)南江堂 外国書籍の購入 0.82 8 84.13

10 ＮＴＴファイナンス(株) 複写機の賃貸借料として 0.74 随意契約 －



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 98 99

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

委員等旅費 0 0

試験研究費 82 82

国有特許発明補償費 0 0

1 2

庁費 14 14

職員旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 1 1 職員旅費の増

―

― (      ―　     ) (      ―　     ) (      ―　     )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 ―

研究所の運営費であるため、定量的な活動資料を示せ
ない。

活動実績

（当初見込
み）

―

― ― ―

―

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

研究所の運営費であるため、定量的な成果資料を示せ
ない。

成果実績 ― ― ― ― ―

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

執行率（％） 100% 100% 100%

執行額 101 102 104

101 102 104 98 99

98 99

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 101 102 104

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国立感染症研究所の業務として血清情報管理室の運営、ハンセン病に関するレファレンス等を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

国立感染症研究所がその業務を行うために必要な一般事務経費、旅費、光熱水料、試験検査材料費等

平成18年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 880

国立感染症研究所運営費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

運営に係る光熱水料やその他事務に必要な経費として執行している。光熱水料については、積極的な節電により無駄をなくし、消耗品の購入について
は、適切な在庫の管理や購入品の精査を行う等、引き続き効果的な予算執行に努めたい。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、国立感染症研究所の試験研究業務の遂行に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当である
ことから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 620 561

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

－

○

○

－

－

－

－

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

498

事業の適切な遂行に必要な使途に限定し執行している。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。引き続き一般競争入札における参加者数の確保に
努める。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

97.52百万円 
 

国立感染症研究所運営費 

Ｅ．事務経費 
 

88.86百万円 

 

光熱水料、庁舎維持管理等 
 

Ｂ.職員旅費 
 

0.92百万円 

 

国内旅費 

随意契約 

Ａ.諸謝金 
 

0.46百万円 

 

会議出席謝金 

Ｃ.国有特許発明補償費 
 

2.7百万円 

 

Ｄ.民間企業６社 
 

4.58百万円 

 

血清情報管理業務 

随意契約 随意契約 

一般競争入札・随意契約 



計 2 計 0

備品費 備品購入 2

D.(株)豊島製作所 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

国有特許発明
補償費

国有特許発明補償費 1

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 42

光熱水料 電気量 42

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A. E.東京電力(株)

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

10

9 委員Ｉ 会議出席謝金

落札率

－

－

－

－

－

－

－

－

0.02 － －

0.02 －

委員Ｊ 会議出席謝金

－

8 委員Ｈ 会議出席謝金 0.02 － －

7 委員G 会議出席謝金 0.02 － －

6 委員Ｆ 会議出席謝金 0.03 － －

5 委員Ｅ 会議出席謝金 0.04 － －

4 委員Ｄ 会議出席謝金 0.04 － －

3 委員C 会議出席謝金 0.04 － －

2 委員Ｂ 会議出席謝金 0.04 － －

1 委員Ａ 会議出席謝金 0.04 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

－

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 職員Ｂ 国内旅費

1 職員Ａ

－

－

4 職員Ｄ 国内旅費 0.06 － －

5

国内旅費 0.1

6 職員Ｆ 国内旅費

10 職員Ｊ 国内旅費 0.03 －

9 職員Ｉ 国内旅費 0.04 －

－

－8 職員Ｈ 国内旅費 0.04

7 職員G 国内旅費

職員C 国内旅費

国内旅費職員Ｅ

3

－

－

0.05

0.05

0.06 －

0.07

0.09

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 職員Ａ 国有特許発明補償費 1.27 － －

2 職員Ｂ 国有特許発明補償費 1.27 － －

3 職員C 国有特許発明補償費 0.07 － －

4 職員Ｄ 国有特許発明補償費 0.03 － －

5 職員Ｅ 国有特許発明補償費 0 － －

6 職員Ｆ 国有特許発明補償費 0 － －

7 職員G 国有特許発明補償費 0 － －

8 職員Ｈ 国有特許発明補償費 0 － －

9 職員Ｉ 国有特許発明補償費 0 － －

10 職員Ｊ 国有特許発明補償費 0 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 (株)豊島製作所 備品購入 2.14 2 99.7

2 0.89 随意契約 -
(株)バイオシス 消耗品購入

3 0.38 随意契約 -

4 (株)ユニバーサルコンピューターシステム ソフトウェア開発 0.99 随意契約 -

5 (株)ＫＤＤＩ 電話料 0.09 随意契約 -

6 (株)竹宝商会 消耗品購入 0.03 随意契約 -

7 ＮＴＴ東日本 電話料 0.02 随意契約 -

8

9

10



Ｅ.

東京ビジネスサービス（株） 庁舎清掃業務

9 東京ガス(株) 都市ガス供給料 1.04 1 99.89

8 日本オーチス・エレベータ（株） 昇降機設備保守 1.5 3 43.81

7 (株)ハタノシステム 自家発電設備保守 1.62 1 80.7

6 （株）トーケイ 自動車運行管理業務 4.92 5 68.25

5 ニッタン（株） 消防用設備保守 4.93 6 97.9

4 富士ゼロックス(株) 電子複写機保守業務 6.29 1 99.88

2 15.26 随意契約 -

3 10.29 1 94.77

東京都水道局 水道供給料

1 東京電力(株) 電気供給料 41.88 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 富士ソフト株式会社 入退館システム部品購入 0.94 随意契約 －



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 141 169

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

雑役務費 25 28

通信運搬費 5 5

賃金 39 56

62 68

印刷製本費 5 5

消耗品費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

備品費 5 7 非常勤職員の人数見直しに伴う増

―

(　　　11　　　) (　　　11　　　) (　　　11　　　) (　　　11　　　)

単位当たり
コスト

15,375 （千円／課題１件） 算出根拠 169,127千円／11件=執行額（千円）／課題数（件）

研究課題数

活動実績

（当初見込
み）

課題数

11 11 11

―

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

感染症に対する種々の基礎的な研究にかかる経費であ
り、感染症の予防、治療、流行の阻止等感染症対策に資
するが、成果との直接的な因果関係が示せないため、定
量的な成果指標を示せない。

成果実績 ― ― ― ― ―

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

執行率（％） 100% 100% 100%

執行額 170 170 157

170 170 157 141 169

141 169

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 170 170 157

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

当事業では、病原体等を取り扱う上での安全管理の研究、実験動物の微生物モニタリング、生物学的製剤、抗生物質等の安全管理に関す
る研究、感染症に関する検査システムを確保するために必要な研究、感染症に関わる基礎研究等多岐に亘る研究を行い、技術的な根拠の
ある感染症対策を可能としている。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

感染症に対する様々な研究業務（病原体の検出、疾病原因の解明、診断法の確立やワクチン・医薬品の開発等）、感染症に関するサーベイ
ランスやレファレンス業務、ワクチン検定業務や放射能・バイオ実験室の安全管理や講習の実施等競争的原理にはなじまない、感染症研究
と医療科学技術の発展を図る。

平成14年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 881

基盤的研究費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

本研究事業においては、国立感染症研究所の業務を遂行するに必須である科学的基盤を維持するために必須な研究を行っている。研究事業は多方面
にわたり効率的に行われ、業務の基盤となる多大な成果が得られている。また役務を外注するときのみならず、備品、消耗品の購入時においても会計法
に基づき一般競争入札及び随意契約にて支出先の選定、金額の決定等を行っているが、引き続き効率的な予算執行に努めたい。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、感染症対策に係る試験研究に必要な経費であるが、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引
き続き効率的な執行に努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 621 562

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

－

○

○

－

－

－

－

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

499

事業の適切な遂行に必要な使途に限定し執行している。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。
引き続き、一般競争入札における参加者数の確保に努



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足
する）（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

156.77百万円 
 

基盤的研究費 

Ｆ．事務経費 
 

103.58百万円 

 

賃金、事務消耗品等 

Ｂ.民間企業49社 
 

12.99百万円 

 

研究用消耗品等購入 

随意契約 一般競争入札・随意契約 

Ａ.民間企業18社 
 

15.63百万円 

 

研究用機器等の購入 
 

Ｃ.民間企業５者 
 

1.57百万円 

 

研究用試料等輸送費 
 

Ｄ.民間企業14社 
 

7.04百万円 

 

研究用機器修理 
 

Ｅ.民間企業22社 
 

15.96百万円 

 

研究機器点検・保守 
 

一般競争入札・随意契約 

随意契約 一般競争入札・随意契約 



計 4 計 0

雑役務費 機器修理 4

D.（株）豊島製作所 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

通信運搬費 宅急便 1

C.ヤマト運輸(株) G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 4

消耗品費 検査消耗品の購入 3 賃金 研究補助員賃金 4

B.(株)チヨダサイエンス F.非常勤職員Ａ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 6 計 3

雑役務費 機器点検・保守 3

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A.(株)チヨダサイエンス E.（株）豊島製作所

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

備品費 検査機器の購入 6

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

10

9

8

7

6

5 (株)近鉄ロジスティクス・システムズ 宅急便 0.03 随意契約 －

4 郵便事業（株） 宅急便 0.14 随意契約 －

3 日本通運（株） 宅急便 0.25 随意契約 －

2 フェデラル　エクスプレス　コーポレーション 宅急便 0.46 随意契約 －

1 ヤマト運輸(株) 宅急便 0.67 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 フタバ事務器(株) 備品購入

72.95

－

落札率

－

－

－

－

－

－

0.38 随意契約 －

9 (株)三啓 備品購入 0.4 随意契約 －

8 (株)日興商会 備品購入 0.46 随意契約 －

7 (株)ニード 備品購入 0.48 随意契約 －

6 （株）竹宝商会 備品購入 0.48 随意契約 －

5 鍋林フジサイエンス(株) 備品購入 0.82 随意契約 －

4 （株）池田理化 備品購入 1.01 随意契約 －

3 (株)ヤマダ電機 備品購入 1.25 随意契約 －

2 （株）豊島製作所 備品購入 3.51 2 99.7

1 (株)チヨダサイエンス 備品購入 5.81 2 99.7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 本道産業（株） 研究用消耗品購入

1 (株)チヨダサイエンス

2

－

4 岩井化学薬品（株） 研究用消耗品購入 1.02 随意契約 －

5

研究用消耗品購入 2.99

6 (株)三啓 研究用消耗品購入

10 （株）フナバシファーム 研究用消耗品購入 0.4 随意契約

9 日本エスエルシー(株) 研究用消耗品購入 0.5 随意契約

随意契約

随意契約8 （株）アベバイオロジカルリサーチ 研究用消耗品購入 0.6

7 (株)八木理化 研究用消耗品購入

（株）豊島製作所 研究用消耗品購入

研究用消耗品購入理科研(株)

3

随意契約

随意契約

0.63

0.79

0.85 随意契約

1.12

2.65

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）豊島製作所 機器修理 4.34 随意契約 －

2 (株)日立ハイテクフィールディング 機器修理 0.87 随意契約 －

3 （株）バイオテック・ラボ 機器修理 0.45 随意契約 －

4 (株)チヨダサイエンス 機器修理 0.33 随意契約 －

5 （株）池田理化 機器修理 0.18 随意契約 －

6 (株)ニード 機器修理 0.18 随意契約 －

7 (株)ロクス 機器修理 0.17 随意契約 －

8 （株）エキシジェン 機器修理 0.13 随意契約 －

9 キャノンマーケティングジャパン（株） 機器修理 0.1 随意契約 －

10 日立アロカメディカル（株） 機器修理 0.1 随意契約 －



Ｅ.

Ｆ.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）豊島製作所 機器点検・保守 3.02 随意契約 －

2 (株)アルバーネット 機器点検・保守 2.52 3 90.2

3 産業科学（株） 機器点検・保守 2.22 随意契約 －

4 岩井化学薬品（株） 機器点検・保守 1.59 2 99.77

5 (株)日立ハイテクフィールディング 機器点検・保守 1.18 1 100

6 公益社団法人　日本アイソトープ協会 機器点検・保守 0.99 随意契約 －

7 本道産業（株） 機器点検・保守 0.65 随意契約 －

8 日本電子(株) 機器点検・保守 0.63 随意契約 －

9 （株）藤田電機 機器点検・保守 0.5 随意契約 －

10 高信化学（株） 機器点検・保守 0.49 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 非常勤職員Ａ 研究補助 4 － －

2 非常勤職員Ｂ 研究補助 3.22 － －

3 非常勤職員Ｃ 研究補助 2.77 － －

4 非常勤職員Ｄ 研究補助 2.45 － －

5 非常勤職員Ｅ 研究補助 2.21 － －

6 非常勤職員Ｆ 研究補助 2.08 － －

7 非常勤職員Ｇ 研究補助 1.61 － －

8 非常勤職員Ｈ 研究補助 1.39 － －

9 非常勤職員Ｉ 研究補助 1.32 － －

10 非常勤職員Ｊ 研究補助 1.22 － －



事業番号 882

生物安全対策費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 昭和56年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

病原体の中で、最もリスクの高いもの（BSL４）とランク付けされたものを取り扱い、研究者等の病原体からの保護、外部への漏出防止等の
ために対処した高度封じ込め実験施設の特性を持った施設の維持管理。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

研究者等の病原体からの保護、外部への漏出防止等のために対処した高度封じ込め実験施設の特性をもった施設を維持するために、常時
機能が十分発揮できる状態に維持する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 40 40 40 35 35

補正予算

繰越し等 -2 2

38 42 40 35 35

執行額 38 42 40

執行率（％） 100 100 100

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

24年度
目標値

（　　年度）

施設の維持、管理のための経費であり、定量的な指標
は示せない。

成果実績 － － － － －

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

－

－ (       －        ) (       －        ) (       －        )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

施設の維持、管理のための経費であり、定量的な指標
は示せない。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

光熱水料 4 4

6 6

雑役務費 23 23

燃料費

備品費 2 2

35 35

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



事業の適切な遂行に必要な使途に限定し執行している。

－

－

－

感染症に関する研究事業を行う上で、十分に活用されて
いる。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。
一般競争入札において、1者応札であったものについて
は、引き続き入札参加者数の確保に努める。

－

－

－

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務でり、国費の投入が必要。

○

500

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

－

－

－

－

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

622 563平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、感染症対策の試験研究の遂行に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引
き続き効率的な執行に努めるべき。

－

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

高度安全実験施設の各種設備の保守点検並びに点検結果に基づく予防保全等を行っている。保守点検業務等は会計法に基づき原則一般競争入札に
より発注しており引き続き適正な執行に努めたい。

評　価項　　目

点
検
結
果



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

39.7百万円 
 

生物安全対策費 

Ｂ．事務経費 
 

5.6百万円 

 

光熱水料等 

一般競争入札・随意契約 

Ａ.民間企業45社 
 

34.1百万円 

 

設備保守 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 設備保守 7

費　目

A.(株)日立プラントサービス E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 7 計 0

B.東京電力(株) F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

電気料 電気料 2

計 2 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

川崎設備工業（株） 設備保守 0.72 随意契約 －9

1.37

1

随意契約

0.05

0.32

0.38 随意契約

0.76

7 東京ガス（株） 都市ガス供給

東京都水道局 水道供給

庁舎剪定（株）成島商会

3

9

随意契約

8

10

電気供給 2.08

6 （株）成島商会 庁舎剪定

随意契約

－

4 （株）成島商会 庁舎剪定 0.64 随意契約 －

5

1 東京電力(株)

2 三菱ＵＦＪリース（株） 水道節水装置借料

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 (株)日立プラントサービス 設備保守 7.93 1 90.76

2 三浦工業(株) 設備保守 4.25 随意契約 －

3 (株)ミライト 設備保守 4.04 1 67.17

4 (株)アルバーネット 設備保守 2.13 3 90.2

5 (株)ダルトンメンテナンス 設備保守 1.53 随意契約 －

6 （株）高尾鉄工所 設備保守 1.45 随意契約 －

7 東京ビジネスサービス（株） 設備保守 1 随意契約 －

8 ラドセーフテクニカルサービス(株) 放射能管理区域清掃 0.86 随意契約 －

0.09 随意契約 －

99.89

－

－

－

落札率

－

10 （株）豊島製作所 設備保守



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 401 401

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

雑役務費 237 237

160 160

燃料費 2 2

光熱水料

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

備品費 2 2

－

－ (       －        ) (       －        ) (       －        )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

施設の維持、管理のための経費であり、定量的な指標
は示せない。

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

施設の維持、管理のための経費であり、定量的な指標
は示せない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 100 100 100

執行額 426 425 409

426 425 409 401 401

401 401

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 426 425 409

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

村山庁舎の施設管理維持、定期点検整備を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

村山庁舎における施設整備の維持管理及び効率的な運営を目的とする。

昭和57年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 883

施設管理事務経費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

村山庁舎に設置された電気設備、機械設備及び給排水衛生設備の運転と正常な運転を維持するために必要な点検、整備、監視並びにその他関連設備
の維持に必要な業務を行った。保守点検業務等は会計法に基づき原則一般競争入札により発注しているが、維持管理計画を短期・中期・長期的に分け
て検討し、より計画的な発注方法を検討する。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、感染症対策の試験研究の遂行に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引
き続き効率的な執行に努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 623 564

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

○

○

－

－

－

－

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○
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－

事業の適切な遂行に必要な使途に限定し執行している。

－

－

－

感染症に関する研究事業を行う上で、十分に活用されて
いる。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。
一般競争入札において1者応札であったものについて
は、引き続き参加者数の確保に努める。

－

－



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

408.82百万円 
 

施設管理事務経費 

Ａ.民間企業11社 
 

248.94百万円 

 

庁舎設備保守等 

一般競争入札・随意契約 

Ｂ.事務経費 
 

159.88百万円 

 

光熱水料、賃金 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 140 計 0

光熱水料 ガス供給 140

B.武陽ガス(株) F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 162 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A.東京ビジネスサービス(株) E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 庁舎管理業務 162

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10 (株)新東美装 庁舎清掃業務

-

-

落札率

100

99.89

-

随意契約

随意契約

3.9 2 35.4

9 (株)木内書店 外国雑誌購入 4.13 6 92.98

8 三浦工業(株) ボイラ保守点検 4.34 1 84.49

7 (株)セノン 吸収冷凍・冷温水機保守 5.2 5 59.58

6 富士防災設備(株) 消防用設備保守 5.74 4 71.33

5 日立電線ネットワークス（株） 設備監視用通信機器保守 6.54 1 75.88

4 横浜エレベータ（株） 昇降機保守 8.16 1 98.9

3 (株)ミライト 電気工作物点検 8.4 1 90.32

2 セオ－ビット（株） 排水処理施設保守 8.56 1 87.58

1 東京ビジネスサービス(株) 庁舎総合管理業務 161.89 1 83.3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 東京電力(株) 電力供給

1 武陽ガス(株)

随意契約

4

5

業務補助非常勤職員Ｄ

随意契約1.68

1.64

1.5

ガス供給 140.32

6

-業務補助

10

9 東京ガス ガス供給 0.21 1

随意契約

随意契約8 非常勤職員Ｅ 業務補助 0.8

7

東京都水道局 水道供給3

非常勤職員Ａ

業務補助非常勤職員Ｃ

非常勤職員Ｂ

3.16

-

-

99.8911.88業務補助

8.69



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 22 23

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

賃金 4 4

11 16

印刷製本費 1 1

消耗品費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

備品費 6 2 消耗品の増

-

(１） (１） (１） (１）

単位当たり
コスト

10,000,000（円／1技術講習） 算出根拠
エイズのウイルス感染診断検査技術講習を毎年1回開催。その経費は約
10,000,000円

総合的・長期的な視点に基づく基礎・応用研究であり、活
動内容の全てを定量化することはできないが、活動内容
の一部の指標として、国際貢献に資する技術講習があ
る。

活動実績

（当初見込
み）

1 1 1

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（　　年度）

HIV感染症の克服に向けての総合的・長期的な視点に基
づく基礎・応用研究であり、定量的指標の設定は困難で
ある。

成果実績 - - - -

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

執行率（％） 100 100 100

執行額 58 41 38

58 41 38 22 23

22 23

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 58 41 38

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

HIV感染診断基盤システムの整備・確立（診断困難例の精査試験、標準ウイルス株整備による診断精度の高度化および検査技術の普及・
向上・精度管理）、生検・剖検例の病理検査（診断困難症例に対し病理学的見地からの診断・予防・治療の支援）、ＨＩＶ感染の分子遺伝子学
的研究（HIV感染・発症機序の解明に基づく新規のワクチン・治療技術の開発）、エイズのウイルス感染診断検査技術講習（10-12カ国を対象
とするHIV感染診断技術および疫学手法に関する講習）等を行っている。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-
関係する計画、

通知等
-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

HIV感染症克服に向けての基礎応用研究として、HIV感染拡大状況・病態の把握、HIV感染・発症機序の解明に基づく予防・治療法の開発・
改善、国際交流・貢献を目的とし、特に、感染診断基盤システムの整備、エイズワクチン開発、国内薬剤耐性ウイルスの発生動向把握、途
上国への診断検査技術の普及等を図る。

昭和57年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 884

エイズ研究センター経費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

・平成２４年度は国際貢献に資する技術講習（エイズのウイルス感染診断検査技術講習）を行ったところ。
・試験検体・標準パネル等の管理システムや国際研修の配布テキスト等にかかる経費の節約等も進め、最適の対応を行っている。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、感染症対策の試験研究の遂行に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引
き続き効率的な執行に努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 624 565

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

－

－

○

○

-

-

-

-

○

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

502

-

事業の適切な遂行に必要な使途に限定し執行している。

-

-

年に1回技術講習会を実施している。

-

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

-

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。
引き続き一般競争入札における参加者の確保に努め
る。

-

少額の随意契約であっても複数社から見積書を徴収し、
最低価格で購入するなど、コスト削減に努めている。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

37.73百万円 
 

エイズ研究センター経費 

Ｃ．事務経費 
 

34.57百万円 

 

賃金、事務消耗品等 
 

Ａ.民間企業５社 
 

1.55百万円 

 

研究備品購入 
 

一般競争入札・随意契約 

Ｂ.民間企業13社 
 

1.61百万円 

 

研究試薬等購入 
 

随意契約 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 4 計 0

賃金 研究補助職員賃金 4

C.非常勤職員Ａ G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 1 計 0

消耗品費 研究用消耗品購入 1

B.岩井化学薬品（株） F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 2 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

A.（株）豊島製作所 E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

備品費 研究用備品購入 2

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

10

－

－

落札率

－

－

－

－

9

8

7

6

5 (株)ヤマダ電機 備品購入 0 随意契約 －

4 (株)チヨダサイエンス 研究備品購入 0.03 随意契約 －

3 （株）竹宝商会 研究備品購入 0.06 随意契約 －

2 トレンドサイン(株) 研究備品購入 0.16 随意契約 －

1 （株）豊島製作所 研究備品購入 1.55 2 99.58

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 本道産業（株） 研究消耗品購入

1 岩井化学薬品（株）

随意契約

－

4 （株）池田理化 研究消耗品購入 0.07 随意契約 －

5

研究消耗品購入 1.2

6 大洋産業(株) 研究消耗品購入

10

9

随意契約

随意契約8 (株)八木理化 研究消耗品購入 0

7 (株)雄誠堂 研究消耗品購入

(株)チヨダサイエンス 研究消耗品購入

研究消耗品購入（株）豊島製作所

3

随意契約

随意契約

0.01

0.02

0.02 随意契約

0.1

0.21

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 非常勤職員Ａ 研究業務補助 4.39 － －

2 非常勤職員Ｂ 研究業務補助 4.19 － －

3 非常勤職員Ｃ 研究業務補助 1.47 － －

4 非常勤職員Ｄ 研究業務補助 1.42 － －

5 非常勤職員Ｅ 研究業務補助 1.25 － －

6 非常勤職員Ｆ 研究業務補助 1.08 － －

7 非常勤職員Ｇ 研究業務補助 0.96 － －

8 非常勤職員Ｈ 研究業務補助 0.84 － －

9 ヤマハ商事（株） 研究消耗品購入 0.14 随意契約 －

10 トレンドサイン(株) 研究消耗品購入 0.09 随意契約 －



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 425 425

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

267 267雑役務費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

光熱水料 158 158 －

－

－ (        －        ) (        －        ) (        －        )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

施設の維持、管理のための経費であり、定量的な指標
は示せない。

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

施設の維持、管理のための経費であり、定量的な指標
は示せない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 100 100 100

執行額 446 443 439

446 443 439 425 425

425 425

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 446 443 439

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国立感染症研究所戸山庁舎の施設設備を適切な状態に維持管理するための保守・点検等の業務委託及び光熱水料

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国立感染症研究所戸山庁舎の施設設備を適切な状態に維持管理する。

平成４年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 885

戸山庁舎関係経費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

戸山庁舎に設置された、大型特殊実験施設にかかる光熱水費、適切な運用にあたって必要な点検及び整備並びに監視業務の業務を実施。保守点検業
務等においては原則、一般競争入札により発注しているところであるが、より一層の効率的な予算執行に努めたい。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、感染症対策の調査研究の遂行に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引
き続き効率的な執行に努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 625 566

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

○

○

－

－

－

－

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

503

－

事業の適切な遂行に必要な使途に限定し執行している。

－

－

－

感染症に関する研究事業を行う上で十分に活用されて
いる。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。
一般競争入札において1者応札であったものについて
は、引き続き入札参加者の確保に努める。

－

少額の随意契約であっても複数社から見積書を徴収し、
最低価格で購入するなど、コスト削減に努めている。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

438.94百万円 
 

戸山庁舎関係経費 

Ｂ.事務経費 
 

172.36百万円 

 

光熱水料等 

Ａ.民間企業39社 
 

266.58百万円 

 

庁舎維持管理業務 

一般競争入札・随意契約 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 77 計 0

光熱水料 電気料 77

B.東京電力（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 142 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A.東京ビジネスサービス（株） E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 庁舎維持管理業務 142

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10 セオービット(株) 排水処理設備保守業務

－

99.88

落札率

－

－

－

－

－

－

4.78 1 88.08

9 協和工業（株） 動物管理区域内脱臭フィルタ交換 5.22 2 87.32

8 （株）クロス 排気フード付流台他設置工事 5.42 1 95.95

7 協和工業（株） Ｐ３細胞系動物系実験室フィルター交換業務 5.53 1 93.17

6 田中電設工業（株） 自家用電気工作物定期点検作業 6.51 1 98.97

5 協和工業（株） 動物管理区域内等脱臭フィルタ交換作業 6.72 1 96.18

4 (株)日立プラントサービス Ｐ３空調設備定期点検業務 7.35 1 99.61

3 アズビル（株） 空調設備自動制御装置保守業務 8.97 1 96.94

2 東京ビジネスサービス（株） 電話交換業務 10.71 1 87.6

1 東京ビジネスサービス（株） 庁舎管理維持業務 141.77 1 91.12

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 東京都水道局 水道供給業務

1 東京電力（株）

随意契約

－

4 東京ガス(株) ガス供給業務 1.91 1 99.89

5

電気供給業務 76.68

6 沖電気工業株式会社(株) 給与システム更新

10 アズビル（株） 地球温暖化対策計画書作成業務 0.73 随意契約

9 （株）日興商会 事務備品購入 0.95 随意契約

1

随意契約8 (株)マルト商会 備品修理 0.97

7 (株)トヨシマビジネスシステム 物品管理システム購入他

富士ゼロックス(株) 複写機保守

経理システム利用料他シンクアプローチ(株)

3

随意契約

随意契約

1.15

1.36

1.7 随意契約

2.53

27.94



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 77 78

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

雑役務費 25 25

49 49

賃金 2 3

借料及び損料

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

消耗品費 1 1 賃金の積算見直しによる増

―

細胞所内541回
所外281回

電顕140検体

細胞所内577回
 所外　283回
電顕144件

細胞所内　553回
所外　245回
電顕227検体

細胞所内550回
所外　334回

電顕検体 132 件

単位当たり
コスト

　（７５，７８７円／　　回　　） 算出根拠
細胞解析、電顕合計使用回数が10２５件
　執行額7,700万円/1,016=75,787円

細胞解析、電顕合計使用回数が1,016件
　　　　（75,787円／　　回　　）

活動実績

（当初見込
み）

細胞所内577回
 所外　283回
電顕144件

細胞所内553回
所外　245回
電顕227検体

細胞所内550回
所外　334回

電顕検体 132 件

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

設備機器の管理運用のための経費であり、定量的な指
標は示せない。

成果実績 - - - -

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

執行率（％） 100 100 100

執行額 80 79 79

80 79 79 77 78

77 78

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 80 79 79

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国立感染症研究所の共同利用型高額機器として、細胞自動分析分離装置及び超高分解能操作電子顕微鏡を整備。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国立感染症研究所の事業やその他研究機関との共同利用を通して実験の効率化と科学技術推進を図る。

平成５年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 886

共同利用型高額研究機器整備費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

共同利用型高額機器である「細胞自動分析分離装置」及び「超高分解能操作電子顕微鏡」を効率的に利用している。（平成２４年度利用実績　１，０１６
回）
支出は5年リースの機器代と機器保守料、機器のオペレータの非常勤職員給与、および関連消耗品費からなっており、機器リース料は契約初年度に一
般競争入札により業者の選定を行っている。機器の保守料についても同様に一般競争に付している。機器のリース料については、リース期間中の見直し
の余地は乏しいが、機器の切り替え時期には機器の必要性の観点から再リースも含め費用対効果を最大化するよう検討する。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、感染症対策の推進に係る調査研究の遂行に必要な経費であるが、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であ
ることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 626 567

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

-

－

○

○

-

-

-

-

○

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

504

事業の適切な遂行に必要な使途に限定し執行している。

活動実績は見込みに見合ったものとなっている。

整備されている共同利用機器については使用率も高く、
十分に活用されている。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。
一般競争入札において1者応札であったものについて
は、引き続き、入札参加者の確保に努める。

少額の随意契約であっても複数社から見積書を徴収し、
最低価格で購入するなど、コスト削減に努めている。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

79.23百万円 
 

共同利用型高額研究機器整備費 

Ｄ.事務経費 
 

25.73百万円 

 

賃金、備品、消耗品等 

Ａ.民間企業１社 
 

36.94百万円 

 

検査機器リース料 

Ｂ.民間企業２社 
 

13.89百万円 

 

検査機器保守 

Ｃ.民間企業２社 
 

2.67百万円 

 

検査機器点検修理 

随意契約 一般競争入札 随意契約 



計 4.01 計 0

賃金 技術補助員 4.01

D.非常勤職員A H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2.5 計 0

雑役務費 検査機器修理 2.5

C.（株）豊島製作所 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 8.76 計 0

雑役務費 検査機器保守 8.76

B.（株）池田理化 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 32.59 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A.日立キャピタル（株） E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

借料 検査機器リース 32.59

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

10

100

落札率

99.88

9

8

7

6

5

4

3

2 日立キャピタル（株） 細胞自動解析分離装置リース 4.34 随意契約 －

1 日立キャピタル（株） 走査電子顕微鏡リース 32.59 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 （株）日立ハイテクフィールディング 走査電子顕微鏡保守

1 （株）池田理化

1

4

5

細胞自動解析分離装置保守 8.76

6

10

9

8

7

3

5.12

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）豊島製作所 検査機器修理等 2.5 随意契約 －

2 （株）日立ハイテクフィールディング 検査機器修理 0.17 随意契約 －

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 非常勤職員A 業務補助 4.01 － －

2 非常勤職員Ｂ 業務補助 3.17 － －

3 メイワフォーシス（株） 備品の購入 1.99 1 99.6

4 理科研(株) 消耗品の購入 0.97 随意契約 －

5 日本電子(株) 備品の購入 0.56 随意契約 －

6 (株)八木理化 消耗品の購入 0.52 随意契約 －

7 岩井化学薬品(株) 消耗品の購入 0.5 随意契約 －

8 （株）豊島製作所 消耗品の購入 0.44 随意契約 －

9 (株)チヨダサイエンス 消耗品の購入 0.16 随意契約 －

10 (株)雄誠堂 備品の購入 0.15 随意契約 －



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 152 152

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

賃金 3 3

通信運搬費 0 0

光熱水料・燃料費 40 40

1 1

消耗品費 8 8

備品費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

謝金・職員旅費 2 2 -

－

－ (         -         ) (         -         ) (         -         )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

主に施設設備の維持・管理のための経費であり、定量的
な指標は示せない。

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（　　年度）

主に施設設備の維持・管理のための経費であり、定量的
な指標は示せない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 100 100 100

執行額 166 161 159

166 161 159 152 152

152 152

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 166 161 159

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

（１）ハンセン病研究センターの研究棟、管理棟、動物棟の管理運営及びＰ３新研究実験等運営費
（２）ハンセン病の薬剤耐性菌に関する調査研究
（３）ハンセン病国際協力推進事業（ハンセン病濃厚地域に人材を派遣し流行地技術移転）

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-
関係する計画、

通知等
-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

ハンセン病研究センターの光熱水料や施設の維持管理及びハンセン病の研究事業の推進を図る。

平成９年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 887

ハンセン病研究センター経費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

9898雑役務費



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

主要な保守点検業務は原則一般競争入札により発注した。それ以外についても個別に実績・技術等を勘案した複数の業者の競争見積にかけ随意契約
により年次点検･整備を行った。また、警備業務、機械設備維持運転委託費及び動物飼育については、村山庁舎と一括で一般競争入札に付することによ
り支出の削減と効率的な運用を図っている。また、機器の保守役務のみならず備品、消耗品等も会計法に基づき適正に調達しているところであるが、点
検結果等を参考に、施設の安定的かつ安全な運用を行える中・長期的な維持管理計画を検討、消耗品の一括購入等より効率的な予算執行を検討す
る。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、感染症対策の推進に係る調査研究の遂行に必要な経費であるが、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であ
ることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 627 568

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

○

○

－

－

－

－

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

505

－

事業の適切な遂行に必要な使途に限定し執行している。

－

－

－

整備されている施設については使用率も高く、十分に活
用されている。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。
ただし、一般競争入札については、より一層の応札者の
確保に努める。

－

－



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

一般競争入札・随意契約 

国立感染症研究所 
 

158.68百万円 
 

ハンセン病研究センター経費 

Ｂ.事務経費 
 

89.12百万円 

  

光熱水料、賃金等 

Ａ.民間企業31社 
 

69.56百万円 

 

庁舎維持管理 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 29 計 0

光熱水料 電気料 29

B.東京電力（株） F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 33 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

A.社団法人予防衛生協会 E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 実験動物飼育管理業務 33

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10 財団法人関東電気保安協会 自家用電気工作物保安業務

99.89

-

落札率

-

-

-

-

-

-

0.57 随意契約 -

9 日立アロカメディカル（株） 放射線モニタリングシステム定期点検 0.68 随意契約 -

8 衆浩建設（株） 消毒槽サンプリングポンプ保温作業 0.71 随意契約 -

7 （株）ワカイダ・エンジニアリング 放射能管理補助業務 0.83 随意契約 -

6 東京冷機工業（株） 空調設備保守業務 0.97 随意契約 -

5 衆浩建設（株） 防火水槽防水修繕作業 0.99 随意契約 -

4 （株）根本造園 敷地内　支障枝剪定及び枯損木伐採業務 0.99 随意契約 -

3 都市環境整美（株） 排水処理設備保守点検業務 2.2 1 91.55

2 大成温調（株） 総合保守点検業務 18.9 1 98.28

1 社団法人予防衛生協会 実験動物飼育管理 33.23 1 98.23

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 東京ガス（株） ガス供給

1 東京電力（株）

1

-

4 非常勤職員Ａ 業務補助 2.52 - -

5

電気供給 29.09

6 非常勤職員Ｃ 業務補助

10 非常勤職員Ｆ 業務補助 0.8 -

9 富士ゼロックス(株) 複写機賃貸借保守 1.09 随意契約

随意契約

-8 非常勤職員Ｅ 業務補助 1.32

7 非常勤職員Ｄ 業務補助

東京都水道局 水道供給

業務補助非常勤職員Ｂ

3

-

-

1.8

1.88

1.9 -

2.57

9.27



活動実績

（当初見込
み）

活動実績

（当初見込
み）

成果実績 号

達成度 ％

（３）感染症に関する患者情報、病原体情報、予防治療
情報をインターネットで国民に広く提供する。

WEB
ページ

アクセス
数

4,000～5,000
万頁

4,000～5,000
万頁

4,000～5,000
万頁

―

(4,500万頁 ) (5,000万頁 ) (5,000万頁 ) (5,000万頁)

個票24,909
月報5,008

―

(個票20,000
月報5,000 )

(個票20,000
月報5,000 )

(個票20,000
月報5,000 )

(個票20,000
月報5,000)

―

(全数30,000
定点2,500,000)

(全数30,000
定点2,500,000)

(全数30,000
定点2,500,000)

(全数30,000
定点2,500,000)

（２）地方衛生研究所・検疫所から報告される病原体検出
情報を確認し、集計解析して関係機関及び国民に情報を
提供する。

病原体
報告件

数

個票24,678
月報5,687

個票29,976
月報5,667

（１）都道府県から報告される患者情報を確認し、集計解
析して関係機関及び国民に情報を提供する。

患者報
告件数

全数36,485
定点2,797,053

全数42,857
定点3,920,798

全数44,742
定点3,541,450

活動実績

（当初見込
み）

1513雑役務費

事業番号 888

感染症疫学センター経費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成９年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保す

る

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関す
る法律（感染症法）第12～16条

関係する計画、
通知等

感染症法の施行に伴う感染症発生動向調査の実施について（平成11年3月19日健感発第458号保健医療局長通知）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

感染症法に基づく感染症発生動向調査における中央感染症情報センターの運営を図り、様々な感染症情報の収集、分析及び公表を行って
感染症対策に資する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

（１）サーベイランス(感染症監視）事業
　　１．感染症発生動向調査システム運用と週報編集発行
　　２．病原体検出情報システム運用と病原微生物検出情報編集発行
（２）感染症予防治療情報システム事業
　　感染症にかかる予防治療情報等のｗｅｂによる発信

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 34 41 45 38 40

補正予算

繰越し等

34 41 45 38 40

執行額 34 41 45

執行率（％） 100 100 100

成果指標 単位 22年度 23年度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度

100%

100%

24年度

12

25年度活動見込

52

単位当たり
コスト

0.9（円／ページアクセス数） 算出根拠
事業の目的とする感染症減少の活動指標は（１）と（２）が減ることである
が、コスト換算はできない。24年度執行額を(3)の年間のページアクセス
数で割った単位当りコストを算出した（アクセス数は概数）。

4

消耗品費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

備品費 1 1 既存情報システムの政府共通プラットフォーム移行経費の増

借料及び損料 7 7

1 1

印刷製本費 4

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

賃金 12 12

通信運搬費 0 0

計

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（24年度）

38 40

（１）感染症週報（IDWR）を毎週発行する。

52 52 52

100% 100%

（２）病原微生物検出情報月報（IASR）を毎月発行する。

12 12 12

100% 100%

成果実績 号

達成度 ％



事業の適切な遂行に必要な使途に限定し執行している。

－

感染症における唯一の国立試験研究機関として質の高
い業務を行っている。感染症サーベランス事業の成果物
は関係者及び国民に広く利用されている。

活動実績は見込みに見合ったものとなっている。

都道府県や検疫所から報告される患者情報、病原体検
出情報などをインターネットで広く国民に提供している。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。一般競争入札については、参加者数の増加を図り、
さらなる競争性の確保に努める。

－

少額の契約であっても複数社から見積を徴収し、最低価
格で購入するなど、コスト削減に努めている

－

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

506

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

本事業は、感染症対策の推進に係る試験研究の遂行に必要な経費であるが、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であ
ることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

○

○

－

－

－

○

○

所管府省・部局名

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

628 569平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

現
状
通
り

－

外部有識者点検対象外

感染症サーベイランス事業及び感染症予防治療情報システム事業の成果物は関係者及び国民に広く利用され、活動実績を挙げている。(平成２４年度実
績：感染症週報（IDWR）は毎週、病原微生物検出情報月報（IASR）は毎月発行した)26年度においても新型インフルエンザや震災時の感染症などの、有事
対応ができるよう体制を維持していく必要がある。
事業維持に必要なWEBシステム、感染症情報誌の印刷等については毎年度、一般競争入札を行い、コスト削減に努めているところであるが、
更なるコスト削減のため、WEBシステムについては、平成27年度から政府共通プラットフォームの利用を検討している。

評　価項　　目

点
検
結
果

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

45.25百万円 
 

感染症情報センター経費 

Ｄ.事務経費 
 

20.73百万円 
 

賃金 

Ａ.民間企業１社 
 

10.36百万円 
 

病原微生物検出情報の印刷 
 

一般競争入札 

Ｂ.民間企業１社 
 

6.54百万円 
 

感染症発生動向調査週報の
PDF化 

Ｃ.民間企業２社 
 

7.21百万円 
 

WEBシステム維持 

一般競争入札 一般競争入札・随意契約 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

印刷製本費 病原微生物検出情報の印刷 10

費　目
金　額

(百万円）

A.瑞穂印刷（株） E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 10 計 0

B.凸版印刷（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 感染症発生動向調査週報のPDF化 7

計 7 計 0

C.ＮＥＣネクサソリューションズ（株） G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 Ｗｅｂサービス用サーバシステム提供業務 7

計 7 計 0

D.非常勤職員Ａ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

賃金 業務補助 4

計 4 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

10

9

8

7

6

5

4

3

2 トレンドワークス（株） Ｗｅｂ保守業務 0.37 随意契約 －

1 ＮＥＣネクサソリューションズ（株）Ｗｅｂサービス用サーバシステム提供業務 6.83 1 95.9

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

7

3

9

8

10

6

4

5

2

1 凸版印刷（株） 感染症発生動向調査週報のPDF化作業 6.54 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 瑞穂印刷（株） 病原微生物検出情報の印刷 10.36 1 90.67

2

3

4

5

6

7

8

9

88.39

落札率

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 非常勤職員Ａ 業務補助 3.5

2 非常勤職員B 業務補助 2.61

3 非常勤職員C 業務補助 2.56

4 非常勤職員D 業務補助 2.55

5 非常勤職員E 業務補助 2.45

6 非常勤職員F 業務補助 2.38

7 非常勤職員G 業務補助 2.33

8 非常勤職員H 業務補助 2.32

9

10



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 9 10

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

試験研究費 3 3

外国人招へい旅費 2 3

外来研究員等旅費 2 2

0 0

委員等旅費 0 0

職員旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0 0 外国人招へい旅費の単価の見直しに伴う増

-

-

公衆衛生事件数
（探知追跡100件
程度、調査派遣５

件程度）

公衆衛生事件数
（探知追跡50件程
度、調査派遣５件

程度）

公衆衛生事件数
（探知追跡30件程
度、調査派遣５件

程度）

単位当たり
コスト

人材育成：100万　（円／実地疫学専門家1人/年） 算出根拠

人材育成：平成24年度事業予算÷FETP修了生の人数÷2年で単位あたりコストを算出し
たが、本事業は人材育成という将来に対する投資であることから、本来単純なコスト計算
に適さない。また、集団発生対応の際、数週間保健所職員等と共に調査に当たることか
ら、自治体職員への間接的な人材育成効果も大きい。
本研修はOn-the-jobであり、研修の名のもとに研修員は健康危機管理の専門性の高い
実務を提供している。そのため、本事業の受益者は、研修員、国民、自治体、国等様々
であり、複合的な評価が本来必要である。

感染症集団発生の実地疫学調査、感染症サーベイランス活動、感染
症疫学情報の発信、感染症疫学研究、感染症疫学の修熟、自治体
等の感染症対策関係者を対象に実地疫学講習会を実施。（活動実
績には集団発生対応件数を記載。その他は定量化困難）

活動実績

（当初見込
み）

件

公衆衛生事件数
（探知追跡126件、

調査派遣5件）

公衆衛生事件数
（探知追跡55件、
調査派遣6件）

公衆衛生事件数
（探知追跡30件、
調査派遣3件）

100%

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（25年度）

研修終了者数。目標値（募集人数）は、年間若干名。

成果実績 人 5 4 6 1

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 100% 100%

執行率（％） 93.3 100 91.6

執行額 14 13 11

15 13 12 9 10

9 10

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 15 13 12

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

実施疫学調査専門家（FE)の養成: 米国CDCや世界保健機関（WHO）との協力のもと、国立感染症研究所内に世界標準となる2年間の実地
疫学専門家養成コース（FETP）を設置し、On-the-job（実務研修）によるFEの育成を行う。疾病アウトブレイクへの直接対応を通して、健康危
機管理対応を実践しつつ、知識・技術・実務の総合技能の修熟を図る。データの収集・分析・還元技能修得のため、感染症サーベイランスの
データ分析還元や疫学研究の立案と実施を、また、国際的な感染症危機管理技能修得のため、WHO西太平洋地域事務局での実務研修も
行う。さらに、地方自治体における人材育成に寄与するため、自治体等の感染症対策関係者への講習等を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

感染症アウトブレイク等健康危機発生時に、現場で迅速な調査を適切に行う実地疫学者の数が我が国では極めて乏しい事から、現場の疫
学調査等の実務研修を通し、日本の核となる専門家を養成し、国と地方が連携して積極的に疫学調査を実施するための健康危機管理体制
の強化を図る。

平成11年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 889

感染症機器管理人材養成事業費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

22招へい外国人滞在費



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

　感染症危機管理上必須の能力である現地で迅速に疫学調査を行う専門家の数が、我が国では極めて乏しい。本事業はそのような専門家を育成する
我が国で唯一のプログラムである。薬剤耐性菌による院内感染アウトブレイク、腸管出血性大腸菌O157の広域アウトブレイク、麻しんアウトブレイク、髄
膜炎菌性髄膜炎の学校内アウトブレイク、東日本大震災に伴う感染症リスク評価と情報発信等、平成24年度修了の研修員在籍中の2年間、実地疫学専
門家の支援を必要とする健康危機事例は数多く発生している。また、アウトブレイク実地疫学調査派遣には至らないが感染症危機の可能性ありとして、
年間数十から100件程度の公衆衛生イベントを探知し、積極的にフォローアップしている。本事業のニーズは高い。
　なお、執行にあたっては、会計法等に基づき適切に執行がなされている。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、感染症対策の推進に係る試験研究の遂行に必要な経費であるが、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であ
ることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 629 570

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

○

○

－

－

－

○

○

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

507

-

事業の適切な遂行に必要な使途に限定し執行している。

-

感染症における唯一の国立試験研究機関として質の高
い業務を行っている。

活動実績は見込みに見合ったものとなっている。

感染症診断において地方自治体における人材育成に寄
与している。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。一般競争入札においては、より一層の参加者数の確
保に努める。

-

少額の契約であっても複数社から見積を徴収し、最低価
格で購入するなど、コスト削減に努めている



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

12.12百万円 
 

感染症機器管理人材養成事業費 

Ｄ.事務経費 
 

6.59百万円 

 

賃金、備品、複写機保守等 
 

Ａ.講師３名 
 

2.23百万円 

 

外個人講師の招へい旅費 
 

Ｂ.外来研究員５名 
 

1.90百万円 

 

外来研究員旅費 
 

Ｃ.講師３名 
 

1.33百万円 

 

招へい外国人滞在費 
 



計 2 計 0

賃金 研究補助員賃金 2

D.非常勤職員Ａ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

旅費 外来研究員旅費 1

B.外来研究員Ａ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 8 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A.外国人講師Ａ E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

旅費 外国人講師招へい寮費 8

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

D.

10

－

－

落札率

－

9

8

7

6

5

4

3 外国人講師Ｃ 外国人講師招へい旅費 6.6 － －

2 外国人講師Ｂ 外国人講師招へい旅費 7.5 － －

1 外国人講師Ａ 外国人講師招へい旅費 8.1 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

－

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 外来研究員Ｂ

1 外来研究員Ａ

－

－

4 外来研究員Ｄ 0.26 － －

5

0.56

6

10

9

－

8

7

外来研究員Ｃ

外来研究員Ｅ

3

0.04 －

0.49

0.52

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 外国人講師Ａ 外国人講師滞在費 0.6 － －

2 外国人講師Ｂ 外国人講師滞在費 0.38 － －

3 外国人講師Ｃ 外国人講師滞在費 0.34 － －

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 非常勤職員Ａ 業務補助 2.08 － －

2 コニカミノルタビジネスソリューションズ(株) 複写機保守 1.7 1 96.38

3 富士ゼロックス株式会社 複写機保守 1.07 1 99.88

4 (株)ヤマダ電機 備品購入 0.96 随意契約 －

5 （株）豊島製作所 備品購入 0.35 随意契約 －

6 （株）竹宝商会 備品購入 0.24 随意契約 －

7 株式会社ニード 備品購入 0.1 随意契約 －

8 株式会社日興商会 消耗品購入 0.03 随意契約 －

9 大洋産業(株) 消耗品購入 0.01 随意契約 －

10 （有）小澤文洋堂 消耗品購入 0 随意契約 －



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 29 41

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

賃金 29 40

会議費 0 0

通信運搬費 0 0

0 0

消耗品費 0 1

委員等旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0 0 賃金の積算見直しによる増

―

131 (117) (66) (66)

単位当たり
コスト

530,303　（円／　補助金の事務取扱件数） 算出根拠
①執行額35百万円
②平成24年度補助金の事務取扱件数66件
執行額÷取扱件数＝633,802円

補助金等の事務取扱件数

活動実績

（当初見込
み）

件

79 71 66

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（　　年度）

補助金等の機関経理を行うため経費であり、定量的な指
標は示せない。

成果実績 - - - - -

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

執行率（％） 100 100 100

執行額 100 100 100

45 35 35 29 41

29 41

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 45 35 35

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

1研究あたりの研究費の増大に伴う研究者個人による研究費管理の増大から、競争的研究資金に係る経理について機関経理を行うととも
に、補助員に係る機関雇用を行う。また公的研究である厚生労働科学研究の公正性、信頼性を確保するため、利害関係が想定される企業
等との関わり(利益相反)についてその管理に必要となる利益相反委員会を運営する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

-
関係する計画、

通知等
-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

競争的研究資金に係る経理について機関経理を行うとともに、補助員に係る機関雇用

平成13年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 890

競争的研究事務経費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

平成２４年度は６６件の補助金等に対する機関経理事務を行ったところである。
事業費の9割が経理及び研究補助員経費であることから、システム導入等による業務の効率化、より適切な勤務時間の管理を行う事で、補助員の業務
負担の軽減および雇用経費の削減を検討する。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、国立感染症研究所における競争的研究費の経理事務に要する経費であるが、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概
ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 630 571

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

－

○

○

－

－

－

○

○

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

508

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

事業費の9割が経理等の経費であり、経理システムの導
入を行い、効率化を図っている。

活動実績は見込みに見合ったものとなっている。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。

少額の契約であっても複数社から見積を徴収し、最低価
格で購入するなど、コスト削減に努めている。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

34.67百万円 
 

競争的研究事務経費 

Ａ.個人２名 
 

0.03百万円 

 

会議出席謝金 
 

Ｂ.事務経費 
 

34.64百万円 

 

賃金・消耗品等 
 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 3 計 0

賃金 事務補助員賃金 3

B.事務補助員Ａ F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

－

－

落札率

－

－

－

－

－

－

9

8

7

6

5

4

3

2 外部委員Ｂ 会議出席謝金 0.01 － －

1 外部委員Ａ 会議出席謝金 0.01 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

－

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 事務補助員Ｂ 事務補助員賃金

1 事務補助員Ａ

－

－

4 事務補助員Ｄ 事務補助員賃金 2.52 － －

5

事務補助員賃金 3.26

6 事務補助員Ｆ 事務補助員賃金

10 事務補助員Ｊ 事務補助員賃金 2.31 －

9 事務補助員Ｉ 事務補助員賃金 2.32 －

－

－8 事務補助員Ｈ 事務補助員賃金 2.33

7 事務補助員Ｇ 事務補助員賃金

事務補助員Ｃ 事務補助員賃金

事務補助員賃金事務補助員Ｅ

3

－

－

2.34

2.36

2.52 －

2.54

3.17



事業番号 891

生物学的製剤の安全情報収集、解析、評価に係る研究事業 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成15年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国内・国外での生物学的製剤に起因する感染症に関する科学及び疫学情報を系統的、持続的、積極的に高感度のシステムで収集し、感染
研内の専門家によって、リアルタイムに感染症としての面からの情報のリスク評価を行い、これを厚生労働省担当部局と直ちに共有するこ
とにより、速やかな行政対応に繋げ対策遅れによる被害を防止し、国の責務として国民に安全な生物製剤を供給する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

（１）生物学的製剤に起因する感染症に関するインターネット上の科学・疫学情報を学術会議、論文、感染症対策機関からの出版物や発表
から系統的・持続的・高感度のシステムで収集し、（２）べージアン公式を使用した先進的言語学的フィルターと情報処理アルゴリズムによる
初期解析後登録。（３）事務局が情報内容に基づき二次スクリーニングし、既存の感染症サーベイランスや病原体専門部門からの情報を付
加し、登録済み情報を分類。（４）感染研の各病原体専門家がシステム上の登録情報を専門的視点で独自に随時評価し、（５）毎月および随
時所内の評価委員会で情報の重要性と影響をリスク評価し、（６）健康危険情報を評価結果および科学的エビデンスをつけ厚生労働省担当
部局に報告。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 66 64 58 54 13

補正予算

繰越し等

66 64 58 54 13

執行額 66 64 45

執行率（％） 100 100 77

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 100 100

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

本事業は治療などに用いられる安全であるべき輸血等の生物学的
製剤からかつてのAIDSなどの様に感染症が発生するリスクを、国際
的レベルで早期検知、分析、科学的根拠を持って専門家がリスク評
価をした結果を行政対応へ反映し、健康被害の未然防止、拡大阻止
を図ることで、国民に安全な生物製剤等を供給することを目的として
いる。不測の事態が発生しないことが成果目標であり、現実に発生し
ていないことが実績である。

成果実績 － － － － －

活動指標 単位 22年度 23年度

６）行政対
応へつな

がった件数

1 3

― (     ―     )

100

24年度 25年度活動見込

―

3,089,904

―

(     5     ) (     5      )

―

(     1     ) (    1    )

単位当たり
コスト

　　　１４．５　　（　円／収集情報件数　） 算出根拠

本事業の成果目標は「国民の安心と健康」であり、予測外の事態を未然に防ぐための対策を支援するため、貢献するほど最終段
階の情報当たり単価が上昇することになり、コスト換算は適当でない。　活動指標のうち数値的に比較が可能なものは、１）情報収
集量、５）評価結果の所管部局への報告数、６）報告した情報から情報共有・通知など行政対応へ繋がった件数である。しかし、５）
及び６）は国内の生物学的製剤の管理が適正に行われている指標であり、コスト算出には不適当である。したがって、１）の情報収
集１件当たりにかかるコストを示す。６つの活動指標に対する事業費の割合を正確に計算することは不可能であるため、コストはあ
くまで参考と考えていただきたい。　　Ｘ＝平成２４年度機器リース料（保守・運用費を含む）および収集に係る情報ソースアクセスの
契約料等、　Ｙ＝平成２４年度　収集情報数（件数）

活動実績

（当初見込
み）

1

活動指標及び活
動実績

（アウトプット） ５）評価結
果報告件数

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

職員旅費 0 0 既存システムの廃止による減

3 5

借料及び損料 49 0

消耗品費

賃金 1 3

雑役務費 1 5

54 13

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

計

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

活動実績

（当初見込
み）

7 7 9

活動指標は以下の６項目である。１）自動収集システム
による情報収集量、２）情報収集対象数の拡大、３）自動
収集システムの初期分析能力（収集情報の主題合致の
感度と特異性の維持）、４）事務局の１日あたりの情報分
析・分類等の処理量の維持、５）委員会からの評価結果
報告数、６）評価結果報告からの行政的対応の発生件
数。ただし、これまでの成果を踏まえ、平成25年度より情
報収集方法の見直しを行うため、評価のための収集件
数に変更が生じる。しかし、評価結果報告数見込み数に
ついては大きな変更は生じない。

活動実績

（当初見込
み）

１～４）収
集・分析・評
価情報件数

2,946,895 3,175,633

― (     ―     )

(  2,500,000  ) (  3,100,000  ) (  3,500,000  ) (   30,000　)



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

－

感染症を専門とする唯一の国立試験研究機関として、効
果的なコストパフォーマンスを実現している。

活動実績は見込みに見合ったものとなっている。

当該事業の評価報告に基づき、必要な行政対応が執ら
れていることから、成果物は十分に活用されている。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
ある。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保して
いる。

－

少額の契約であっても複数社から見積を徴収し、最低価
格で購入するなど、コスト削減に努めている。

－

国民へ提供されている生物製剤の安全性の安全性に関
わる情報を把握し、安全な医療材料を提供するため、優
先度は高い。

○

509

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

－

－

○

○

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現状通り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

631 572平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、感染症対策の推進に係る試験研究の遂行に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当である
ことから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-現状通り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

生物学的製剤等に由来する感染症は海外においては発生し拡大している事例がみられるが、我が国においては拡大していない。このことは、本事業に
よる生物学的製剤に起因する感染症情報の収集・分析や厚生労働省への評価報告・情報共有が適切に行われていることの成果と考えられる。従って、
平成２４年度においては、当初見込みは下回るものの本事業の成果目標、活動目標は達成されている。平成25年度からは、これまでの成果を踏まえ情
報収集方法の見直しを行うとともに、事業効果を維持しつつコストの削減を図る。

評　価項　　目

点
検
結
果



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

45.03百万円 
 

生物製剤の安全性情報収集、解析、

評価に係る研究事業 

Ａ.一般企業１社 
 

31.1百万円 
 

システム賃貸借・保守業務 
 

一般競争入札 随意契約 

Ｂ.一般企業１社 
 

9.92百万円 
 

システムバックアップ 

Ｃ.一般企業１社 
 

0.23百万円 
 

オンライン医学文献抄録誌

利用 

随意契約 

Ｄ.研究補助員１名 
 

3.78百万円 
 

賃金 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

借料及び損料 システム賃貸借・保守業務 31

費　目

A.日立キャピタル（株） E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 31 計 0

B.日本エス・ジー・アイ（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 データバックアップ 9

計 9 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D.研究補助員Ａ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

賃金 非常勤職員賃金 3.78

計 4 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

7

3

9

8

10

システムデータバックアップ作業 9.92

6

4

5

1 日本エス・ジー・アイ（株）

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日立キャピタル（株） システム賃貸借・保守業務 31.1 随意契約 －

2

3

4

5

6

7

8

100

9

落札率

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 丸善（株） オンライン文献抄録誌利用料 0.23 随意契約 －

2

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 研究補助員Ａ 研究補助業務 3.78 － －

2

3

4

5

6

7

8

10

9



事業番号 892

特別研究費（将来人口推計のための調査分析ならびにシステム開発事業) 担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成２２年度（２６年度まで） 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

人口動態をはじめとする現状のモニタリング、既存の推計手法、結果の評価とともに、現状に即した新たな技術の投入により効果的なシステ
ムの開発を行うことを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

将来人口推計、将来世帯推計の効率化と精度改善、説明力の向上を図るために必要なシステム開発し、各種施策、将来計画等の信頼性向
上に寄与し、年金財政計画等の各種施策立案に的確な基礎数値を与える。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 6 6 6 6 6

補正予算

繰越し等

6 6 6 6 6

執行額 10 9 8

執行率（％） 167% 150% 133%

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（　　年度）

外部委員により構成される、当研究所の研究評価委員
会の総合評点をもって成果実績とする。（5＝特に優れて
いる、４＝優れている、３＝良好、２＝やや劣っている、１
＝劣っている）

成果実績 － 4.5 4.4 4.6 ―

―

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

単位当たり
コスト

　　　　　　　　－　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 -

活動（事業運営）に関しても上記の研究評価委員会の総
合評点の中に考慮されているため、これを準用すること
とする。

活動実績

（当初見込
み）

―

― ― ―

-

―

(        -         ) (        -         ) (        -         ) (        -       )

6

委員等旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.3 0.3

0.08 0.08

試験研究費 6

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

6 6計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

－

将来推計にあたっては、これまでに蓄積されたノウハウ
を活用し、専門性の高い研究員が実施することにより、
データ分析手法等にも最新の技術を用いた実効性の高
い手段が採られている。

－

将来推計の成果は国の社会保障制度の中長期計画や
各種政策立案の基礎資料として多方面に活用されてい
る。

推計のための人口分析のノウハウが本研究所以上に蓄
積されている民間研究機関はないため、地方自治体や
民間ではなく、国の責任において実施されるべき事業で
ある。

人口推計は国際的にも貴重な研究であり、優先度は高
い。

一般競争入札の実施や、契約金額が少額であっても見
積合わせの実施により、競争性を確保している。

－

－

－

将来人口推計や将来世帯推計は、国の社会保障制度の
中長期計画や各種政策立案の基礎資料として活用され
ており、国民からのニーズが高い事業であるとともに、国
費を投入すべき事業である。

△

769

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

〇

－

○

－

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

- 887平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、社会保障政策の推進のため、将来人口推計、将来世帯推計の効率化等を図るために必要なシステム開発に要する経費であり、
本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　本事業においては、政策評価委員会から「社会保障政策を形成して行く上で不可欠な情報を提供しており、長期にわたり継続的・体系的に将来推計が
行われ、国際的にも貴重な研究である」との評価を頂戴している。平成24年度の予算執行面では、臨時補助職員に対する賃金が予定以上に発生し執行
額が予算額を上回ったが、発注などの契約手続きについては、見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を確保していることから、
今後ともこれを継続することとする。

評　価項　　目

点
検
結
果



国立社会保障・人口問題研究所 

８百万円 

翻訳作業、印刷製本、研究会出席謝金 等 

 

  
 

D 事務費  

５百万円 
  
 

〔消耗品費、備品費、臨時研究補助職員賃金〕 
 

【随意契約】 
 

Ａ （株）サイマリンガル  

１百万円 
  
 

Ｂ 民間企業（４社）  

２百万円 
  
 

〔翻訳作業〕 

 

〔印刷製本〕 
 

C   個人（２人）  

     ０．１百万円 
  

 

〔研究会出席謝金〕 
 

【随意契約】 
 

  
 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 公表資料翻訳 1

費　目
金　額
(百万円）

A.（株）サイマリンガル E.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 1 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

D.事務費 H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

賃金 臨時研究補助職員賃金 3

消耗品費 ソフトウェア購入 1

計 4 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

10

9

8

7

6
公益社団法人　統計情報研究
センター

ソフトウェア購入 0.08 随意契約

5
（株）日立ソリューションズ東日
本

ソフトウェア購入 0.1 随意契約

4 マスワークス合同会社 ソフトウェア購入 0.2 随意契約

3
日本ニューメリカルアルゴリズ
ムズグループ（株）

ソフトウェア購入 0.4 随意契約

2 （株）パスコ ソフトウェア購入 1 6 90.8%

1 臨時研究補助職員 臨時研究補助職員賃金 3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2 個人E 研究会出席謝金 0.09

1 個人N 研究会出席謝金 0.1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

0.8

0.09 随意契約

7

研究概要印刷（有）正陽印刷

6

9

随意契約

8

10

研究報告書印刷 0.6

5

随意契約

3 大和綜合印刷（株） 研究報告書印刷 0.2

4

2

1 （株）大應

統計印刷工業（株） 研究報告書等印刷（契約数２）

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）サイマリンガル 公表資料翻訳（契約数２） 1 随意契約

2

3

4

5

6

8

落札率

10

9

7



事業番号 893

医療・福祉サービス研究 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成14年度､平成18年度､平成23年度、平成24年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

介護保険法　第５条、第百二十条
良質な医療を提供する体制の確立を図るための医療法等の一部を
改正する法律（平成18年法律第84号）、改正後の医療法第6条の１
０及び新省令第１条の１１
高齢者の医療の確保に関する法律

関係する計画、
通知等

診療報酬・医療安全対策加算：科学院等で実施される研
修を修了した医療安全管理者の配置、年に2回の全職員
対象とした医療安全研修の実施、行政処分医師の再教
育

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

医療・福祉サービス研究の目的は、わが国の保健・医療・福祉サービスの提供体制の効率化及び質の向上に資することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

有効な介護予防のための保健事業の開発、実施、評価支援に関する調査研究、エビデンスに基づく医療計画策定に関する調査研究、医療機関におけ
る新たな概念と手法を用いたマネジメント教育に関する研究及び保健医療福祉サービスに関する調査研究を行っている。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 6 5 7 6 12

補正予算

繰越し等

6 5 7 6 12

執行額 5 5 7

執行率（％） 83.30% 100.00% 100.00%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ - -

24年度
目標値
（　　年度）

保健医療福祉サービスの提供体制の効率化及び質の
向上に関する総合的・中長期的な視点に基づく調査研究
であり、定量的な指標の設定は困難である。

成果実績 - - - - -

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

-
2
2

2
2

-

件

 -

        -        
(       2      )
(       2      )

(       2      )
(       2      )

(       -       )

単位当たり
コスト

124.5（千円／件）

999.5（千円／件）

算出根拠

・マネジメントモデルの開発
249千円／2件＝執行額／開発件数

・サービスの評価分析手法の開発
1,999千円／2件＝執行額／開発件数

1　医療機関における新たな概念と手法を
　用いたマネジメント教育に関する研究
　・マネジメントモデルの開発

２　保健医療福祉サービスに関する調査研究
　･サービスの評価分析手法の開発

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.4 0.9 謝金単価の増額に伴う増、新規要求に伴う増

0.6 1.6 新規要求に伴う増

委員等旅費 0.1 0.1

職員旅費

試験研究費 5.4 9.2 「新しい日本のための優先課題推進枠」5.193

6.5 11.8

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定している。

-

これまでにない新しい技法を開発し、地方自治体の実務
上の問題解決を支援できる。

活動実績は見込に合ったものとなっている

地方自治体の医療計画等に応用されている。

都道府県・市町村の比較が求められるので、国の事業で
あることが望ましい。

科学院の政策に基づく事業として位置づけられ、優先度の高
いものとなっている。

個々の契約が100万円未満の役務等のため少額随意契
約とした。

－

経費節減に努め、単位当たりコストの低減を図っている。

－

わが国の保健・医療・福祉サービスの提供体制の効率化及び
質の向上に資する

×

０７８５

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

-

○

-

○

○

所管府省・部局名

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

-

現
状
通
り

平成22年 ０６０１、６０２ ０９１５

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、わが国の保健・医療・福祉サービスの提供体制の効率化及び質の向上に資することを目的とし、保健医療福祉サービスに関する
調査研究等に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努める
べき。

ー

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

　医療機関における新たな概念と手法を用いたマネジメント教育に関する研究におけるマネジメントモデルの開発、および保健医療福祉サービスに関す
る調査研究におけるサービスの評価分析手法の開発について、ともに研究計画通りに作成が進められており、今後も計画に沿って調査研究を行う。
　事業の必要性及び効果、予算執行の観点から概ね妥当であり、引き続き効果的な執行に努める。
　なお、発注などの契約手続については、見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っている。

評　価項　　目

点
検
結
果



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

 

国立保健医療科学院 

7百円 

医療・福祉サービス研究 

 

A．民間企業(5件） 

 

2.5百万円 
           

【随意契約】 
 

保健・医療・福祉サービスに関する調査等 
 

B．事務費 

4.5百万円 

【随意契約】 
 

諸謝金・職員旅費・備品・消耗品 



A.（株）マクロミル E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 保健・医療・福祉サービスに関する調査等 2.00

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 2.00 計 0

B.（株）イトーキ F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

備品 什器購入 1.20

計 1.20 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

0.62

随意契約

随意契約

0.20

0.21

0.27 随意契約

0.42

職員旅費 0.10

7 （株）西田文具 事務用消耗品購入等

堀内電機（株） ＯＡ機器購入等

ＯＡ機器購入ＮＥＣネクサソリューションズ（株）

3

9 個人B 職員旅費 0.10

随意契約

8 個人A

10 個人C 職員旅費 0.09

6 ジオサーフ株式会社 分析用ソフトウェア購入

随意契約

4 美津野商事（株） 事務用消耗品購入等 0.35 随意契約

5

入札者数

2 とら屋事務（株） 事務用消耗品購入等

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 株式会社ベストバージョン 翻訳業務 0.31 随意契約

3 株式会社　リングァ・ギルド 翻訳業務 0.10 随意契約

4 （株）アート録音 会議議事録作成 0.06 随意契約

5 株式会社会議録研究所 会議議事録作成 0.05 随意契約

落札率

保健・医療・福祉サービスに関する調査 1.00 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1 （株）マクロミル
保健・医療・福祉サービスに関する調査 1.00 随意契約

什器購入 0.25 随意契約
1 （株）イトーキ

随意契約什器購入 0.95



計

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （　厚生労働省　）

9.0 24.0

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内

訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

試験研究費 9.0 24.0 「新しい日本のための優先課題推進枠」15.006

 -

（200） （200） （200） （200）

単位当たり
コスト

2,525（円／人・日） 算出根拠

１．持続可能な浄水処理技術評価研究事業
２．水道水中の放射性物質の低減方策に関する調査研究及び教育訓練事業
　これら２つの事業については、実験により使用する機器、装置類、薬品、実験
回数等が異なるため、単位あたりのコストを算出するのは困難である。それに加
えて装置故障によるメンテナンス費や実験によっては改造、予備実験の有無等
が発生するため単位の設定が困難である。
３．水・衛生分野の国際協力手法に関する調査研究事業
　執行額／(国際保健研修、JICA水道行政管理研修、JICA上水道施設技術研
修の参加者数と水安全計画パンフレット配布数)の合計
505千円／200人・日　＝2.5千円

１．持続可能な浄水処理技術評価研究事業
２．水道水中の放射性物質の低減方策に関する調査研究及
び教育訓練事業
　これら２つの事業については、調査、研究の成果は基礎資
料として整理し、マニュアル、ガイドラインとして活用するほ
か、内外部の研修会等を通じた資質向上への活用を目的とし
ているため、定量的実績を示すのは困難である。
３．水・衛生分野の国際協力手法に関する調査研究事業
　水安全計画研修、ワークショップ、WHO関連の国際会議にお
ける情報提供、海外の水の安全推進拠点への情報提供等
（人・日）

活動実績

（当初見込
み）

400 200 200

100
100
100

人・日

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（　　年度）

１．持続可能な浄水処理技術評価研究事業
　水道水中の残留アルミニウム濃度低減に対応する浄水処理
技術に関する研究（成果実績は設定テーマ数）
２．水道水中の放射性物質の低減方策に関する調査研究及
び教育訓練事業
　水道水中の放射性物質の低減方策に関する調査研究（24年
度より開始、成果実績は設定テーマ数）
　水道水の放射性物質のモニタリング手法の検証を行う。
３．水・衛生分野の国際協力手法に関する調査研究事業
　水安全計画研修、ワークショップ、WHO関連の国際会議にお
ける情報提供、海外の水の安全推進拠点への情報提供等

成果実績

1.2（テーマ
数）

3（情報提
供）

1
－
7

1
－
5

1
1
3

1
1
3

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％
100
－
140

100
－
100

執行率（％） 122.20% 100.00% 100.00%

執行額 11 6 9

9 6 9 9 24

9 24

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 9 6 9

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

当院で保有する浄水処理実験プラントおよび関連の実験装置等を活用し、水道原水の変動や原水汚染に対応する処理技術の評価及び、
浄水施設の運転管理手法の最適化に関する研究、高度浄水処理の実用化及び既存の浄水処理技術の性能向上に関する研究を行う。これ
らの成果を原水水質に対応する処理システムとしてその性能、運転管理方法等について整理する。また、水道水の放射性物質の検査実施
地域、対象項目、採水場所、検査頻度、精度管理等を検討し、モニタリング手法を検証する。さらに、JICA専門家等として関わってきた水道、
水の衛生分野における国際協力や、WHO（国際保健機関）研究協力センターとしての活動などに関連して、調査研究事業を実施し、水分野
の国際協力の一層の推進を図る。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

水道法第2条（水道事業体等への技術的支援等）
水道施設の技術的基準を定める省令第5条
（浄水施設に関する要件の確保）

関係する計画、
通知等

・平成１８年３月厚生労働省の「水道分野の総合援助手法に関
する検討報告」において、水道分野の国際協力において公衆
衛生施策等との連携を図ることとされている。
・平成２４年３月５日付け健水発0305第1号水道課長通知「水道
水中の放射性物質に係る管理目標値の設定等について」

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

水道行政における技術開発、浄水処理技術の性能向上を図るとともに、また水道水中の放射性物質の低減方策を提示し、さらに水・衛生分
野における国際的な協力手法について調査研究を行う。これらの成果は水道事業体技術職員等を対象とした教育訓練及び研修に活用し、
全国の水道関係技術者等の資質向上および技術的、人的支援を図る。

平成18年度､平成19年度、平成24年度 担当課室 総務部会計課 岡山　幸平

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 894

生活環境研究 担当部局庁 国立保健医療科学院 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



項　　目

点
検
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

１．持続可能な浄水処理技術評価研究事業
　本事業は、全国的に水道施設の老朽化が進んできており、経年化施設における浄水水質の確保が大きな課題となっている。このような施設において、
気候変動等により原水水質が短期的、長期的に変動する状況に如何に対応するかについて、技術的な知見を提供することは水道事業のレベル維持の
ために有益である。処理目標となる水質基準も逐次改正により常に変わっていくため、今後も継続して実施することが必要と考えられる。
２．水道水中の放射性物質の低減方策に関する調査研究及び教育訓練事業
　本事業は、水道水中の放射性物質の低減方策を提示し、安心・安全な水道の持続を目指す水道行政への技術的支援を行うことにより国民の水道水へ
の不安を払拭することができる。本分野の研究は、国内外で諸についたばかりの研究であり、今後も科学的知見を集積し、実証的な検討を行う必要があ
る。
３．水・衛生分野の国際協力手法に関する調査研究事業
　本事業は、水と衛生に関する拡大パートナーシップ・イニシアティブ等に示された、国としての優先度の高い内容である。平成23年5月のWHO総会にお
いても水と衛生問題への関与を一層強めることを日本国としても提案し、決議された重要議題であり、平成24年度も研究成果について広く情報提供を
行った。今後一層国際会議における情報提供や研修との連携を図り、推進すべき内容である。
　なお、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を図っている。

評　価

現
状
通
り

本事業は、水道行政における技術開発、浄水処理技術の性能向上を図るため必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの
評価も概ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

ー

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 ０６０１、６０２ ０９１５

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

-

現
状
通
り

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

○

○

-

○

-

-

○

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

水道普及率は98%近くに達し、国民生活の安全を守る上で欠かせない基盤施設
である。水道水の安全性や水質に関する国民の関心は一層高まり、我が国の
水・衛生に関する知見の海外への技術・情報伝達等のニーズも高く、優先性は
高い。

×

０７８６

-

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定している。

-

-

活動実績はその見込みに合ったものとなっている。

国の水道に関する研究・研修施設は当院のみであり、実験施設・設
備は研究だけでなく当院の行う研修でも活用するなど有効利用を
図っている。

国は、水道法に定められる地方の水道事業体等への技術的
支援を行うこととなっている。

科学院の政策に基づく事業として位置付けられ、優先度の高
いものとなっている。

100万円未満の役務のため少額随意契約とした。

-

経費節減に努め、単位当たりコストは低下している。



資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立保健医療科学院 
9百万円 

生活環境研究 

A．民間企業（9件） 

4百万円 
 

ドラフトチャンバー点検作業等 

【随意契約】 

B．事務費 

5百万円 

【随意契約】 

備品・消耗品 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 1.29 計 0

備品 攪拌機他購入 0.60

消耗品 分析用理化材購入 0.69

B.鍋林フジサイエンス（株） F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 1.19 計 0

雑役務費 配管分岐水栓取付作業 0.05

雑役務費 分析機器（ＰＣＲ他）点検業務等 0.45

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途

A.（株）豊島製作所 E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

雑役務費 ドラフトチャンバー点検作業 0.69



支出先上位１０者リスト
A.

B.

攪拌機他購入 0.60 随意契約
1 鍋林フジサイエンス（株）

随意契約分析用理化材購入等 0.69

1 （株）豊島製作所

配管分岐水栓取付作業 0.05 随意契約

分析機器（ＰＣＲ他）点検業務等 0.45 随意契約

ドラフトチャンバー点検作業 0.69 随意契約

落札率

9 株式会社　日立ハイテクフィールディング 分析機器（分光光度計）消耗品交換作業 0.10 随意契約

8 （株）池田理化 分析機器（細胞解析装置）保守点検作業 0.11 随意契約

7 （株）鈴木商館 窒素ガス供給機器設置作業 0.11 随意契約

6 株式会社　キーエンス 分析機器（顕微鏡）保守点検作業 0.26 随意契約

5 三井住友ファイナンス＆リース（株） トリプル四重極リニアイオントラップ質量分析装置一式賃貸借 0.32 随意契約

4 （株）ダイキ産業 分析機器（高感度濁度計他）修理 0.59 随意契約

3 アジレント・テクノロジー株式会社 分析機器（ICP-MSシステム）点検作業等 0.67 随意契約

2 株式会社地圏環境テクノロジー 飲料水源における降下放射性核種の長期挙動解析業務 1.00 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 ジーエルサイエンス（株） 分析機器（ディスクサンプラー他）購入等 随意契約

4 （株）池田理化 分析用理化材購入等 0.47 随意契約

5

6 （株）西田文具 事務用消耗品購入等

10 （株）竹宝商会 ＯＡ機器購入 0.11 随意契約

9 （株）鈴木商館 分析用消耗品（アルゴンガス他）購入 0.13 随意契約

随意契約

随意契約8 （株）豊島製作所 分析用理化材購入等 0.13

7 （株）高長 分析用理化材購入等

株式会社スギヤマゲン 分析機器（ジャーテスター他）購入等

分析用理化材購入等レノバサイエンス（株）

3

随意契約

随意契約

0.18

0.20

0.36 随意契約

0.60

0.63



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 2 -

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

0.2 -

試験研究費 2 -

委員等旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.2 - ２５年度限りの事業

―

(        -         ) (        -         ) (        -         ) (        -       )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　－　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 -

活動（事業運営）に関しても上記の研究評価委員会の総
合評点の中に考慮されているため、これを準用すること
とする。

活動実績

（当初見込
み）

―

― ― ―

―

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値
（　　年度）

外部委員により構成される、当研究所の研究評価委員
会の総合評点をもって成果実績とする。（5＝特に優れて
いる、４＝優れている、３＝良好、２＝やや劣っている、１
＝劣っている）

成果実績 点 ― 4.2 4.3 ―

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

執行率（％） 100% 100%

執行額 2 2

2 2 2 -

2 -

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 2 2

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

本事業では、主に「日本版死亡データベース(JMD)の構築」、「人口学方法論からの分析」、「学際的アプローチによる実体分析」の３つの
パートに分けて研究が進められる予定である。「日本版死亡データベース(JMD)の構築」では、データベースの企画・開発・公開を、「人口学
方法論からの分析」では、長寿化に関する人口学的分析、健康生命表分析・健康状態変化のモデリング、高齢者人口推計の感度分析など
死亡が人口変動に及ぼす影響評価分析を、「学際的アプローチによる実体分析」では、医学・生物学的視点から見た長寿化分析、社会・経
済面からの長寿化・健康分析、長寿化が社会・経済に及ぼす影響について研究を行うこととしている。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

世界にも類を見ないわが国の長寿化のメカニズムとその影響を的確に捉えるため、日本初の死亡研究に特化したデータベース構築とそれを
利用した人口学方法論・実体分析によって、長寿化について健康を含めた多角的かつ学際的なアプローチに基づく総合的な分析を行うとと
もに、長寿化が社会・経済に与える影響について考察することを目的とする。

平成２３年度（２５年度まで） 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 895

人口問題プロジェクト研究費（わが国の長寿化の要因と
社会・経済に与える影響に関する人口学的研究）

担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

日本版死亡データベースの構築等人口問題プロジェクト研究については、平成２４年度の研究評価委員会において高い評価を得ている。
また、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を実施しており、研究内容の質を維持し
研究の成果実績を向上させつつ、予算執行面においては必要な取組を実施しているといえる。

評　価項　　目

点
検
結
果

-

-

-

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 － 39

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

-

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

○

○

－

〇

－

○

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

世界にも類を見ない我が国の長寿化の解明について
は、国民の関心も高く、国費を投入すべき事業である。

△

885

－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

－

本事業で構築されるデータベースは将来人口推計事業
で活用される一方、本事業においては、将来推計人口を
死亡が人口変動に及ぼす影響評価の基礎データとして
用いるなど、本事業と将来人口推計事業は相互に緊密
な連携を図りつつ研究を遂行する予定であり、両事業の
相乗効果によって、研究所全体として効率的・効果的な
事業運営を行っている。

－

死亡データベースは今後インターネットを通じて公開さ
れ、世界中の死亡研究者によって活用されることから、
本事業の成果は十分に活用されることが期待される。

死亡データベース構築に必要となる人口分析のノウハウ
が本研究所以上に蓄積されている民間研究機関はなく、
本事業は、地方自治体や他の民間研究機関で代替でき
るものではない。

最長寿国であるに日本の長寿化研究は公的研究として
も意義が高く、優先度も高い事業である。

契約金額が少額であっても見積合わせの実施により、競
争性を確保している。

－

－



国立社会保障・人口問題研究所 

２百万円 

印刷製本、研究会出席謝金、書籍購入、臨時研究職員賃金等 

 

  
 

C 事務費  

２百万円 
  
 

〔書籍購入 臨時研究補助職員賃金等〕 
 

【随意契約】 
 

Ａ 日本印刷（株）   

０．２百万円 
  
 

Ｂ 個人（４人）  

０．０７百万円 
  
 

〔印刷製本費〕 

 

〔研究会出席謝金〕 
 

 
 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

a

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

（株）日立東日本ソリューションズソフトウェア購入 0.6 1 74.2%2

10

落札率

9

8

7

6

5

4

3

2

1 日本印刷（株） 報告書印刷製本費 0.2 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 個人Y 研究会出席謝金

1 個人K

4 個人H 研究会出席謝金 0.01

5

研究会出席謝金 0.04

6

10

9

8

7

個人C 研究会出席謝金3 0.01

0.01

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 臨時研究職員 臨時研究職員賃金 0.9

3 （福）友愛十字会　友愛書房 書籍購入（契約数３） 0.2 随意契約

4 （株）極東書店 書籍購入（契約数２） 0.2 随意契約

5 （株）ジュンク堂書店 書籍購入（契約数４） 0.1 随意契約

6 （株）紀伊國屋書店 書籍購入（契約数３） 0.1 随意契約

7 （株）ソフマップ OA機器購入 0.01 随意契約

8 （株）東方書店 書籍購入 0.008 随意契約

9 ナウカ・ジャパン合同会社 書籍購入 0.006 随意契約

10



事業番号 896

社会保障プロジェクト研究費（社会サービスにおけるナ
ショナルミニマムの在り方に関する研究）

担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成２３年度（２５年度まで） 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　ナショナルミニマムをすべての国民に保障するためには、現金給付による最低生活費の保障とともに、社会サービスにおける保障が不可
欠である。しかし、現在の社会サービスの現状においては、例えば、子どもの医療サービス、保育サービス、介護サービス、医療機関の分
布、障害者サービスなど、において、どの地域に住んでいるか、どのような雇用形態か、どの社会経済階層に属するか、などによって、保障
される最低限の生活の状況に大きな差が生じている。所得や消費といった側面からの格差や貧困については、比較的に多くの先行研究が
あるものの、これらの社会サービスにおける個々人の生活水準や給付の格差や貧困（低水準）については、殆ど把握されていない。　従っ
て、本研究では、社会サービスや給付における格差・貧困（低水準）の現状をマクロ、マイクロ・データに基づいて検証し、それを基に、実現可
能なナショナルミニマムを検討、されにそれを達成する上で議論が不可欠な国と地方の役割分担の在り方について分析を行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・社会サービスのミクロ（個人）分析
・自治体調査
・社会サービスにおける実現可能なナショナルミニマムのための政策提言

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 5 4 4 -

補正予算

繰越し等

5 4 4 -

執行額 3 4

執行率（％） 60% 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

24年度
目標値
（　　年度）

外部委員により構成される、当研究所の研究評価委員
会の総合評点をもって成果実績とする。（5＝特に優れて
いる、４＝優れている、３＝良好、２＝やや劣っている、１
＝劣っている）

成果実績 － ― 3.5 3.7 ―

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

― ― ―

―

―

(        -         ) (        -         ) (        -         ) (        -       )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　－　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 -

活動（事業運営）に関しても上記の研究評価委員会の総
合評点の中に考慮されているため、これを準用すること
とする。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.1 - ２５年度限りの事業

0.3 -

委員等旅費 0.2 -

職員旅費

試験研究費 3 -

4 -

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

－

これまでに収集したデータの分析を行い、政策的含意を
引き出すために、効果的な手段である。

－

本研究は、社会サービスにおける居住地域や個人属性
（所得、家族構成、雇用形態など）における格差を検証
し、実現可能なナショナルミニマムを検討するものであ
る。ナショナルミニマムの概念整理、自治体ヒアリング、
自治体による福祉分野の独自の取組みの収集、一般市
民のサービスに関する意識の調査をし、最終的な成果と
して政策提言を行うこととしており、国の各種政策立案の
基礎として多方面への活用が期待される。

上述のとおり、国が実施すべき研究である。

今日的な重要性を有する事業であり、優先度は高い。

契約金額が少額のため、見積合わせにより競争性を確
保している。

－

－

－

ナショナルミニマム（国が国民に対して保障する最低限
の生活水準）に関する研究は、厚生労働省組織目標の
基本理念において、ナショナルミニマムの保障が掲げら
れている通り、生活保護改革を含めた「税と社会保障の
一体会議」の中でも論じられている今後の社会保障政策
の方向性を示す喫緊の課題である。

△

886

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

〇

－

○

－

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

－

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ 40平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

－

－－

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者による点検対象外

社会サービスのミクロ（個人）分析等社会保障プロジェクトについては、平成２４年度の研究評価委員会においても高い評価を得ている。
また、発注などの契約手続については、入札や見積合わせにより競争性を確保する等により予算執行の効率化を実施しており、研究内容の質を維持し
研究の成果実績を向上させつつ、予算執行面においては必要な取組を実施しているといえる。

評　価項　　目

点
検
結
果



【随意契約】 

国立社会保障・人口問題研究所 

４百万円 

印刷費、研究会出席謝金 等 

 

  
 

C  事務費  

４百万円 
  
 

〔消耗品費、臨時研究補助職員賃金等〕 
 

Ａ 欧文印刷（株）  

０．０３百万円 
  
 

〔印刷費〕 

 

B  個人  

０．００９百万円 
  
 

〔研究会出席謝金〕 
 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目

A. E.
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C.（株）JPS G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

消耗品費 統計データ購入 1

計 1 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

7

3

9

8

10

研究会出席謝金 0.009

6

4

5

1 個人I

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 欧文印刷（株） 報告書印刷 0.03 随意契約

2

3

4

5

6

7

8

9

落札率

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）JPS 統計データ購入（契約数２） 1 随意契約

2 （株）パスコ ソフトウェア購入（契約数３） 1 6 90.8%

3 臨時研究補助員 臨時研究補助員賃金 0.8

4 （株）日立東日本ソリューションズソフトウェア購入 0.2 1 74.2%

5 丸善（株） 書籍購入（契約数６） 0.2 随意規約

6 （株）ジュンク堂書店 書籍購入 0.01 随意規約

7 三谷商事（株） OA機器購入 0.01 随意規約

8

9

10



事業番号 897

新興・再興呼吸器感染症への対策事業費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成23年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
ⅩⅠ－１－１国立試験研究機関の適切かつ効果的な運営
を確保すること

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

呼吸器は感染症の侵入門戸となりやすいため、新型の感染症は呼吸器感染症としてみられることが多い。国民の生命を脅かすような呼吸
器感染症に常に対応できる体制を構築し維持する必用がある。多くの重篤な呼吸器感染症が既に出現しており、大流行となった場合に備え
て、迅速診断法の開発や予防法や治療法開発を行うことを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

2000年以降に新たに発見された、あるいは、地域的アウトブレイクが顕在化した重篤な呼吸器感染症である、ガッティ型クリプトコックス、ヒト
メタニューモウイルス、NL63ヒトコロナウイルス、ヒトボカウイルス等のウイルスによる呼吸器感染症を対象として以下を実施する。
（１）平成２４年度までに迅速診断法を開発し、その有効性を平成２５年度までに評価する。
（２）上記診断法を使用し、平成２６年度までに発生動向を調査し、ワクチンや治療法開発の研究を開始する。
（３）平成２７年までに地衛研等に上記診断法を普及させる。
（４）公衆衛生学的に問題が顕在化した呼吸器感染症が流行すれば、これを優先し、迅速に診断系を構築し地衛研に普及させる。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

- - -

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 14 13 6 44

補正予算

繰越し等 - - -

14 13 6 44

執行額 14 13

執行率（％） 100 100

成果指標 単位 22年度 23年度

％ －

24年度
目標値

（　２７　年度）

定量的な指標の提示は困難であるが、成果目標として
H27年までにMERSコロナウイルス、ガッティー型クリプト
コックスの簡易検査法開発を完了する。

成果実績 － － －
２種類の簡易
検査法開発を

完了。

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－

参照用病原体
株の整備３種類

８株

検査手法の確
立　２件

－

－

参照用病原体
株の整備２種類

６株

検査手法の確
立　３件程度

検査法の開発
２件

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

定量的な指標の提示は困難であるが、項目としてヒトメタ
ニューモウイルス、ヒストプラスマの検出法を開発した。
また、参照用病原体株３種類８株の整備と、１名の検査
実施者の訓練を実施した。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

職員旅費 0 2 旅費、備品、消耗品、賃金の増

0 14

消耗品費 4 20

備品費

通信運搬費 0 0

賃金 2 8

6 44

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

「新しい日本のための優先課題推進枠」38.591

計

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

－

－

－

地衛研への試薬配布などにより、成果が活用できている。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保している。

－

－

－

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○
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備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

－

－

－

－

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

新23-041平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、感染症対策の推進に係る試験研究の遂行に必要な経費であるが、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であ
ることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

引き続き適正執行に努めること。（長崎、井出）

既に顕在化している新興・再興感染症の病原体について順次、調査、診断法構築を行っている。また24年度には、優先的に対応すべき公衆衛生上の問
題として新型コロナウイルスの遺伝子解析、診断法構築を行い、地方衛生研究所に技術供与を行った。これらの研究に必要な備品、試薬等の調達につ
いては、会計法に基づき適切に行われている。

評　価項　　目

点
検
結
果



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

13.37百万円 
 

新興・再興呼吸器感染症への対策事

業 

Ｃ.事務経費 
 

5.77百万円 

 

賃金、消耗品等 

Ｂ.民間企業24社 
 

6.15百万円 

 

研究備品・消耗品等の購入 

Ａ.民間企業１社 
 

1.41百万円 

 

研究備品の購入 

随意契約 一般競争入札 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

備品費 研究用備品の購入 1

費　目

A.（株）チヨダサイエンス E.
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 1 計 0

B.（株）池田理化 F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

消耗品費 研究用消耗品の購入 1

計 1 計 0

C.非常勤職員Ａ G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

賃金 業務補助 2

計 2 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

10

9

8 エプソンダイレクト（株） 備品購入 0.08 随意契約 －

7 岩井化学薬品(株) 消耗品購入 0.3 随意契約 －

6 研究補助員Ｂ 業務補助 0.41 － －

5 （株）竹宝商会 備品購入 0.44 随意契約 －

4 研究補助員Ａ 業務補助 0.5 － －

3 （株）池田理化 備品購入 0.71 随意契約 －

2 (株)和科盛商会 機器移設業務 0.98 随意契約 －

1 非常勤職員Ａ 業務補助 2.32 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1.05

随意契約

随意契約

0.36

0.49

0.52 随意契約

0.73

人工遺伝子作成 0.3

7 理科研（株） 消耗品購入

（株）和科盛商会 備品修理

研究用消耗品の購入レノバサイエンス（株）

3

9 住商ファーマインターナショナル（株） 研究用試料の購入 0.19 随意契約

随意契約

随意契約8 （株）チヨダサイエンス

10 （株）竹宝商会 消耗品購入 0.19 随意契約

研究用消耗品の購入 1.06

6 （株）バイオシス 研究用消耗品の購入

随意契約

－

4 株式会社ＡＣＴＧｅｎ 抗体作成業務 0.52 随意契約 －

5

1 （株）池田理化

2 岩井化学薬品（株） 研究用消耗品の購入

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）チヨダサイエンス 研究用備品の購入 1.41 2 97.47

2

3

4

5

6

7

8

－

－

－

－

－

－

－

－

9

落札率

10



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 5 5

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

3 3

賃金 1 1

借料及び損料

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

消耗品費 1 1 -

―

(      ５件       ) (      ５件       ) ( 22件   )

単位当たり
コスト

　　　2,187,500（円／件） 算出根拠 17.5百万円÷８件=2.1875百万円

精度管理のための試験実施、トレンド解析

活動実績

（当初見込
み）

件

５件 8

100

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

承認前検査を完了させ検定方法の確立

成果実績 件 1 1 0

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ 100

執行率（％） 100% 100%

執行額 19 18

19 18 5 5

5 5

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 19 18

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

平成23年度ロタウイルスワクチン（単価ワクチンのロタリックス、5価ワクチンのロタテック）の承認、接種開始に対応して、安全性管理、並び
に品質管理を国家検定業務にて行う必要がある。本ワクチンは、弱毒化生ワクチンであり、接種後に被接種者体内で増殖することでロタウイ
ルスに対する総合的な免疫を誘導し、重篤な症状の出現を防止する。しかし、その作用機序は明らかにされておらず、ロタウイルスの弱毒化
に関する分子基盤も得られていない。本事業では、ワクチンの品質管理手法の構築、並びに、ロタウイルスの病原性発現機構、ワクチンの
作用機序を研究し、品質管理に役立てるとともに、ワクチン由来ロタウイルス感染症の出現の予防を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

平成21年度ロタリックス並びにロタテックワクチンの承認前検査、平成23年度内両ワクチンの承認、接種開始

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

平成23年度に承認されたグラクソスミスクライン社の弱毒化経口生ロタウイルスワクチン・ロタリックス、平成24年度に承認されたMSD社のロ
タテックスに関して、ロタウイルスワクチン品質管理手法の研究を継続する。検定・研究業務を行うためには、両ワクチンの性質を熟慮した上
での品質管理、安全性の確認が必要である。本事業の目的は、ワクチン作用機序の解明、病原性発現機構の解析を通じた検定検査方法を
確立と品質管理にかかる研究である。

平成23年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 898

ロタウイルスワクチン検定及び品質管理に関する基礎研究 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

感染症における唯一の国立試験研究所として、実効性の高いワクチンの品質管理、トレンド解析(平成２４年度は８件実施)を行っており、平成２４年度は１
件の承認前検査を完了させ検定方法を確立したところ。検定及び研究で用いる試薬等については、会計法に基づき適正に契約を行っている。安価な消
耗品についても見積を数社から徴し、最も安い業者に発注し節約を進め、最適な対応を行っている。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、感染症対策の推進に係る試験研究に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であることか
ら、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 新23-042

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

○

○

－

－

－

○

○

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

888

－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

－

感染症における唯一の国立試験研究所であり、実効性
の高いワクチンの品質管理、トレンド解析を行っている。

活動は実績に見込みに見合ったものである。

ワクチンの品質面、安全面において管理を行っている。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。一般競争入札においては更なる参加者の確保に努
める。

－

少額の契約であっても複数社から見積を徴収し、最低価
格で購入するなど、コスト削減に努めている。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

17.5百万円 
 

ロタウイルスワクチン検定及び品質管

理に関する基礎研究 

Ｂ.事務経費 
 

9.88百万円 

 

賃金、備品、事務機器等 
 

Ａ.一般企業８社 
 

7.62百万円 

 

研究用備品の借料等 
 

一般競争入札・随意契約 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計 0

賃金 業務補助 4

B.非常勤職員Ａ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A.日立キャピタル（株） E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

借料及び損料 検査備品の賃貸借 4

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

－

－

落札率

－

－

－

－

－

－

9

8 （株）文光堂書店 参考文献購入 0.01 随意契約 －

7 ＭＳＤ（株） 検査消耗品の購入 0.01 随意契約 －

6 （株）ニード 消耗品の購入 0.02 随意契約 －

5 美津野商事（株） ソフトウエア購入 0.04 随意契約 －

4 ヤマト運輸（株） 検査試料運搬費 0.07 随意契約 －

3 （株）池田理化 検査消耗品の購入 1.04 随意契約 －

2 （株）チヨダサイエンス リアルタイムＰＣＲシステムＩＱＯＱ検査確認業務 1.89 1 100

1 日立キャピタル（株） 倒立型ディスク走査顕微鏡外賃貸借 4.49 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

－

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 非常勤職員Ｂ 業務補助

1 非常勤職員Ａ

－

－

4 (株)チヨダサイエンス 備品の購入 0.51 － －

5

業務補助 3.66

6 非常勤職員E 業務補助

10 富士ゼロックス(株) 複合機保守 0.29 －

9 東京センチュリー（株） 複合機借料 0.36 －

－

－8 非常勤職員G 業務補助 0.44

7 非常勤職員F 業務補助

非常勤職員C 業務補助

業務補助非常勤職員D

3

－

－

0.45

0.48

0.5 －

0.52

1.55



事業番号 899

新たな動物由来感染症の事前対応型防御に向けた
基礎的・応用的研究

担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成24年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

近年、新興感染症の出現頻度が上昇しているが、ヒトの感染症は基本的には動物に由来する。したがって、その対策には、ヒトでの大規模
発生前に、動物で感染症のダイナミックスを事前把握することが極めて重要である。国内での高病原性鳥インフルエンザの頻発に見られる
ように、新たな動物由来感染症への対応を強化することは新興感染症の発生に向けた危機管理として極めて喫緊の課題である。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

動物における感染症ダイナミックスを事前把握するために、まず既知病原体をモデルに各種動物、土壌・水系など環境や動物由来食品の検
査手法の確立・検証を国内外機関との共同研究を含め実施する。そして今後の新たな動物由来感染症が未知病原体であることも想定 し、
優先的に考慮すべき疾病の評価、国内動物・環境における実態調査をもとに、想定されうる未知病原体の検出法を開発する。これらの検出
法を用い、実際に国内の既知病原体浸潤状況を把握するとともに、未知病原体の検出に繋がるモニタリング・サーベイランス手法を種々の
動物を対象として確立する。加えて、病原体が宿主域を超えて新たな動物へ感染・伝播する機構の分子的基盤に関する研究を実施する。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 10 8 8

補正予算

繰越し等

10 8 8

執行額 10

執行率（％） 100

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

24年度 目標値
（27年度）

各種動物での検査手法の確立、検証のため、定量的な
成果目標は示せないが、定性的には27年度までに動物
組織からの病原体検出マイクロアレイの確立（開発）を目
指す。

成果実績 － － － －

動物組織からの
病原体検出マイク
ロアレイ確立（開

発）

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－

－ －
検査手法の確

立　２件

－

－

－ －
検査手法の確
立　３件程度

検査手法の確
立　３件程度

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

各種動物での検査手法の確立、検証のため、定量的な
活動成果指標は示せない。ただし、既知病原体の検出
法では、野兎病菌感染野生動物を特定する検査手法、
狂犬病抗体迅速測定法を確立した。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

備品費 1 1 －

7 7消耗品費

8 8

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

－

－

－

成果物については自治体等の関係機関に配布・委嘱し
て活用が行われている。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。
一般競争入札においては更なる参加者の確保に努める
－

－

－

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

新24-0044

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

－

－

－

－

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

◯

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、新たな動物由来感染症への対応を強化するための事業であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であるこ
とから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

引き続き適正執行に努めること。（長崎、井出）

新たな動物由来感染症への事前対応に向けた研究実績として、24年度は２つの既知病原体をモデルに検査手法、迅速測定法を確立した。これらの研究
に必要な備品・消耗品等については会計法に基づき適正に調達が行われている。
新たに動物由来感染症が新興・再興感染症として台頭すれば、ヒトや家畜に対する直接的健康被害だけでなく、治療や予防に係る医療費の増大、社会
経済活動の停滞、家畜の処分に要する費用、補償、風評被害等に基づく様々な経済的影響等が想定され、経済的被害も極めて甚大であることから、事
前対応型の対応が可能となればその費用対効果は極めて高いといえる。

評　価項　　目

点
検
結
果



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

10.24百万円 
 

新たな動物由来感染症の事前対応型

防御に向けた基礎的・応用的研究事

Ｃ.事務経費 
 

4.95百万円 

 

賃金、複写機保守 

Ａ.一般企業１社 
 

1.29百万円 

 

研究用備品の購入 
 

一般競争入札 一般競争入札・随意契約 

Ｂ.一般企業28社 
 

4.00百万円 

 

備品・消耗品等の購入 
 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

備品費 研究用フリーザーの購入 1

費　目

A.（株）豊島製作所 E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

B.（株）池田理化 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

消耗品費 研究用解析ツールの購入 1

計 1 計 0

C.非常勤職員A G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

賃金 事務補助 3

計 3 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

0.45

随意契約

随意契約

0.13

0.13

0.18 随意契約

0.31

0.13

7 （株）池田理化 検査機器修理

（株）池田理化 検査機器校正

検査試薬購入岩井化学薬品（株）

3

9 理科研（株） 検査試薬購入 0.09 随意契約

随意契約

随意契約8 （株）池田理化 検査機器修理

10 三基科学工芸（株） PCソフト購入 0.07 随意契約

研究用解析ツール購入 0.99

6 （株）池田理化 検査機器修理

随意契約

－

4 （株）ニード 事務備品購入 0.21 随意契約 －

5

1 （株）池田理化

2 （株）池田理化 検査機器保守点検

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）豊島製作所 研究用フリーザーの購入 1.29 2 98.44

2

3

4

5

6

7

8

9

－

－

－

－

－

－

－

落札率

－

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 非常勤職員A 業務補助 3.12 － －

2 コニカミノルタビジネスソリューションズ(株) 電子複写機保守 1.83 1 96.38

3

4

5

6

7

8

9

10



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

－ － － 平成24年度限りの経費

－

－ － （　　１　　） －

単位当たり
コスト

　　　　1,560,000　（円／　１回　） 算出根拠 平成24年度会議開催費（実績額）

国際会議の開催

活動実績

（当初見込
み）

回

－ － 1

－

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

国際会議開催の経費であり、定量的な指標は示せない

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

執行率（％） 67

執行額 2

3

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 3

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

 鳥・新型インフルエンザをはじめとする新興・再興感染症の発生動向や対応、病原体情報等に関する最新の情報交換及び共同研究を推進
するための国際会議開催し、国際会議で得られた情報の国内への還元等の対応をおこなう。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

我が国と近隣アジア諸国が連携して新興・再興感染症発生に際して適切な対応を図るため、関係国における中核研究機関である日本（感染
研）、中国（中国ＣＤＣ）、韓国（韓国ＣＤＣ）が一堂に会して日中韓感染症シンポジウムを開催し今後の日本・中国・韓国における感染症対策
に資する。

平成24年度限り 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 900

日中韓感染症会議経費 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

外部有識者点検対象外

平成24年度の日中韓感染症会議では、中国CDCから新型ダニ媒介ウイルス感染症であるＳＦＴＳの発表があるなど、我が国での同疾病患者発見や感染
症対策に大きく貢献した。
また、予算の執行面からは会議開催経費についてコスト削減を図った結果、予算額の約７割の経費で実績を挙げることができた。

評　価項　　目

点
検
結
果

-

-

-

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

-

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

○

○

－

－

○

－

○

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務でり、国費の投入が必要。

○

新24-0045

－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

会議開催費用が予定を下回ったため。

－

活動実績は見込みにあったものである。

会議の開催により得た感染症情報は当所のレファレンス
業務等に有効に活用されている。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

－

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保している。

－

少額の契約であっても複数社から見積を徴収し、最低価
格で購入するなど、コスト削減に努めている。



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

2.76百万円 
 

日中韓感染症会議経費 

Ａ.一般企業７社 
 

1.56百万円 

 

会議開催経費 
 

随意契約 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

落札率

9

8 幸和商事（株） 事務消耗品購入 0 随意契約 －

7 （株）日興商会 事務消耗品購入 0 随意契約 －

6 （株）雄誠堂 事務消耗品購入 0 随意契約 －

5 美津野商事（株） 事務消耗品購入 0 随意契約 －

4 ユウキ工芸 会議抄録印刷 0.06 随意契約 －

3 フタバ事務器（株） 事務消耗品購入 0.12 随意契約 －

2 （株）京王プラザホテル 飲食代等 0.55 随意契約 －

1 （株）京王プラザホテル 会場借料 0.79 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2

1

4

5

6

10

9

8

7

3



　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計 5 5

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

0.6 0.6

試験研究費 4 4

委員等旅費

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.3 0.3 -

―

(        -         ) (        -         ) (        -         ) (        -       )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　－　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 -

活動（事業運営）に関しても上記の研究評価委員会の総
合評点の中に考慮されているため、これを準用すること
とする。

活動実績

（当初見込
み）

―

― ― ―

―

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　　年度）

外部委員により構成される、当研究所の研究評価委員
会の総合評点をもって成果実績とする。（5＝特に優れて
いる、４＝優れている、３＝良好、２＝やや劣っている、１
＝劣っている）

成果実績 点 ― ― 3.6 ―

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

執行率（％） 80%

執行額 4

5 5 5

5 5

補正予算

繰越し等

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 5

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・地域・地方圏ごとの社会保障ニーズの相違など地域コミュニティに着目した社会保障ニーズの実態把握
・地域・地方圏の産業・雇用構造をモデル化した地域産業連関モデルと連動した社会保障地域計量モデルの開発
・地域特性を数値化した地理情報(GIS)や地域的集積の経済分析等、地域指向の研究を社会保障の効果分析に応用する方法の検討
・先進諸国各国の社会保障における国と地方政府と地域コミュニティ(NPO等)との相互関係についての国際比較
・社会保障地域計量モデルを用いた社会保障給付と費用に関する政策効果のシミュレーション研究、地域・地方圏間の比較分析

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

孤立化する高齢者対策(H22年高齢社会白書)や子ども若者の貧困対策(H22年 子ども若者ビジョン)等の新たな課題に応えるために、地域コ
ミュニティに着目した社会保障政策が求められている。各地域、とりわけ東日本大震災で被災した地域の課題にも応えるため、地域コミュニ
ティに着目して、広域的自治体単位や地方圏(8ブロック)を対象に地域産業連関モデルと連動する社会保障計量モデルの開発を行い、政策
効果のシミュレーション研究、地域間比較分析を行う。

平成２４年度(２６年度まで ) 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

事業番号 901

社会保障プロジェクト研究費（地域コミュニティに着目した社会
保障政策の効果に関するモデル分析事業）

担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度



費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

引き続き適正執行に努めること。（長崎、井出）

本事業は、平成２４年度から開始され、研究評価委員会からも様々な課題に取り組むことを期待されている事業であり、研究評価委員会においても”良
好”の評価を得ている。予算の執行面については、見積合わせの効果や、研究委員の欠席などの突発的な事象により、支出額が予算額より低く抑える結
果となった。今後とも、研究内容の質は維持したままで、効率的かつ効果的な執行の実施に取り組むこととする。

評　価項　　目

点
検
結
果

現
状
通
り

本事業は、地域コミュニティに着目した社会保障ニーズの実態把握等に要する経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概
ね妥当であることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

 
-

平成24年平成23年

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

平成22年 － －

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

単位当たりコストの水準は妥当か。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

○

○

－

〇

○

○

－

所管府省・部局名

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

備考

高齢者や子どものいる家族が住む地域コミュニティーに
着目した社会保障政策を参加型社会保障という新しい施
策を含めて進めるため、国の責任において実施されるべ
き研究課題である。

△
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－

事業の適切な執行について、必要な経費に限定されて
いる。

見積合わせによる効率的な契約手続、研究委員の欠席
や研究補助職員の雇い上げ日数が予定より少なかった
こと等による。

これまでに蓄積されたノウハウを活用し、専門性の高い
研究員が携わることにより、効果的な手段により実施さ
れている。

－

成果は国の各種政策立案の基礎として、多方面に活用
されている。

上述に対応した社会保障政策の効果分析の枠組みの開
発、政策シュミレーションの実施が求められており、国の
責任において実施されるべき研究課題である。

社会保障政策に対する橋渡しとなる研究であり、優先度
の高い事業である。

契約金額が少額であっても見積合わせの実施により、競
争性を確保している。

－

－



国立社会保障・人口問題研究所 

４百万円 

 

研究会出席旅費、研究会出席謝金等 

Ｃ 事務費  

４百万円  

 
〔消耗品費、臨時研究補助員賃金〕 

 Ａ 個人（３人）  

０．１百万円 
  
 

〔研究会出席旅費〕 
 

〔研究会出席謝金〕 
 

Ｂ 個人（６人） 

０．１百万円 
  

 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

賃金 臨時研究補助員賃金 1

C.臨時研究補助員 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

8 （株）極東書店 書籍購入（契約数４） 0.1 随意契約

7 （株）ジュンク堂書店 書籍購入（契約数３） 0.1 随意契約

6 マスワークス合同会社 ソフトウェア購入 0.1 随意契約

5 （株）紀伊國屋書店 書籍購入費（契約数３） 0.3 随意契約

4 （株）有隣堂 書籍購入費（契約数２） 0.4 随意契約

3 （株）パスコ ソフトウェア購入 0.4 6 90.8%

2 （株）東洋経済新報社 ソフトウェア購入 0.6 随意契約

1 臨時研究補助員 臨時研究補助員賃金 1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

落札率

9

8

7

6

5

4

3 個人N 研究会出席旅費 0.01

2 個人N 研究会出席旅費 0.03

1 個人S 研究会出席旅費 0.07

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

2 個人S 研究会出席謝金

1 個人S

4 個人M 研究会出席謝金 0.01

5

研究会出席謝金 0.03

6 個人N 研究会出席謝金

10

9

8

7

個人N 研究会出席謝金

研究会出席謝金個人O

3

0.01

0.01

0.02

0.03

10 （福）友愛十字会　友愛書房 書籍購入（契約数２） 0.02 随意契約

9 丸善（株） 書籍購入（契約数２） 0.08 随意契約



事業番号 902

社会保障プロジェクト研究費（人口構造・世帯構造の変
化に伴う新たなニーズに対する社会保障政策の効果測

定に関する理論的・実証的研究）
担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成２４年度（２６年度まで） 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

晩婚化・未婚化による若年単身者の増加と長寿化による高齢単身者の増加は、病気・要介護・貧困の場合に家族の支え合いができない1人
暮らしのリスクと新たなニーズを生じさせている。こうした世帯構造の変化に伴う新たなニーズと震災で世帯の形が大きく変わってしまった被
災者のニーズの双方に対応できる社会保障政策の在り方を、リスクの類型化とニーズの分析に基づいて明らかにし、新たな社会保障政策
の効果測定を可能にする実証的な政策研究を行う。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・単身世帯の増加や人々の無縁化等に起因する人口・世帯構造の変化とそれに伴う新たなニーズの実態把握
・震災等の外的なショックやこれに伴う世帯構造の急変がもたらすリスクが及ぼす新たなニーズの実態把握
・人口構造・世帯構造の変化に伴う多様な社会的・経済的リスクの特徴と家計に及ぼす影響の実証分析とに基づく、リスクの類型化
・社会的・経済的リスクの類型ごとに対応する先進諸国の社会保障政策の動向調査と我が国に適した社会保障政策の選択肢の研究
・人口構造・世帯構造の変化に伴うリスクと新たなニーズに対する社会保障政策の効果測定と政策選択肢間の比較研究

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 6 6 6

補正予算

繰越し等

6 6 6

執行額 4

執行率（％） 66.67%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

24年度
目標値

（　　年度）

外部委員により構成される、当研究所の研究評価委員
会の総合評点をもって成果実績とする。（5＝特に優れて
いる、４＝優れている、３＝良好、２＝やや劣っている、１
＝劣っている）

成果実績 点 ― ― 4.1 ―

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

― ― ―

―

―

(        -         ) (        -         ) (        -         ) (        -       )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　－　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 -

活動（事業運営）に関しても上記の研究評価委員会の総
合評点の中に考慮されているため、これを準用すること
とする。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.3 0.3 -

0.6 0.6

試験研究費 5 5

委員等旅費

6 6

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



事業の適切な執行について、必要な経費に限定されてい
る。

見積合わせによる効率的な契約手続、研究委員の欠席
や研究補助職員の雇い上げ日数が予定より少なかった
こと等による。

これまでに蓄積されたノウハウを活用し、専門性の高い
研究員が携わることにより、効果的な方法により実施され
ている。

－

成果は国の各種政策立案の基礎として多方面に活用さ
れている。

上記のとおり、国の責任において実施されるべき事業で
ある。

社会保障政策に対する橋渡しとなる研究であり、優先度
の高い事業である。

契約金額が少額であっても見積合わせの実施により、競
争性を確保している。

－

－

－

単身世帯の増加や人々の無縁化等に起因する従来型の
社会保障では対応しきれない新たなニーズを明らかに
し、それらに対応できる社会保障の在り方に関する研究
実施が喫緊の課題であり、国の責任において実施される
べき事業である。

△
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備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

〇

○

○

－

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ －平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、社会保障政策の推進のため必要な調査研究に要する経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であ
ることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

－

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

低い執行率は、見積もり合わせの効果や研究委員の欠席等もありやむを得なかったと思われるが、今後は適正執行に努めること。（長崎、井出）

　本事業は、平成24年度が開始された事業であり、 研究評価委員会から政策的意義も大きいと考えると評価されている研究である。予算の執行面につ
いては、見積合わせの効果や、研究委員の欠席などの突発的な事象により、支出額を予算額より低く抑える結果となった。今後とも、研究内容の質は維
持したままで、効率的かつ効果的な執行の実施に取り組むこととする。

評　価項　　目

点
検
結
果



国立社会保障・人口問題研究所 

４百万円 

 

データ入力、報告書印刷、データ加工等 

F 事務費  

３百万円  

 
〔消耗品費、臨時研究補助員賃金等〕 

 

【随意契約】 
 

Ａ シティコンピュータ（株）  

０．９百万円 
  
 

〔データ入力〕 
 

Ｂ 大和綜合印刷（株）  

０．４百万円 
  

 

【随意契約】 
 

〔報告書印刷〕 
 

〔研究会出席謝金〕 
 

〔研究会出席旅費〕 
 

C 個人（１２名）  

０．２百万円 
  

 

D 個人（４名）  

０．１百万円 
  

 

〔データ加工〕 
 

E （財）日本生産性本部  

０．０５百万円 
  

 

【随意契約】 
 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目

A. E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

F.

7

3

9
8

10

印刷費 0.4

6

4
5

1 大和綜合印刷（株）
2

随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 シティコンピュータ（株） データ入力 0.9 随意契約
2
3
4
5
6
7
8
9

落札率

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人K 研究会出席旅費 0.06
2 個人Y 研究会出席旅費 0.03
3 個人U 研究会出席旅費 0.01
4 個人I 研究会出席旅費 0.007
5
6
7
8
9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人K 研究会出席謝金 0.05
2 個人B 研究会出席謝金 0.04
3 個人U 研究会出席謝金 0.02
4 個人K 研究会出席謝金 0.02
5 個人K 研究会出席謝金 0.01
6 個人I 研究会出席謝金 0.01
7 個人T 研究会出席謝金 0.01
8 個人F 研究会出席謝金 0.01
9 個人T 研究会出席謝金 0.009

10 個人Y 研究会出席謝金 0.009

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （財）日本生産性本部 データ加工 0.05 随意契約
2
3
4
5
6
7
8
9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）パスコ ソフトウェア購入（契約数２） 0.7 6 90.8%
2 臨時研究補助員 臨時研究補助員賃金 0.6

3
公益財団法人　統計情報研究
開発センター

データ購入 0.2 随意契約

4 （株）ジュンク堂書店 書籍購入（契約数４） 0.2 随意契約
5 インフォーマティック（株） ソフトウェア購入 0.1 随意契約
6 三谷商事（株） OA機器購入 0.1 随意契約

8 （株）有隣堂 書籍購入 0.08 随意契約
9 丸善（株） 書籍購入（契約数２） 0.06 随意契約

10 （株）紀伊國屋書店 書籍購入（契約数２） 0.04 随意契約

7 （福）友愛十字会　友愛書房 書籍購入（契約数３） 0.1 随意契約



事業番号 903

政策形成に携わる職員の資質向上支援事業 担当部局庁 国立社会保障・人口問題研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成２４年度 担当課室 総務課 課長　鈴木　剛

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確

保する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　現在の我が国において加速している人口減少と未曾有の少子高齢化、社会システムの複雑化など、急速に社会変革が進展している状況
において、国家の進路に重大な影響を与える厚生労働政策を的確に立案するため、政策に精通した研究者と政策形成に携わる者の知見・
視座等を融和させ、国内のみならず国際情勢の把握、国際比較などグローバルな視点をも包摂した観点から政策立案及びそれに資する研
究を実践できる人材を育成する環境を整備し、エビデンスに基づく政策立案体制を強化する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

・外部講師（外国人研究者含む）による研究会等

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 1 1 1

補正予算

繰越し等

1 1 1

執行額 1

執行率（％） 100%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ ― ―

24年度
目標値
（　　年度）

研究成果が政策立案へより一層活用されるよう、人的な
資質向上を行う環境構築を主眼としており、取組の性質
上から定量的な指標を設定することは困難である。

0 － ― ― ― ―

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

―

― ― 実施

―

実施予定

(        -         ) (        -         ) (        -         ) (        -       )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　1　（百万円） 算出根拠 研究講演会の実施に必要な経費

研究講演会の実施

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

外国人招へい旅費 0.7 0.7 -

0.1 0.1

委員等旅費 0.04 0.04

招へい外国人滞在費

諸謝金 0.1 0.1

1 1

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



事業の運営に関しては、なるべく自前の設備などを使用
することによって、低コストで実施することができた。

事業の適切な執行について、必要な経費に限定されて
いる。

－

活動実績は見込みに見合ったものである。

当事業を実施することで、政策形成に携わる職員の育成
とそれに伴う体制の強化に寄与している。

エビデンスに基づく政策立案体制を強化する取組は、国
の責務として実施しなければならない。

政策立案に寄与することは本研究所の目的の一つであ
り、優先度は高い。

契約金額が少額であっても見積合わせの実施により、競
争性を確保している

－

単位当たりのコストの水準は妥当である。

－

国として研究成果が政策立案へより直接的に活用される
よう、エビデンスに基づく政策立案体制を強化することが
重要であり、国費を投入するべき事業である。

△

48

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

〇

－

○

〇

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

〇

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ －平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、社会保障政策の推進のため職員の資質向上に必要な経費であり、本事業の必要性及び執行の観点からの評価も概ね妥当であ
ることから、引き続き効率的な執行に努めるべき。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

引き続き適正執行に努めること。（長崎、井出）

　本事業により、研究者及び政策に携わる職員が、互いに置かれている立場等を理解し、人的な資質向上を通じてエビデンスに基づく政策立案体制を強
化することで厚生労働省の調査研究分析機能を向上させるとともに、より的確に政策課題を把握した研究が実践できる体制を構築することができるよう、
講演会や研究会など、限られた予算額の中で効果的に実施することとする。

評　価項　　目

点
検
結
果



国立社会保障・人口問題研究所 

１百万円 

 

外国人招へい旅費 招へい外国人滞在費 研究会出席謝金 研究会出席旅費等 

Ａ 個人 

０．２百万円 
  

 
〔外国人招へい旅費〕 

 

Ｂ 個人  

０．１百万円 
  

 
〔招へい外国人滞在費〕 

 

C  個人（５人）  

０．０６百万円 
  

 
〔研究会出席謝金〕 

 

D 個人 

０．０３百万円 
  

 
〔研究会出席旅費〕 

 



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目

A. E.
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

1 個人M 研究会出席旅費 0.03

7

3

9

8

10

招へい外国人滞在費 0.1

6

4

5

1 個人B

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人B 外国人招へい旅費 0.2

2

3

4

5

6

7

8

9

落札率

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 個人K 研究会講師謝金 0.009

3 個人K 研究会講師謝金 0.009

4 個人M 研究会講師謝金 0.009

5 個人S 研究会講師謝金 0.009

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

6

7

8

9

10

1 個人B 研究会講師謝金 0.03

2

3

4

5



事業番号 904

バイオリソース保管維持 担当部局庁 国立感染症研究所 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成24年度 担当課室 総務部会計課 金山　和弘

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
Ⅺ-1-1　国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保

する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国立感染症研究所が保有する菌株、血清等は、国の感染症対策において当所でしか保管していない重要なものが数多くあり、これらを分散
保管することにより災害発生等においても感染症の発生等に迅速に対応できる体制の維持する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国立感染症研究所にて管理している感染症対策に重要な菌株、血清等について、災害（首都圏直下地震）の可能性を考慮し、首都圏以外
の保管場所を設け、その場所において適切な管理を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

計

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 2 1 1

補正予算

繰越し等

2 1 1

執行額 0.08

執行率（％） 3%

成果指標 単位 22年度 23年度

％ － －

24年度
目標値
（　　年度）

災害発生を想定しての分散保管を目的とした事業である
ことから、定量的な指標は示せない。

成果実績 － － － － －

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－

－ － －

－

－

－ － － －

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

災害発生を想定しての分散保管を目的とした事業である
ことから、定量的な指標は示せない。

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

光熱水料 1 1

0 0雑役務費

1 1

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （厚生労働省）

計



事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。
保管場所との調整が難航し年度中に執行できなかったも
の。

感染症法に基づく国の責務を踏まえ実施している事業で
あるため。

会計法に基づき適切に契約を行い、競争性を確保してい
る。

保健医療の向上や感染症に関する研究を行うことが国
立感染症研究所の責務であり、国費の投入が必要。

○

新24-0055

備考

評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名
重
複
排
除

○

○

－

－

△

－

－

所管府省・部局名

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

外部有識者の所見

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

－

－

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

－

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事
業
の
有
効
性

単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検

平成24年平成23年

本事業は、危機管理の観点から、菌株、血清等を分散保管するために必要な事業であり、平成２４年度は保管施設との調整が難航したとい
うやむを得ない事情があったものの今後は適切な執行に努めること。

-

現
状
通
り

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

低い執行率は、首都圏以外の保管施設との調整が難航し、年度内に菌株・血清等の移転ができなかった事情がありやむを得なかったと思われるが、今後は
適正な執行に努めること。（長崎、井出）

平成24年度においては、首都圏以外の保管施設との調整が難航し、年度内に菌株・血清等の移転が行うことができなかったため、保管・管理に必要な経
費について、会計法に則り適切に執行している。平成25年度には保管施設との調整を完了させ試料の移転を終了させる見込み。

評　価項　　目

点
検
結
果



※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国立感染症研究所 
 

2.35百万円 
 

バイオリソース保管維持 

Ａ.一般企業７社 
 

0.08百万円 

 

保管維持経費 

【随意契



使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目

A. E.
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

7

3

9

8

10

6

4

5

1

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）チヨダサイエンス フリーザー外部警報電圧接点増設作業及び設置 0.08 随意契約 －

2

3

4

5

6

7

8

9

落札率

10


